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三越伊勢丹グループ 企業理念
2023年4月、三越伊勢丹グループのすべての企業活動の原点にある

最も基本的な考え方として「三越伊勢丹グループ 企業理念」を制定いたしました。

私たちが社会のなかで、どのような価値提供により貢献できるのか、

どのような姿を目指していくのか、そして存在意義は何なのかを表しています。

根本精神
4つの百貨店のれんで創業以来の長い歴史のなかで培ってきた

「お客さま第一のもとに、社会や顧客ニーズの変化を先取りし、

お客さまに豊かさを届け続ける、そして自ら変革していく挑戦の精神」。

あらためて私たちの原点を見出すため、これらの根本精神や歴史に立ち返りながら、

企業理念の再整理を進めました。

社会的貢献と
企業の繁栄

伝統を越える
革新性

まごころと
創意工夫

三 越 伊勢丹

『道義を守り、
奉仕の心を持つ、
企業経営。』

豊かな社会づくり
への貢献、

モラルの実践、
お客さまへの奉仕

岩田屋

『信義を守り、
まごころの奉仕』

丸井今井

1

お客を大切に親切に、
清く正しく信用第一

2

お客は父、問屋は母、
情誼を篤く鄭重に

3

事業は人なり、
慈愛で導け
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「三越伊勢丹グループ 企業理念」を表現した映像をご紹介しています。
https://www.imhds.co.jp/ja/company/philosophy.html

https://www.imhds.co.jp/ja/company/philosophy.html
https://www.imhds.co.jp/ja/company/philosophy.html
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再整理のプロセス

「三越伊勢丹グループ 企業理念」の再整理にあたっては、

（株）三越伊勢丹、地域事業会社、関係会社を含めた

グループ従業員約14,000人に、仕事のなかでの

「自身のやりがい」「大切にしていること」「三越伊勢丹グループの存在意義」

についてのアンケートを実施。

あわせて、グループで約1,600回を超える対話会を行い、

一人一人が想いを語り合うことで進めてきました。

そして、集まった従業員の声や想いを経営陣が受け止めるとともに、

ワークショップや対話会で議論し、想いをつないできました。

こうしたプロセスを何度も反復させながら、“私たちの想い”を見出しました。

従業員の声

従業員の想いを
議論につなぐ

経営陣の
相互理解・団結

従業員アンケート

グループ計
約14,000人

想いを伝える、仲間の想いを聞く

さまざまな仲間との対話会

グループ計約1,600回以上
延べ約1,700時間

従業員一人一人が考え、言葉にする

経営陣によるワークショップ・対話会

従業員アンケート
地域事業会社・関係会社を含めた計34社、海外
出向者やグループ外の出向者なども含めた約
14,000人の従業員から熱い想いが込められた
回答が集まりました。

所属や階層などの垣根を越えて、さまざまな
社内の仲間とも対話を重ねたほか、経営陣同士
の対話会も行い、双方の議論を積み重ねながら、
経営陣によるワークショップへとつないで
いきました。

地域事業会社・関係会社の社長を含めた経営陣
28人による終日のワークショップを複数回実
施。参加した経営陣は、従業員からのアンケー
ト結果や従業員との対話会で上がった声をも
とに、グループ全員の“私たちの共通の想い”を
見出しました。

さまざまな仲間との対話会

経営陣によるワークショップ

（左上）会社・部門・所属を超えた対話会　（右上）グループ外出向者との対話会
（左下）経営陣同士の対話会　（右下）経営陣と従業員の対話会
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再整理の目的

三越伊勢丹グループは、三越、伊勢丹、岩田屋、丸井今井の4つののれんを持ち、

それぞれ挑戦の歴史を繰り返しながら、社会とともに成長し、

国内外の百貨店業を中心にさまざまな事業を通じて新たな価値を提供し続けてまいりました。

そして、2021年に発表した中期経営計画（2022-2024年度）において、目指す姿を

「お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な” 百貨店を中核とした小売グループ」と設定。

この「私たちが目指す姿（ビジョン）」の実現に向けて「私たちの存在意義（ミッション）」と

「私たちが大切にする思考と行動（バリューズ）」を明確化し、あらためて自分自身の働く目的や

会社の存在意義について、経営陣と従業員が共に考える必要があるのではないか、

という想いから、企業理念体系の再整理を行いました。

「三越伊勢丹グループ 企業理念」のもと、グループ一丸となり、

ステークホルダーの皆さまとの継続的な対話を進めながら

「私たちが目指す姿」の実現につなげてまいります。

企業理念 三越伊勢丹グループのこれまでとこれから



「お客さま第一」の提案

定期宅配サービス
カジュアルギフト
オンラインサービス

メタバースを活用した
仮想都市サービス

駿河町越後屋呉服店大浮絵（奥村政信・画）

※1 足を3D計測し、お客さまの足に合う靴を選ぶことができるサービス
※2 ３Dスキャン計測したお客さまの体型特徴から、スタイリストが似合うファッションやスタイリングをおすすめするサービス

「店前現銀掛値なし」という新たな販売方法
たなさきげんきんかけね

デジタルを活用したお買物の提案

レ ヴ ワ ー ル ズム ー ド マ ー ク

三越伊勢丹グループは、創業より変わることのない「お客さま第一」の根本精神を基礎に、時代の変化に合わせて、変革への挑戦をし続けてきました。

三越は、「誰もが同じ価格で買い物ができる店」を世界で初めてつくるなど、現在では当たり前となっている数々の商法を生み出してきました。

伊勢丹は、ティーンエイジャー向けのあたらしい既製服を日本で初めて開発するなど、「創意工夫」によって、自由にファッションを楽しめる土台を創造してきました。　　

今、時代が大きく変化するなかで、さまざまな挑戦を続けています。どこにいても店頭と同じようにお買物が楽しめるアプリ「三越伊勢丹リモートショッピング」や

オンラインの食品定期宅配サービス「ISETAN DOOR」、デジタルを活用したパーソナルサービス「YourFIT365※1」「Match palette by SCANBE※2」、

住所を知らない相手にもギフトを贈ることができるオンラインサービス「MOO:Ｄ MARK by ISETAN」、メタバースを活用したスマートフォン向けアプリ「REV WORLDS」など

デジタルと実店舗をひとの力でつないだ取り組みを通じ、お客さまの豊かな暮らしの実現を目指していきます。

ユアフィット マ ッ チ パ レ ッ ト
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新宿にゆかりのある方々とともに、まちの魅力を発信した「新宿90スナップ」
（伊勢丹新宿本店 新宿出店90周年特別企画）

新たな発想で、新たなライフスタイルを創造
三越伊勢丹グループは既成概念にとらわれない新たな発想で数々の“場”を創出してきました。

三越は、1907年に新美術部を設立して作家の作品発表の場を設けました。1927年には三越ホール（現 三越劇場）を開場、優れた文化・芸術発信の場を創出し、日本文化の発展に貢献してきました。

伊勢丹は、1933年に商圏拡大が有望視された新宿の地にいち早く進出。アジア初となる男性向けファッションの専門館「男の新館」（現 メンズ館）や、

若手デザイナーの新進的なインキュベーションを行う「解放区」など、既成概念にとらわれない、あたらしい“場”の提案を次々に打ち出してきました。

今後も三越伊勢丹グループは、新たな発想で、お客さまの新たなライフスタイルを創造していきます。

百貨店の魅力で包み込むまちづくりを行い､｢日本の誇り､世界への発信力を持ち､高感度上質消費において最も支持される」存在になることを目指します。

新たな発想で創出してきた数々の“場” まちづくりを通して“特別な”存在へ

（左上）新美術部設立時の販売風景　（右上）三越ホール（1927年当時）
（左下）男の新館　（右下）解放区
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三越伊勢丹グループの目指す姿

　当社グループは、2023年5月に、三越伊勢丹グループ企業
理念を再整理し発表しました。これは、コロナ禍の厳しい状況
で自信をなくしたり、統合以降、各のれんの企業理念はあって
もグループ全体で包含するものがなかったりというなかで、
よりどころになるものを整理する必要があったからです。丸
一年かけて、一人一人が何にやりがいを感じ、何を大切にし、
当社グループがどうあってほしいかを地域事業会社・関係会
社を含めた従業員約14,000人が考え、対話を行い、それを踏
まえて経営陣も議論を重ねて再設計しました。
　こうして、 2021年に中期経営計画の発表にあたって掲げ
た、私たちの目指す姿（ビジョン）である「お客さまの暮らし
を豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小売グループ」
の実現に向け、「私たちの存在意義（ミッション）」と「私たち
が大切にする思考と行動（バリューズ）」を明確化し、グルー
プ一丸となって進んでいく考え方ができあがりました。
　ミッションである"こころ動かす、ひとの力で。"には、 「“私
たち一人一人”の力で、“私たちのステークホルダー”の心を動
かします」 との意味を込めています。世界中が地政学的な緊張
の高まりや気候変動など、多くの難題を抱えている時代だか
らこそ、当社グループの強みである多様な人財の力を課題解
決に活かし、持続可能な社会づくりに貢献してまいります。
　「百貨店の再生」を目指した中期経営計画の初年度である
2022年度の営業利益は、連結ベースで296億円を計上し、新
型コロナウイルス感染症拡大前の2018年度の実績を超える
ことができました。これに大きく貢献したのがアプリ会員の仕
組みです。エムアイカードとアプリ会員、デジタル会員を合計
した識別できるお客さまの数は、2022年度末で約590万人と

大きく増加しました。今、私たちは、こうしてつながったお客さ
まの「高感度な消費、上質な消費」のご要望にしっかりとお応え
する「個客業」への進化を目指しています。「個のマーケティン
グ」でお客さまお一人お一人のニーズを把握し、私たちが持つ
百貨店以外のコンテンツについてもサービスを提供すること
で、お客さまとの関係性をさらに深めようとしています。
　百貨店業の再生に続く展開フェーズでは、金融、システム、
物流、建装、人財などのグループ会社のスキルやノウハウを組
み合わせることで、社会への提供価値を高め、百貨店を核とし
た将来のまちづくりにつなげてまいります。

私たちのサステナビリティの原点と取り組み

　2023年、三越は創業350周年を迎えました。伊勢丹も137
年の長い歴史を持ちます。どちらも創業以来「お客さま第一」
を掲げ、時代や社会環境の変化に対応しながらお客さまのご
要望を先取りし、提案して今日まで続いてきました。三越伊勢
丹グループのサステナビリティの原点は、まさにここにあり
ます。
　当社グループは、2018年に「サステナビリティ基本方針」
を制定し、企業活動を通じて社会課題の解決に貢献すること
で豊かな未来と持続可能な社会の実現に向けた役割を果たす
ことを表明しています。この方針に基づく「重点取り組み（マ
テリアリティ）」として、①人・地域をつなぐ、②持続可能な社
会・時代をつなぐ、③従業員満足度の向上の3項目を特定し、
それを支える「ガバナンス」と「コミュニケーション」を基盤
に推進しています。
　①人・地域をつなぐ取り組みでは、地域のすばらしさを日本
全国にお伝えすることを目的として2019年よりスタートした

原点に立ち返り、
新たな企業理念のもとに、
ステークホルダーの
皆さまと豊かな未来を

取締役 代表執行役社長 CEO

細谷 敏幸

トップメッセージ



6

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

トップメッセージ 価値創造プロセス 目次 編集方針 三越伊勢丹グループについて サステナビリティ担当役員メッセージ サステナビリティに関する方針 ステークホルダーエンゲージメント

「三越伊勢丹ふるさと納税」など、地域の企業、団体、自治体と
連携した地域活性化に取り組んでいます。また、文化展などを
通じた日本の文化・伝統の継承や次世代のアーティストやク
リエーターの育成も私どもに課せられた重要な役割と捉え、
発信の場づくりをはじめとする活動の支援に努めています。
　②持続可能な社会・時代をつなぐ取り組みとしては、主に脱
炭素社会の実現を見据えた省エネ・創エネ・再エネの推進や循
環型社会を目指した4R（Refuse、Reduce、Reuse、Recycle）な
どに尽力しています。特に気候変動に関しては、2021年に開
催 さ れ た「 国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 第26回 締 約 国 会 議

（COP26）」において産業革命前からの気温上昇を1.5℃に抑
えるべく努力することが決議され、当社グループにおいても
2021年度に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
への賛同を表明しています。中長期の目標については、年度ご
との実績と共に開示を行っています。このような取り組みに
より、2022年度には、国際的な環境NGOであるCDPの気候
変動に関する調査において「Aリスト」企業に選定されました。
　また、お取組先と共に、「責任ある調達」を推進し、 「持続可
能なサプライチェーン」の実現に向けた取り組みを進めるこ
とも大変重要です。当社グループでは、2023年3月に「国連グ
ローバル・コンパクト（UNGC）」の理念に賛同、署名し、4月
にはグループの「人権方針」「調達方針」を改訂。6月には「お取
組先行動規範」を新たに制定し、UNGCが提唱する、人権・労
働・環境・腐敗防止の4分野に関する10原則を順守していく
姿勢を社内外に明確に示しています。
　③従業員満足度の向上への取り組みとしては、自律的な成
長を促すキャリア支援制度や従業員一人一人の潜在的な資質
を見極めた中長期目線での戦略的な配属を通じ、生涯にわた
るキャリアデベロップメントプログラム（生涯CDP）を構築

し、会社・上司・従業員が三位一体となり人的資本の最大化を
図っています。
　この土台として力を入れているのが、対話の風土づくりで
す。経営陣と従業員の定期的な対話会の実施や、上司と部下に
よる1on1ミーティングをはじめとした、各部署での対話に
より、企業理念や経営戦略への理解・浸透が深まってきたと感
じています。
　もう一つ重要なのは、「安心して働くことのできる職場環境
づくり」です。私たちは2023年6月に、グループ労働組合と共
に労使共同宣言を発信し、「適正な労働時間管理」と「ハラス
メント・ゼロ」を重点取り組みとして掲げました。
　また、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの実
効性を高めるため、当社グループでは2023年度より、役員報
酬の評価指標としてESG指標を採用しています。
 

サステナビリティ経営の深化による、
豊かな未来の実現

　このような取り組みの実効性を高めるべく、2021年度か
らは私を議長とした「サステナビリティ推進会議」を年2回開
催し、取り組みの進捗確認のほか、ESGに関する最新動向や
環境の変化を踏まえ、中長期の方向性について議論していま
す。サステナビリティ課題を含む事業へのリスクについても、
私を議長とした「コンプライアンス・リスクマネジメント推進
会議」にて検討・モニタリングを実施しています。 
　2022年度には三越伊勢丹ホールディングスにサステナビ
リティ推進部を設置し、6つの「ワーキンググループ」の運営
を通じたグループ全体のサステナビリティ活動の推進を始め
ました。しかし、まだまだ各部門の業務や行動に反映しきれて

いないことも事実です。推進のスピードを上げるため、外部環
境の変化はもとより、当社グループのミッション、強み、各事
業、そして目指す姿に照らし、現在、重点取り組み（マテリア
リティ）を見直す議論に着手しています。
　サステナビリティ経営とは、私たちの強みを徹底的に活用し、
社会課題を解決することで、ステークホルダーに喜びを与え、
その対価として利益を得て、その利益を再投資することで次の
社会課題を解決するという循環を回していくことだと考えま
す。これを事業戦略に組み入れ、従業員一人一人が実行してい
くことこそが、私たちの根本精神にも通ずる、社会的価値と経
済的価値を共に高める持続可能な経営であり事業活動です。　
　三越伊勢丹グループは、これからもステークホルダーの皆さ
まとの対話を重ね、豊かな暮らしを未来につなぎ、より良い社
会づくりに貢献することをお約束します。そして、世界中の人
から注目され評価される企業グループとなり、末永く皆さまか
ら愛され信頼され続けることができるよう、進化し続けます。



経営資本
強み 機会とリスク

人的資本
グループ従業員
約1万8千人

知的資本
各百貨店ののれん

販売、店づくりの
ノウハウ

設備資本
国内・海外百貨店

47店舗、
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売上高

4,874億円
（2023年3月期）
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。
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け
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二極化が加速

顧客構造の
変化

オンラインの
加速

環境・社会
意識の高まり

ITによる
環境の変化

百貨店事業
 

クレジット
金融

友の会業  

不動産業

従業員満足度の向上

グループガバナンス・
コミュニケーション

人・地域をつなぐ

提供価値

お客さまのニーズへの

革新的な提案

再投資

お客さまのお悩みや
お困りごとに対する

感動的な解決

社会的価値・経済的価値
の拡大

M I S S I O N V I S I O NV A L U E S

関係資本
顧客基盤

地域社会との
共生

持続可能な
社会・時代をつなぐ

グループ基盤

経営基盤

基本戦略

高感度上質消費の
拡大・席巻

最高の顧客体験の
提供

重点戦略

“高感度上質”戦略

“個客とつながる”
CRM戦略

“連邦”戦略
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PDFの使い方
このPDFは、容易にページ間移動や外部リンク先へのア
クセスができるよう、各ページにカテゴリータブとナビ
ゲーションボタンを設けています。

本レポート内の関連する
ページに移動します。

関連する外部サイトに
移動します。

P.00

イントロダクション
P. 1 企業理念
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P. 9 編集方針
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重点取り組み
P. 14 重点取り組み 特定プロセス
P. 15 重点取り組み（マテリアリティ）
P. 16 長期目標と現状
P. 17 サステナビリティ推進体制
P. 18 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

P. 19 重点取り組み① 
人・地域をつなぐ

P. 20 地域社会との協創
　地域活性化
　社会貢献活動

P. 23 文化・伝統の振興・継承
　文化・伝統事業への貢献
　次世代支援・育成

P. 27 未来を拓く「人とのつながり」
　新しい顧客体験

P. 28 重点取り組み② 
持続可能な社会・時代をつなぐ

P. 29 脱炭素社会に向けて
 　TCFD提言に沿った情報開示

　温室効果ガス排出量削減の取り組み
 　循環型社会に向けた4Rの取り組み

P. 38 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて
　サプライチェーン・マネジメント
　人権デュー・ディリジェンス
　品質管理

P. 43 重点取り組み③ 
従業員満足度の向上

P. 44 ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進
従業員エンゲージメントの向上

“個”の可能性を引き出す対話文化

P. 46 ① 働きがい ～“個”を成長させる生涯CDP～
生涯CDPを実現する仕組み
人財育成方針
自律的なキャリア形成
キャリアアップ
経営人財の育成
自律的に学ぶ機会の提供

P. 52 ② 働きやすさ ～多様な“個”の活躍とライフワークバランス～
多様な“個”の活躍
女性活躍
両立支援制度
障がい者活躍推進
ライフワークバランス
総実労働時間の短縮
ヘルス＆メンタルケア ～健康経営の推進～

P. 61
「安心して働くことのできる職場環境づくり」に向けた
労使共同宣言

P. 62 支援制度と取り組み

グループガバナンス
P. 63 コーポレート・ガバナンス
P. 67 内部統制

　内部統制システムの基本方針
　リスクマネジメント
　コンプライアンス

目 次
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編集方針

サステナビリティに関する情報開示
刊行物 PDF HTML

サステナビリティレポート
当社グループが持つ普遍的な価値観や強みを活かして、持続的な成長を
続けていくための姿勢と活動をステークホルダーの皆さまにご理解
いただくための網羅的な報告書です。

●
（日本語のみ）

●
（日本語／英語）

統合レポート
ステークホルダーの皆さまに、当社グループの経営戦略や事業概況、持続
的成長を続けていく価値創造に関する取り組みをご理解いただくため
の報告書です。

● ●

有価証券報告書
金融商品取引法第24条第1項に基づき作成し、関東財務局への提出を
義務づけられている報告書です。財務状況に関するより詳細な情報は
こちらをご参照ください。

●

コーポレート・ガバナンス報告書
コーポレートガバナンス・コードに従い、当社グループのコーポレート・
ガバナンスの考え方や体制などを記述したもので、東京証券取引所への
提出を義務づけられている報告書です。機関設計、運用状況、実効性
評価などのより詳細な情報はこちらをご参照ください。

●

将来見通しに関する注意事項／免責事項
本レポートに記載されている将来に関する記述は、三越伊勢丹ホールディングスが本レポート発行までに入手している情報および合理的であると判断する一定の
前提に基づいており、目標達成を約束する趣旨のものではなく、さまざまな要因により結果は大きく異なる可能性があります。
※本レポート内の組織名称、および従業員の在籍所属は2023年11月時点のものです

サステナビリティレポート（バックナンバー）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192

統合レポート（PDF）
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-
imhds-s3/pdf/imhds_report2023_jp_A3.pdf

有価証券報告書（PDF）
https://pdf.irpocket.com/C3099/ba4w/z1fO/x0iV.pdf

コーポレート・ガバナンス報告書（PDF）
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-
imhds-s3/pdf/governance_report.pdf

サステナビリティサイト（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja

「三越伊勢丹ホールディングス サステナビリティレポート2023」（以下、
本レポート）は、「三越伊勢丹ホールディングス レポート2023（統合レ
ポート）」を補完するものです。より多くのステークホルダーの皆さまに
当社グループの姿勢やサステナビリティ活動について理解を深めてい
ただくことを目的に、重点的な取り組みについてご紹介します。
また、本レポートをもとに、ESG評価機関や投資家など多くのステーク
ホルダーの皆さまと対話を行い、指摘事項や期待を伺うことで、今後の
改善につなげていきたいと考えています。
ESGデータについては、ウェブサイトにて掲載しています。

報告期間
2022年度（2022年4月1日～2023年3月31日）を対象としていますが、
発行時点の最新情報も可能な限り掲載しています。

対象組織
三越伊勢丹グループおよび子会社、関連会社を基本としていますが、環
境・社会関連のデータについては一部集計範囲が異なる場合があります。
掲載するデータについて、集計範囲が異なる場合は、文中に明記しました。

発行時期
2023年11月

お問い合わせ先
（株）三越伊勢丹ホールディングス 総務統括部 サステナビリティ推進部
メールアドレス　csr@imhds.co.jp

ESGデータ集（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

参考にしたガイドライン
● GRI（Global Reporting Initiative）「GRIスタンダード」

● 経済産業省「価値協創ガイダンス」
● 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書

GRIスタンダード対照表はウェブサイトに掲載しています。
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/170

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2023_jp_A3.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2023_jp_A3.pdf
https://pdf.irpocket.com/C3099/mCOP/XkEa/Iusg.pdf
https://pdf.irpocket.com/C3099/ba4w/z1fO/x0iV.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf
https://imhds.disclosure.site/ja
https://imhds.disclosure.site/ja
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/170


（2023年3月期） （2023年3月期）

国内 20 店舗

百貨店業

不動産業

その他

76.3%5.7%

3.8%

14.2%

識別顧客数（カード・アプリ会員等）

約 590万人

ステークホルダーに関係する数字事業に関係する数字

三越日本橋本店
三越銀座店
札幌三越
仙台三越
名古屋三越栄店
名古屋三越星ヶ丘店
広島三越
高松三越
松山三越
福岡三越
丸井今井札幌本店
函館丸井今井

伊勢丹新宿本店
伊勢丹立川店
伊勢丹浦和店
静岡伊勢丹
新潟伊勢丹
ジェイアール京都伊勢丹
岩田屋本店
岩田屋久留米店

オーランド三越
新光三越（15店舗）
MITSUKOSHI BGC
天津伊勢丹
天津濱海新区伊勢丹
仁恒伊勢丹
上海梅龍鎮伊勢丹
シンガポール伊勢丹 スコッツ店
シンガポール伊勢丹 タンピネス店
シンガポール伊勢丹 セラングーン店
クアラルンプール伊勢丹 Lot 10店
クアラルンプール伊勢丹 KLCC店
クアラルンプール伊勢丹 THE GARDENS店

海外 27 店舗

お客さま

百貨店店舗数 ※2023年11月末時点

百貨店業の総額売上高

4,874億円

売上高（連結）

1兆 2,173億円

1兆 175億円

総資産（連結）

株主数

約 30万人

株主さま

グループ従業員数

約 1.8万人

従業員（連結）

国内の百貨店お取組先数

約 2万社

お取組先

三越伊勢丹グループは百貨店を中核に据えながら、クレジット・金融、建装、旅行、システム、物流、人財派遣など幅広い事業を営む企業グループです。

当社グループは
「お客さまの暮らしを豊かにする、
“特別な”百貨店を中核とした
小売グループ」を目指しています。

当社グループの事業は、
あらゆるステークホルダーに

支えられています。

セグメント別の構成比
2022年度売上高クレジット・

金融・友の会業
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ステークホルダーと共に社会課題を解決する

　三越伊勢丹グループは、2023年に再整理した企業理念のも
と、事業活動を通じてお客さまの暮らしを豊かにすることを目
指し、「サステナビリティ基本方針」と3つの重点取り組み（マ
テリアリティ） P.15 に基づいたサステナビリティ経営を
行っています。
　重点取り組み①の「人・地域をつなぐ」は、百貨店を中心とし
た当社グループならではの独自性のある活動です。現在、日本
は少子高齢化や地域間の経済格差という大きな社会課題を抱
えています。私たちはこの課題に向き合い、店舗のある地域は
もとより、バイヤーが商品調達を通じてご縁をいただいた各地
域の魅力を日本全国のお客さまにご紹介し、地域活性化への貢
献に努めています。オンライン上の「三越伊勢丹ふるさと納税」

「MOO:D MARK by ISETAN」 P.20 は、このような役割
を強く担う成長事業です。また、2023年7月に「商業＋不動産」
による複合開発プロジェクトとしてフィリピンで開業した

「MITSUKOSHI BGC」での日本文化の発信や、国内店舗にご
来店くださる海外からのお客さまに向けたおもてなしも、さま
ざまな人・地域をつなぐ私たちの重要な活動と考えています。
　次に、こうした事業活動の土台となる「人権尊重」と「環境保全」
の取リ組みについてお話しします。2023年度、私たちが特に力
を入れているのが、重点取り組み②の「持続可能な社会・時代をつ
なぐ」の一つであるサプライチェーン・マネジメントの推進

P.38 です。社会的に重要度が増しているサプライチェーン
における人権と環境リスクへの対応を進めるべく、2023年6月
に「お取組先行動規範」を新たに制定しました。上期はグループ従
業員のうち約9千人が人権・環境リスクに関する教育を受講し、
事業を行ううえでの責任への理解を深めると同時に、百貨店業を
中心としたお取組先約6千社に「お取組先行動規範」についての
お知らせをしました。年度末に向けては、グループ会社のお取組
先を含めて約1万社の皆さまに各社の人権・環境への取り組みに
関するアンケートへのご協力をお願いし、対話を重ねることでお
取組先と共に持続可能なサプライチェーンの実現を目指してい
きます。
　また、環境保全に関するグループ内での取リ組みについては、伊
勢丹新宿本店での「AIスマート空調システム」導入による省エネ推
進や、三越伊勢丹物流センター（埼玉県所沢市）への太陽光発電に
よる創エネの拡大 P.32 など、2030年度の温室効果ガス排出
量削減目標の達成に向け歩みを進めています。
　毎年実施しているサステナビリティ活動に関するお客さま
アンケート P.14 においても、「三越伊勢丹グループに一番
期待しているサステナビリティの取リ組み」として、食品ロス
の削減や温室効果ガス排出量の削減、リユース・リサイクルと
いった回答が近年増加しており、環境課題への一層の努力が求
められていると認識しています。

ひとの力で、ステークホルダーの “こころ” を動かす

　もうひとつが重点取り組み③の「従業員満足度の向上」です。
これは、従業員の働きがいと働きやすさを共に実現し、一人一人
が最大限に能力を発揮できるよう「ダイバーシティ、エクイティ
＆インクルージョン」を推進する取り組みです。“働きがい”の向
上のためには「生涯CDPの推進」 P.46 、“働きやすさ”の向
上のためには「ライフワークバランスの実現」 P.52 を図り、
これらを支えるコミュニケーションの土台として、引き続き

「対話文化」の醸成をグループ全体で行っていきます。　
　 こ れ ら の 活 動 を 通 じ て、2023年 は「 健 康 経 営 優 良 法 人
2023」への選定および女性活躍推進法に基づく優良企業認定

「えるぼし認定」の最上位である3つ星を取得しました。加えて
6月には、「適正な労働時間管理」と「ハラスメント・ゼロ」に関
する具体的な行動指針を示し、従業員皆が「安心して働くこと
のできる職場環境づくり」の実現を目指すことを労使共同宣言
として発信しました P.61 。現在、再構築中の「中長期人財
戦略」においても「ひとの力の最大化」を柱に据え、従業員の成
長を「未来まで続く、唯一無二の企業グループづくり」につなげ
ることを目指します。
　私たち三越伊勢丹グループは、創業以来の長きにわたり、常
に時代の半歩先を意識し、「あたらしい、豊かな暮らしと文化」
をお客さまに提案し続けてきました。変化が激しいこの時代に
おいても、ステークホルダーの皆さまとの対話を通じて私たち
の果たすべき役割をしっかりと見定めることで、必ずや社会か
らの期待に応えられると信じています。
　約3年間のコロナ禍を経て、いよいよこれから私たちのサス
テナビリティ経営の真価が問われるフェーズです。従業員一人
一人がサステナビリティの方針を理解、共感し、事業活動と一
体化させてPDCAを回して、その実効性を高められるよう、尽
力してまいります。

サステナビリティ経営を通じた、
課題解決と企業成長の実現

サステナビリティ担当役員メッセージ

執行役常務 CAO 兼 CRO 兼 CHRO※

金原 章
※CAO：チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー、CRO：チーフ・リスク・オフィサー、

CHRO：チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー



～日本の誇り､世界への発信力を持ち､高感度上質消費において最も支持される～

お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小売グループ
長期に目指す姿

企業倫理行動基準

人権方針

調達方針

環境方針

コーポレートガバナンス・
ガイドライン

社会に対する企業の責任として、

社会のさまざまな課題に向き合い、

企業活動を通じてその解決に貢献することで、

関わりのあるすべての人々の豊かな未来と、

持続可能な社会の実現に向け

役割を果たしていきます。

サステナビリティ基本方針

当社グループ お取組先・調達先

お取組先行動規範

サステナビリティに関する課題を当社グループの経営基盤を支える重要課題と捉え、サステナビリティ基本方針と5つの基準・方針に基づき取り組みを進めています。
2023年6月には「お取組先行動規範」を新たに制定しました。お取組先および調達先にご理解、実践いただくことで、持続可能なサプライチェーンの構築に向けて協働してまいります。

お取組先や調達先とともに
持続可能なサプライチェーンを構築します

お客さまに安全・安心な商品・サービスを提供するために

法令順守や品質管理のほか、人権や環境への配慮など、

ご理解・ご協力いただきたい事項をまとめています。

サステナビリティに関する方針の全文はウェブサイトに掲載しています。
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/197#1255
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サステナビリティに関する方針

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/197#1255
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/197#1255
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

トップメッセージ 価値創造プロセス 目次 編集方針 三越伊勢丹グループについて サステナビリティ担当役員メッセージ サステナビリティに関する方針 ステークホルダーエンゲージメント

基本的な考え方
三越伊勢丹グループは、全てのステークホルダーとバランス良く、未来志向で友好的な対話やコミュニケーションを通じてWin-Winの関係性を構築し、
社会価値向上および企業価値向上に貢献していきます。ステークホルダーの皆さまからの重要なご意見を社会課題や経営課題の認識につながる手段と位置づけ、
経営の意思決定に活用する仕組みづくりを強化するとともに、日頃より積極的なコミュニケーション活動に励んでまいります。

ファン化

継続的な対話と適切なフィードバックにより、全てのス
テークホルダーに当社グループのファンになっていた
だくことを目指します。

ステークホルダー 取り組みの考え方 主な対話手段

お客さま
私たちは、お客さまの想いに寄り添い、コミュニケーションを大切にしながら、安全・
安心の確保とともに、最良の品揃えとサービスを提供し、信頼され選ばれ続ける存在
を目指します。

日々の営業活動
代表お問い合わせ窓口
お客さまアンケート

お取組先
私たちは、お取組先との共存共栄の精神を尊び、安全・安心な商品・サービスを提供
するとともに、責任あるサプライチェーンの構築に取り組み、持続可能な社会の実
現に向け役割を果たしてまいります。

お取組先行動規範の通知
お取組先アンケート
お取組先方針説明会
お取組先との個別対話

株主／投資家
私たちは、株主／投資家の皆さまとの双方向のコミュニケーションや適時・適正な
情報開示などを通じ、経営の透明性の維持と説明責任を果たしながら、持続的な企
業価値の向上を目指します。

株主総会、株主アンケート
IR説明会（決算説明会・個人投資家向け説明会）
サステナビリティ説明会、事業説明会
統合レポート、サステナビリティレポート

従業員
私たちは、多様な人財が失敗を恐れずに挑戦できる組織風土をつくるため、従業員
との対話を重視するとともに、各施策・制度の整備を行い、「働きがい」「働きやすさ」
が両立する職場環境の実現を目指します。

役員・従業員対話会、1on1ミーティング
社内イントラネットを通じた情報提供・意見交換
従業員エンゲージメント調査
組合活動、労使協議会

地域社会／コミュニティ
私たちは、地域社会やコミュニティに寄り添い、要請に合った商品・サービスの提
供を通じ、地域社会の発展に貢献する活動を推進することで、お互いを尊重し合え
る関係性を築きます。

社会貢献活動（災害支援・ボランティア活動など）
地域行事などへの参加
産学連携活動の推進、（公財）伊勢丹奨学会を通じた次世代教育支援
文化・伝統イベントの開催

未来志向のエンゲージメント バランス経営

各ステークホルダー間のバランスを重視し、全てのス
テークホルダーから信頼される関係性の構築を目指
します。

ステークホルダーとの相互理解のもと、課題解決を通
じて、常に時代の要請に応え続ける企業であることを目
指します。

ステークホルダーエンゲージメント



2023年2～3月実施 お客さまアンケート結果より 

三越伊勢丹グループに一番期待しているサステナビリティの取り組み 

課題項目の選定

社会へも、当社グループ事業へも影響の大きい項目

三越伊勢丹グループへの影響度

社
会
へ
の
影
響
度

高

低 高

富裕層の拡大への対応
多様な消費形態の拡大への対応
少子高齢化・長寿命化への対応
都心回帰と地方過疎化への対応
AI（人工知能）・ロボットの進化
ECビジネスの拡大
日本一働きやすい会社
サステナビリティ調達
エネルギーの低炭素化
廃棄物削減とリサイクル推進
海や陸の生物保護の推進
顧客、取組先の環境保全意識の高まり
地域活性化に向けた取り組み推進
コーポレート・ガバナンス／コンプライアンス

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

n=4,821

企業が持続可能な成長を続けるうえ
で、影響があると考えられる社会課題・
環境変化を100項目抽出

社内での対話

社会への影響度と当社グループ事業へ
の影響度をプロットし、14項目に絞り
込み、3つのマテリアリティに分類

ステークホルダーの評価

お客さまアンケートなどステークホル
ダーへのヒアリングを通じてマテリア
リティの方向性について確認

KPI設定とモニタリング

重要項目にKPIを設定し、モニタリング
を実施

そのほか、リユース・リサイクルの推進、包装材の削減などが上位に選ばれて
おり、環境課題対応への期待度が高まっています。

三越伊勢丹アプリ会員の皆さまを対象にWEBアンケートを実施し、サス
テナビリティ活動に関する当社への期待、関心のある社会課題などについて
お伺いしました。 

11.6％

1 2 3

食品廃棄物・
食品ロスの削減

商品の品質・
安全の確保・
正確な表示 

省エネルギーなど、
店舗や企業活動で

排出するCO2の削減

18.9％ 13.5％

14

イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

経営会議（現 執行役会）での議論や外部アドバイザーからのご意見、お客さまからのアンケート結果を反映し、2018年度に重点取り組み（マテリアリティ）を特定しました。さらに、世の中の課題
やステークホルダーの皆さまからのご要望を、三越伊勢丹グループの強みを最大限に活かす戦略に照らして、下記のプロセスに基づき3つの重点取り組み（マテリアリティ）を選定しました。
外部環境の変化、ステークホルダーの皆さまの声、企業理念の再整理を踏まえ、重点取り組み（マテリアリティ）の見直しに向けた議論を進めています。

重点取り組み 特定プロセス



お客さまのより豊かなライフスタイルの実現に貢献するた
め、人の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地域
の文化や伝統、名産品をご紹介するなど、人と地域をつなぐ
取り組みを推進しています。

未来に向けて持続可能な社会をつなぐため、脱炭素化や
省資源をはじめとした環境負荷の低減、環境や人権に配慮
した調達活動を推進しています。

お客さま・株主／投資家・お取組先・地域社会／コミュニティといったステークホルダーと良好な関係
を構築するとともに、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス改革を推進しています。

●地域活性化
●社会貢献活動

●TCFD提言に沿った情報開示
●温室効果ガス排出量削減の取り組み
●循環型社会に向けた4Rの取り組み

グループガバナンス・コミュニケーション

重点取り組み 

人・地域をつなぐ
1 重点取り組み 

持続可能な社会・時代をつなぐ
2

主な取り組み項目 主な取り組み項目

「従業員満足度」を企業の持続的な成長のための最も重要な
土台であると位置づけ、全ての従業員が“働きがい”と“働き
やすさ”を実感できるさまざまな取り組みを推進しています。

主な取り組み項目

脱炭素社会に向けて

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて
●サプライチェーン・マネジメント
●人権デュー・ディリジェンス
●品質管理

地域社会との協創

文化・伝統の振興・継承

●新しい顧客体験の提供

未来を拓く「人とのつながり」

●文化・伝統事業への貢献
●次世代支援・育成

コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント
コンプライアンス

重点取り組み 

従業員満足度の向上
3

ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョンの推進

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言

働きやすさ（ライフワークバランスの実現）
●女性活躍　
●両立支援制度
●障がい者活躍推進

働きがい（生涯CDPの推進）
●経営人財の育成
●自律的に学ぶ機会の提供

●人財育成
●自律的なキャリア形成
●キャリアアップ

●総実労働時間の短縮
●ヘルス＆メンタルケア
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

ガバナンスやコミュニケーションを基盤として、3つの重点取り組みを推進しています。
重点取り組みは、 本業を活かして取り組むことができる課題であるか、当社グループが取り組む意義があり、成果を上げることができる課題であるかという観点を踏まえ、

「人・地域をつなぐ」「持続可能な社会・時代をつなぐ」「従業員満足度の向上」を掲げました。

重点取り組み（マテリアリティ）



1 6

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

三越伊勢丹グループが目指す未来を実現するために、重点取り組み①では当社グループの強みである国内外に広がるネットワークを活かしたまちづくり、重点取り組み②では脱炭素社会の実現、
サプライチェーン全体での社会的責任の順守、重点取り組み③ではダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進に向けた働きがい・働きやすさの最大化を重要な要素として捉え、長期
目標を設定しています。

マテリアリティ 取り組みのアプローチ 現状 2024年度目標 2030年度目標

重点取り組み 1  

人・地域をつなぐ

地域社会との協創
文化・伝統の振興・継承
未来を拓く「人とのつながり」

自治体、産業界などさまざまなステークホルダー
と連携し、地域の魅力向上や文化・伝統の振興・
継承に取り組む

国内外に広がる店舗ネットワークと商品調達
力を活かし、モノ・コトを通じて人と地域をつ
なぎながら、新たな価値を提案するとともに、
日本の技術や伝統文化を次の時代につなげる

地域と一体で、まちの魅力を活かし、百貨店
を中心としたあたらしい“まちづくり”を実
現させる

重点取り組み 2

持続可能な
社会・時代をつなぐ

脱炭素社会に向けて

持続可能なサプライチェーンの
構築に向けて

重点取り組み 3

従業員満足度の向上

ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョンの推進

働きがい
（生涯CDPの推進）

働きやすさ
（ライフワークバランスの実現）

女性管理職比率
※グループ計（2023年4月1日時点） 30.6%

温室効果ガス排出量
（2022年度実績速報値／2013年度比）
※第三者検証中

▲48.4%

お取組先行動規範の通知 約6,000社
お取組先との対話 198社
※2023年10月末時点

女性管理職比率
※グループ計 33.0%

後方照明のLED化推進
長期修繕計画による高効率機器への更新
新技術を用いた設備システムの導入による
省エネの推進

調達方針が全てのお取組先に開示・説明され、
課題共有、解決への対話がなされている状態

人権デュー・ディリジェンスのプロセスが
定着している状態

従業員に対する人権教育100%実施

女性管理職比率
※グループ計 38.0%

調達方針
従業員・お取組先への浸透率 100%

温室効果ガス排出量
（2013年度比） ▲50%

再生可能エネルギーの導入比率
（国内百貨店業の電力に占める割合）
※国内百貨店業の自社物件は100%

60%

障がい者雇用比率 ※（株）三越伊勢丹および
首都圏主要グループ会社の合計（2023年6月1日時点） 2.83% 障がい者雇用比率

※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計 3.00% 障がい者雇用比率
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計 3.50%

男性の育児休業取得率
※（株）三越伊勢丹（2022年度実績） 97.4% 男性の育児休業取得率

※（株）三越伊勢丹 100% 男性の育児休業取得率
※グループ計 100%

従業員エンゲージメント調査回答率
※グループ計（2022年度実績） 100% 従業員エンゲージメント調査回答率

※グループ計 100%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象（2022年度実績） 39.1%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象 80.0%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象 100%

長期目標と現状



サステナビリティ推進会議

サステナビリティ推進部会サステナビリティ推進部

各事業部門

国内店舗・事業部 海外店舗

グループ関係会社 HDS各部

ワーキンググループ

政策・方針・情報開示 think good

サプライチェーン 環境

資源循環・廃棄物抑制 従業員エンゲージメント向上

議長　
HDS取締役 代表執行役社長 CEO　 

議長　
HDS執行役常務 CAO 兼 CRO 兼 CHRO※

2023年度推進体制

当社グループのサステナビリティ活動の方向性・重点取り組み等について、全社
での推進・浸透を図る会議体。CEOを議長とし、部門長（ビジネスユニットの代表
者）、関係会社代表者で構成。

取締役会：業務執行において議論されたサステナビリティに関する取り組みの進捗を監督
する。

執行役会：サステナビリティ会議体および各事業部門で検討した計画の審議・決議、実施
した取り組みの進捗確認を行い、取締役会に報告する。議長をサステナビリティ
に関する経営判断の最終責任を担う代表執行役社長CEOが務める。

サステナビリティ推進会議傘下の部会で、CAO兼CRO兼CHRO※を議長とし、
各社・各店総務部長などの所属長（ビジネスユニットの構成組織の長）からなる
サステナビリティ施策推進のための会議体。課題ごとの長期計画や方針の策定、
およびワーキンググループの設置など、個別課題についての集中的な議論と具
体的な施策実施を役割とする。

サステナビリティ推進会議・部会等
の運営事務局
サステナビリティ経営の実現に向
けたグループ全体の活動の推進機能
を担う

※「HDS」はホールディングスを表しています

※CAO：チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー、CRO：チーフ・リスク・オフィサー、CHRO：チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー

業務執行

監督 報告

取締役会

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

監督

執行役会

1 7

イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

2018年度より、ESG（環境・社会・ガバナンス）、SDGs（持続可能な開発目標）の視点を踏まえ、環境対策を含めた従来のCSR活動のマネジメント体制を大幅に見直しました。CEOを議長とする
「サステナビリティ推進会議」を創設し、トップのリーダーシップのもと、事業を通じた社会課題の解決と企業価値向上を両輪とする持続可能な経営を目指します。
2022年4月、サステナビリティを重視した経営をよりスピードを上げて進めるために、ホールディングスの総務統括部内にサステナビリティ推進部を設置しました。

サステナビリティ推進体制
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

三越伊勢丹グループのサステナビリティに関する取り組みの評価などを一部抜粋してご紹介します。

参画しているイニシアティブ

社外からの評価

インデックス等への組み入れ

FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index

FTSE Russell社

各セクターにおいて相対的に、環境・社会・ガ
バナンス（ESG）について優れた対応を行っ
ている日本企業のパフォーマンスを測定す
るために設計。また、低炭素経済への移行を
促進するため、特に温室効果ガス排出量の多
い企業については、TPI経営品質スコアによ
り改善の取り組みが評価される企業のみを
組み入れています。

ESG（環境・社会・ガバナンス）に優れ
た取り組みを行う約300社が構成銘
柄に選定され、同社の「SOMPOサス
テナブル運用」に活用されます。

SOMPOサステナビリティ・
インデックス

2023年度構成銘柄

CDP SEGES
都市のオアシス

CASBEE
（建築環境総合性能評価システム）

CDP（カーボン･ディスクロージャー･
プロジェクト）

（公財）都市緑化機構(一財)住宅・建築
SDGs推進センター(IBECs)

気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）

TCFDとは、金融安定理事会（FSB）
により設置された、企業に対して年
次報告において、財務に影響のある
気候関連情報の開示を求めるもの
です。

2021年11月賛同

気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）

世界の主要企業に「気候変動」「水」「森林」
に関する質問書を送付し、取り組み状況
をA～Fの9段階で評価。「気候変動」では、
CO2など温室効果ガスの排出量や削減
の取り組み、気候変動による事業リス
ク・機会などの情報開示が求められます。

快適で安全な都市緑地を提供する取
り組みを認定する制度。「都市のオア
シス」では、都市のアメニティに特化
した緑地機能を評価。

建物の省エネ性能や室内環境、維持管
理など建物の品質を総合的に評価して
認定。

「気候変動2022」で初のスコア・最高評価「A」を取得

伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」
三越日本橋本店「日本橋庭園」
三越銀座店「銀座テラス」

2023年度構成銘柄

参画しているイニシアティブ／社外からの評価

国連グローバル・コンパクト

国連と民間（企業・団体）が手を結び、
健全なグローバル社会を築くための
世界最大のサステナビリティイニシ
アチブ。署名する企業は、人権の保護、
不当な労働の排除、環境への対応、そ
して腐敗の防止に関わる10の原則
にコミットし、実現に向けた努力が
求められます。

国連グローバル・コンパクト

MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

MSCI
（Morgan Stanley Capital International）社
（モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル社）

MSCIが新たに開発した性別多様性スコアに基づき、
業種内で性別多様性に優れた企業を選別して構築。
MSCI ESG リサーチが非常に深刻な不祥事を起こ
している、あるいは人権や労働者権利において深刻
な不祥事を起こしていると評価する企業は対象外と
なります。

構成銘柄（2023年6月時点）

2023年認定

伊勢丹新宿本店
三越日本橋本店　
三越銀座店

伊勢丹浦和店
新潟伊勢丹
仙台三越
静岡伊勢丹

健康経営優良法人

経済産業省
地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議
が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な
健康経営を実践している大企業や中小企業などの
法人を顕彰する制度。

SOMPOアセットマネジメント（株）

2023年3月署名



地域社会との協創 文化・伝統の振興・継承 未来を拓く「人とのつながり」
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

地域社会との協創
● 地域活性化
● 社会貢献活動

文化・伝統の振興・継承
● 文化・伝統事業への貢献
● 次世代支援・育成

未来を拓く「人とのつながり」
● 新しい顧客体験の提供

当社グループは、社会・経済の持続的な発展を目指し、地域社会の一員として、さまざまな活動に取り組んでいます。私たち
を取り巻く人や地域社会と積極的にコミュニケーションをとりながら、さまざまな視点から見た「百貨店業を中心とした
当社グループだからできること」を考え、従業員一人一人の積極的な参加のもとに実践しています。今後も、地域社会との
信頼構築を推進していきます。

当社グループの強みである、国内外に広がる店舗ネットワークと商品・サービス調達力を活かし、モノ・コトを通じて日本の
技術や文化・伝統を次の時代につなげます。また、人と地域をつなぎながら、社会課題の解決と新たな価値を提案します。

地域と一体で、まちの魅力を活かし、百貨店を中心としたあたらしい“まちづくり”を実現させる

人・地域をつなぐ
三越伊勢丹グループは、地域社会の発展と、お客さまの

より豊かなライフスタイルの実現に貢献するため、

人と地域をつなぐ取り組みを推進しています。

人の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地

域の文化や伝統、名産品のご紹介、次世代を担う人の

支援・育成などを通して、豊かな未来の創造を目指し

ています。

重点取り組み

1

考え方

目指す姿

2030年度目標

主な取り組み

名産

PR

開発支援

雇用創出

三越伊勢丹
グループ

文化・伝統

販路開拓

文化・資源・経済の好循環
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重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

地域社会との協創 文化・伝統の振興・継承 未来を拓く「人とのつながり」

　三越伊勢丹グループでは、店舗がある地域だけでなく、商
品調達で縁をいただいた地域とも積極的に関わり、行政や
企業と共に地域に根差した取り組みを行っています。
　今後も既存の方法にとらわれず、百貨店業で培ったノウ
ハウ、斬新なアイデアを活かし、地域社会の発展に貢献して
いきます。
　「三越伊勢丹ふるさと納税」は、当社グループが有する全
国のネットワークと百貨店業で培ってきたマーチャンダイ
ジング力を強みに、バイヤーがこだわって選び抜いた百貨
店品質の返礼品の紹介を通して地域の魅力を発信していま
す。返礼品として紹介された地域の特産品が、百貨店が取り
扱う高品質の商品として幅広い流通に乗り、ふるさと納税
以外においても全国のお客さまに楽しんでいただけること
を目指しています。
　現在までに、319の自治体に参加表明いただき、掲載自治
体数は305となりました（2023年11月15日時点）。今後も
取り組みを拡大し、お取組先と共創し地域産業の発展に貢
献することで、社会的責任を果たしていきます。
　「MOO:Ｄ MARK by ISETAN（ムードマーク バイ イセ
タン）」は、住所を知らない相手にもSNSやメールなどでギ
フトを贈ることができるオンラインサービス。地域の食品
や優れた工芸品などを当社グループの強みを活かして商品
開発支援からPR、販売、それらの成果分析までをお取組先と
一緒に取り組んでいます。

地域社会との協創

地域活性化

　自治体営業担当者として各地に足を運ぶと、過疎や高齢化により
税収の減少に苦しむ自治体や、販路拡大に悩む事業者の方々の声に
触れる機会が少なくありません。地域経済の発展になんとか貢献し
たいとの強い思いを持ち、参画いただけるまで何度も対話を重ねて
います。
　各地には、地元の方々が気づいていない、しかし地域らしさのある
特産品がたくさんあります。百貨店バイヤーの経験で培った感性で、
地域特有の強みを見極め、新たな魅力発信につながる取り組みをご提
案しています。地域が抱えるさまざまな事情により、取り組みの実現
まで数年要するケースもありますが、担当者に寄り添い、地域が抱え
ている課題は何か、まちを豊かにするビジネスモデルの一端を担えな
いかを考え抜き、共感をいただきながら取り組みを進めています。
　各自治体の紹介パンフレットには、自治体担当者の顔写真やご当
地キャラクターとともに、地域の特長や魅力、生産者や自治体担当者
の想いを表現しています。その土地に関わりがなかった人が、興味を
持ち訪れるきっかけとなればと思っています。
　取り組みの結果、「三越伊勢丹ふるさと納税などによる税収によっ
て、まちのプロジェクトが実現した」「返礼品として紹介されたこと
をきっかけに、他のルートでの販売がスタートした」など感謝の言葉
もいただいています。
　今後も、地域活性化の実現に向けて、皆さまに喜んでいただける取
り組みを目指してまいります。
（株）三越伊勢丹
営業本部
オンラインストアグループ
デジタル事業運営部
ふるさと納税

牧 真矢
https://isetan.mistore.jp/moodmarkhttps://mifurusato.jp

INTERVIEW

　日本全国には、すばらしい特産品や、優れた技術がたくさ
んあります。店頭はもちろん、実際に手に触れることができ
ないECサイトでのお買物でも、より多くのお客さまの目に留
めていただき、商品のすばらしさを知っていただける方法を
考え抜き、事業者の方々と開発の方向性について対話を重ね
ています。自身の好みや感性だけに頼ることなく、日々の商
売を通して獲得する消費者のリアルな声や定量的な商品動
向をもとに、感性＋科学の両側面から商品企画をつくり上げ
ていきます。
　2023年に誕生した「SALAD（サラダ）」は、島根県出雲市
に工場を持つ、歴史ある国内屈指の紡績メーカーと共に企
画した新しいタオルのブランドです。糸屋がつくるタオル
の強みを活かし、糸の一歩手前の素材＝綿花に着目。「旬と
鮮度」「つみたて」というキーワードをコンセプトに、野菜や
フルーツからヒントを得た商品開発・コミュニケーション
デザインを行った結果、お客さまから大変大きな反響をい
ただいています。
　このように、国内の優れた技術や地域の魅力を、ギフトア
イテムの開発支援を通して多くの方に発信していき、日本各
地の産業を盛り上げる一端を担いたいと考えています。

（株）三越伊勢丹
営業本部
第１MDグループ
ギフトデザイン営業部
企画担当
ムードマーク

青木 健二

INTERVIEW 地域とのつながりを活かした
「三越伊勢丹ふるさと納税」

ギフトアイテムの開発支援を通した
地域活性化

https://mifurusato.jp
https://isetan.mistore.jp/moodmark
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伊勢丹新宿本店
まちへの恩返し、貢献への想いを込めた「新宿出店90周年」

　2023年秋、神田から新宿に移転して90年を迎えた伊勢丹新宿
本店。進化と発展を遂げながら、この地で商売をさせていただい
た感謝を込め、「これまで以上に、新宿のまちとともに歩んでいき
たい」「新宿のまちを知っている人にも、まだ訪れたことのない人
にも、その魅力を伝え、もっと好きになってもらいたい」という想
いを乗せて、地域の方々や企業とともに取り組みを実施しました。
　多くの人に新宿へ足を運んでもらえる取り組みを、伊勢丹新
宿本店がまちの“真ん中”の存在としてつないでいく、という姿
勢や考え方にご賛同を得られ、まちの方々と一丸となって本プ
ロジェクトがスタートしました。
　今回のメイン企画「新宿90スナップ」。新宿に縁のある企業や店
舗の方、著名人、従業員、お客さまの総勢90組に、新宿の好きな場
所や思い出の場所を紹介していただきました。その場所で撮影し
たスナップとストーリーを店内や新宿東口エリアの数十ヶ所に
掲出しました。
　本取り組みをきっかけに紀伊國屋書店の従業員と三越伊勢丹
の従業員が、新宿を舞台とした本をおすすめする「本で紡ぐ新宿
マップ」や、新宿区立花園小学校の児童とのフラワーアートワー
クショップなど、さまざまな企画が決定。数珠つなぎに「新宿90
スナップ」の輪が広がっていきました。
　“こころ動かす、ひとの力で。”という企業理念を発信したタイ
ミングだからこそ、伊勢丹新宿
本店が「ひとの力で」新宿の魅
力を発信していく本企画にた
どり着くことができました。
　重要戦略の“まち化”の推進

丸井今井札幌本店
次世代の地域発展を担う高校生による販売実習会を
継続的に実施

　丸井今井札幌本店では1992年から、下川商業高等学校の学生
による販売実習会を行っています。
　高校生の職業教育の充実と次世代の地域の担い手の育成を通
じて、地域の持続的発展に貢献するために取り組み、2023年で
35回目となります。
　販売実習会には3年生全員の32人が参加。生徒自身で販売戦
略を練り、商品を仕入れ、魅力を伝える研究や接客の練習などを
重ね、地元特産品を販売します。生徒が地元の製麺会社と協働し、
味の開発からラベル製作まで行ったオリジナル商品「とまとう
どん」も出品。まちの魅力や商品のこだわりを丁寧に伝え、お客
さまからは「明るく元気に応対する生徒さんに元気をいただい
た。地域が活気づく」など感謝の言葉をたくさんいただきました。
販売実習会を終えた生徒からは、充実感や自信に満ちた笑顔が
あふれていました。
　今後も、将来の地域社会・経済の発展を担う学生へのサポート
を通じて、地域社会への貢献につながる取り組みを進めていき
ます。

に向けて「新宿90スナップ」などで生まれたつながりを大切にし、
10年後の100周年、そしてさらにその先に向けて、より一層新宿
のまちの方々と連携し、まちの発展に貢献していきます。

新宿大通りに掲出された「新宿90スナップ」
のフラッグ

開店時、お客さまをお迎えする北海道下川商業高等学校3年生 オリジナル商品
「とまとうどん」

NIIGATA 越品ショップ 竹細工商品の数々

新潟伊勢丹
地域が持つ価値や魅力を「再発見」「新編集」して発信

　新潟伊勢丹では2016年3月から、新潟の地域価
値向上に取り組む「NIIGATA 越品（ニイガタ 
エッピン）」プロジェクトを行っています。百貨
店独自の視点で、衣食住にまつわる銘品を発掘・
編集し、ご紹介しています。「売るより、価値を伝
える」をコンセプトに、モノを売るだけではなく、
その背景にあるストーリーやこだわりが伝わる
よう、さまざまな形で提案、発信しています。

　NIIGATA 越品ショップでは、まだまだ知られていない新潟
ならではの食品や、優れた工芸品を数多く取り揃えています。
より多くのお客さまに知っていただけるように、ものづくりの
背景や、卓越した技術を接客やウェブサイトを通じて、丁寧に
ご紹介しています。お客さまからは「こんな素敵な商品をつく
るメーカーが新潟県内にあったなんて知らなかった」「この
ショップに来ると新潟の知らなかった銘品に出合えてうれし
い」など温かい声をいただいています。お客さまお一人お一人
が思い描く新潟のイメージを「越える」すばらしい出合いがあ
る「発掘感」あふれるショップづくりをし、現在では、約700ア
イテムを取り扱っています。
　単なる商品・ブランドづくりにとどまらず、地域創生の視点に
立ち、新たな価値創造・価値開発につながるよう、生産者や事業者、
自治体の皆さまと共創し、「ここにしかないオンリーワン」をつく
る取り組みを目指しています。

百貨店各店舗の取り組み
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主な募金・寄付金一覧（2022年度） 海外店舗寄付金（2022年度）
期間 タイトル　　　 実施店舗　　 金額（千円）　　 寄付先

4月～2月 新型コロナウイルス感染症等活動支援募金 グループ全店 2,629 日本赤十字社

7月～9月 ウクライナ人道支援募金 専用サイト 474 国連UNHCR協会

2月～3月 トルコ・シリア募金 専用サイトおよびグループ全店 1,475 日本赤十字社

10月 ピンクリボン募金
伊勢丹新宿本店、伊勢丹立川店、函館丸井今井、
仙台三越、静岡伊勢丹、ジェイアール京都伊勢丹、高松三越

467 乳房健康研究会、ピンクリボンかがわ県協議会

年間

エムアイカード1ポイント
＝1円としてお客さまから寄付

エムアイカードウェブサイト

1,315 日本赤十字社

5,191
東京国立博物館、国立科学博物館、京都国立博物館、
鎮守の森のプロジェクト、名古屋市観光文化交流局、
鹿島神宮

エムアイ友の会の収益から
一定の金額を寄付

グループ各店友の会カウンター 995 （一社）more trees

海外店舗 金額（千円）

シンガポール伊勢丹 804

クアラルンプール伊勢丹 285

天津伊勢丹・ 
天津濱海新区伊勢丹

139

米国三越 565

※2023年3月末のレートで円換算

　三越伊勢丹グループでは、公共性の高い百貨店店舗を活かし、
募金活動や商品販売を通じたチャリティ活動などを実施してい
ます。また、地域の清掃活動や公益財団法人による奨学金給付事
業を行うなど、社会貢献につながる活動を推進しています。

地域で働く方々とともに清掃活動

　当社グループでは社会貢献の一環として、店舗周辺や地域の清
掃活動を行っています。国内外からの旅行客など来街者が増える
なか、清潔できれいなまちづくりの一助となるべく、従業員によ
るごみ拾い活動を実施しています。
　伊勢丹新宿本店の外商部は、新宿歌舞伎町での清掃活動に参加
しています。伊勢丹新宿本店とパートナー契約を締結している
サッカークラブ「クリアソン新宿」のメンバーが地域リーダーを

　2022年11月には、奨学生向けに有益な情報や交流の場を提
供する「講演・交流会」を初めて開催しました。学生の関心が高い
経営や新規事業開発秘話の講演は、多くの学生が興味深そうに
聴講し、質疑応答も活発に行われました。
　グループディスカッションでは、学生生活で力を入れているこ
とをテーマにエピソードを共有。学校や学年を超えた仲間と積極
的にコミュニケーションを深めていました。
　（公財）伊勢丹奨学会では今後も、将来の社会・経済の発展を担
う優秀な学生へのサポートを通じて、社会貢献に取り組んでい
きます。

務める、NPO法人グリーンバードと共に活動。地域の企業、サッ
カー選手、歌舞伎町で働く方々、海外からの留学生など、業種を超
えた方々とのコミュニケー
ションを通じて、社会的責任
を果たしながら地域との結
びつきを強固にしています。

伊勢丹奨学会が奨学生向け交流会を初開催

　伊勢丹奨学会は、旧（株）伊勢丹の創業家が1963年に財団法人
として設立し、後に公益財団法人として認定を受けました。これ
まで約60年にわたり、東京都内および近隣にある指定7大学の商
業、経済および経営関係学部に在学する、学力優秀でありながら
経済的理由により就学困難な学生を対象に奨学金給付事業を
行っています。

クリアソン新宿のメンバーと共に、
地域清掃活動を実施

グループディスカッションの様子講演会の様子

社会貢献活動
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御先祖御肖像 三井高利夫妻

越後屋時代の看板を精巧に再現した実物大のレプリカ（右）を設置したフォトスポット

新旧歌舞伎衣裳16着を特別展示

昭和初期（左）と現代（右）の新旧歌舞伎衣裳を比較展示

三越の歴代ポスター約20点を特別展示

文化・伝統の振興・継承

　1904年、三越は株式会社設立の際に、お取組先への案内状で
日本初の百貨店の始まりを宣言しました。そして、翌1905年1月
2日には、全国の主要新聞紙上で「デパートメントストア宣言」を
発表し、全てのステークホルダーに対して、百貨店誕生とともに、
文化振興を宣言しました。当時、専務を務めていた日比翁助の「学
問、文芸、美術など文化全般にわたる啓蒙を旨とするべき」との考
えから、日本における百貨店文化の創造が始まりました。
　2023年、三越は創業350周年を迎えました。創業からの精神
を引き継ぎ「伝統を越える革新性」をテーマに、文化・伝統の振興・
継承に貢献するさまざまな取り組みを行っています。

三越の礎を築いた創業者・三井高利の功績を振り返る

　創業350周年企画の第1弾として、三越の創業者・三井高利の
生誕の地である三重県の名産品や工芸品をご紹介する「第66回
三重展」を開催しました。会場では「松阪出身の大商人・三井高利
の功績」と題して、松阪市と三越伊勢丹ホールディングスの所蔵
史料を特別展示。店頭販売・現金決済・正札販売を基本とし、当時
の商慣習を覆した商法「店前現銀掛値（たな
さきげんきんかけね）なし」が刻まれた看板
を精巧に再現した実物大のレプリカもご用
意しました。
　「越後屋図 京都三越呉服店蔵」「御先祖御
肖像 三井高利夫妻」の掛け軸や浮世絵など
も展示し、当時の様子を間近で体感したお客
さまからは「歴史に触れられる貴重な展示物
をこんなに近くで見ることができてうれし

明治から現代まで、時代をまとう歌舞伎衣裳の
変遷をご紹介

　三越は、1907（明治40）年に三越衣裳部を新設。昭和初期にか
けて歌舞伎公演の貸衣裳業を行い、歌舞伎の発展に貢献してきま
した。当時制作された歌舞伎衣裳の一部は、現在も三越伊勢丹
ホールディングスの史料室で所蔵しています。
　2023年7月、三 越 創 業350
周年企画の一つとして「歌舞伎
衣裳展」を開催しました。何十
年も前に役者が身にまとって
いた衣裳を間近でご覧いただ
くにあたり、現在の歌舞伎舞台

い」「当時の様子がよく分かるすばらしい展示内容だった」などの
言葉をいただきました。
　今後も、お客さまのライフスタイルをより豊かなものにするた
め、歴史・文化のすばらしさを伝える取り組みを継続的に行って
いきます。

文化・伝統事業への貢献 を彩る松竹衣裳（株）と協業し、新旧衣裳を比較しながら当時の空
気を伝える趣向を凝らした展示にしました。「助六由縁江戸桜」髭
の意休役や「藤娘」藤の精役など、同じ配役の衣裳でも制作する
時代によって、使用する素材・染料・図柄の表現・サイズ感が異な
り、多くのお客さまが大変興味深くご覧になっていました。松竹
衣裳（株）の皆さまからも「昭和初期の斬新な衣裳を見ることがで
きて、私たちも勉強になった」と喜びの声をいただいています。

　また、会場では1896（明治29）年以降の「三越歴代ポスター展」
も同時開催。写実的和服美人画を描いた歴代ポスターや、三越の
専属図案家だった杉浦非水氏によるPR誌の表紙など、当時の流
行や三越の歩みを映し出した作品をご紹介しました。
　これまで三越伊勢丹グループが350年守り続けてきた文化へ
の貢献を礎に、今後も百貨店から文化を創造することを目指して
いきます。
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優れた技と美を保護・育成し続ける「日本伝統工芸展」

　三越伊勢丹グループの文化展の歴史は、1904（明治37）年に三
越日本橋本店で開催した「光琳遺品展覧会」に始まります。この展
覧会は、モノを売るだけにとどまらず、日本の文化、特に芸術を誰
もが自由に楽しむことを近代百貨店の使命の一つに据えた、日本
独自の文化の創造を目指したものでした。
　「日本伝統工芸展」は、日本の優れた伝統工芸の保護と育成を目
的に、（公社）日本工芸会が毎年開催する日本工芸の技と美が集結
する公募展です。三越日本橋本店で「第1回無形文化財日本伝統
工芸展」を開催してから、今年は節目の70回目を迎えました。会
場では、陶芸、染織、漆芸、金工、木竹工、人形、諸工芸7部門の一般
公募作品から選ばれた入選作の展示や、重要無形文化財保持者の
最新作などを紹介。また、第70回を記念して各部門を代表する作
家22人による過去の作品の特別展示販売を行いました。同時に、
三越伊勢丹ホールディングスが所蔵する、昭和天皇・皇后両陛下
の行幸啓、日本工芸会初代総裁の高松宮宣仁親王殿下をお迎えし
た当時の写真パネルも展示しました。
　変革を続ける社会のなかで、日本伝統工芸展などの取り組みを
通じて、伝統工芸技術の持続的な発展につなげています。

「ときめき、つづく。」
ー地域と共創をもって文化伝統を継承

　2023年、仙台三越は開店90周年を
迎えました。戦災や震災を経ながら、地
域の方々と共にまちの復興、発展に取
り組んできました。「ときめき、つづ

く。」をテーマに歴史的な文化・伝統の継承にも取り組み、過去か
ら未来へと続くストーリーを紡ぎます。
　4年ぶりに通常開催された
5月の「仙台・青葉まつり」では、
仙台発祥の伝統芸能「仙台すず
め踊り」に、お取組先を含む従
業員約30人が参加しました。
参加者は揃いの衣装に身を包み、すずめの羽に見立てた扇子を手
に軽やかに踊りました。原点回帰と百貨店らしさを追求し、3月
には、仙台出身で世界各地で活躍するタップダンサーの熊谷和徳
氏とセッションし、まちを盛り上げました。まちゆく方々からは

「なんだか三越さん面白いね！」「仙台らしい素敵なイベントだ
ね」といった温かい声や、「すごくがんばって踊っていて感激しま

した」「久しぶりに商店街がにぎ
わっていて良かったです」といっ
た感謝の言葉もいただきました。
　開店90周年に際して、共に地域
活性化に取り組む小売業他社さま
からいただいたお祝いメッセー

ジをウィンドウに掲出しました。市内百貨店さまの「ともに、これ
からも、ここで。」から始まるメッセージは、SNSを中心に特に多
くの反響をいただきました。
　今後も地域の方々と共創し、地域文化・伝統の発展に一層貢献
していきます。

パイプオルガン演奏再開を記念した
特別演奏会の様子

第70回を記念して、本館1階中央ホールで行った特別展示販売の様子

「すずめ踊り」に参加した仙台三越のメンバー

仙台三越定禅寺通り館の壁面に掲出した
お祝いのメッセージ

日本橋三越本店本館2階中央ホールの
バルコニー

パイプオルガンの重厚な音色を100年先まで届ける

　三越日本橋本店本館2階中央ホールのバルコニーに設置した
パイプオルガンは、三越の文化の象徴として、90年以上もの長き
にわたり、店内に重厚な音色を響かせてきました。
　三越日本橋本店の本館は、「わが国の百貨店の歴史を象徴する」
ものとして、2016年5月に国の重要文化財に指定され、パイプオ
ルガンは2009年に中央区民有形文化財に登録されました。文
化・芸術を発信する唯一無二の空間として、長くお客さまから親
しまれています。
　修復を重ねながら演奏を続けてきたパイプオルガンは、音が出
ない鍵盤が増えるなど、老朽化が進みました。これからの100年
先に引き継いでいくために、2023年2月より演奏を休止し、およ
そ半年をかけて大規模な修復を行いました。既存の機体や装置を
極力残しつつ、清掃・回収・修理が必要な部材を外し、店内や専門
事業者の工房にて丁寧に進行し、9月に修復を終えました。
　演奏再開を記念して、特別演奏会を開催。未来を担う日本橋中
学校吹奏楽部（総勢30人）の皆さまとコラボレーションし、甦っ
たパイプオルガンの特別な演奏で、来場された多くのお客さまを
魅了しました。
　演奏を聴かれたお客さまからは「演奏再開を楽しみに待ってい
ました」「すばらしい演奏に心が打たれました」など感謝の言葉を
たくさんいただき、演奏を終えた学生の皆さまからは、自信に満
ちた笑顔があふれていました。
　これからも、「伝統を越える革新性」を追求し、お客さまの豊か
な生活文化につながる取り組みを進めていきます。
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札幌市内の小学生によるオリジナルの「華ひらく」

香川大学教育学部附属高松小学校4年白組の児童に包装を実演

中央区立京橋築地小学校5年生のグループワーク

　文化や伝統を振興・継承していくためには、 次世代の支援や育
成が欠かせません。これからの担い手となる学生や若きアー
ティストへの支援・育成についてご紹介します。

三越の包装紙「華ひらく」から
日本独自の文化やデザインの力を次世代に継承

　三越は、2023年に創業350周年を迎え、多くの方々から注目
されています。三越伊勢丹PR担当内で「351年目以降にもつなが
る、カタチに残るPR手法」について、さまざまなアイデアを出し、
議論を重ねました。
　PR担当の役割は、外部メディアを通して多くの方に三越伊勢
丹を知っていただき、企業価値を高めることです。メディアに
とって報道価値が高い要素は何かを考え、PR効果とともに社会
貢献活動につながる企画を行うことにたどり着きました。そこで、
三越の店舗がある地域の小学校や特別支援学校などと協働し、三
越の包装紙「華ひらく」を通して、日本独自の文化である“包む”と

“デザインの力”を学ぶ「みんなでつくる華ひらく 共創包装紙教
育プログラム」を企画しました。三越伊勢丹のロゴやビジュアル

などを管理しているチームなど、多くの部署と連携しながら企画
を実現させました。
　「華ひらく」は、1950年に画家の猪熊弦一郎氏によってデザイ
ンされた、日本の百貨店初となるオリジナルの包装紙です。猪熊氏
が千葉の犬吠埼を散策中、海岸で波に洗われる石を見て「波にも負
けずに頑固で強く」をテーマにしようと考えたことから、このデザ
インが生まれました。以来、三越のシンボルとして愛されています。
　本プログラムを通して、子どもたちに伝えたい3つの軸を掲げ
ました。

（1） 日本文化（相手を慮
おもんぱか

る様式美）
（2） 自然の持つ美しさや力強さ
（3） 身近な包装紙を題材にデザインを知るきっかけを得る
　2023年6月、三越銀座店がある東京・中央区の京橋築地小学校
を皮切りに、本プログラムがスタート。9月までに、三越銀座店・
福岡三越・高松三越・札幌三越・三越日本橋本店・名古屋三越の主
催で順次開催しました。

三越の店舗がある地域の“小学生”とつくる、学ぶ
「共創包装紙 教育プログラム」特設サイト
https://cp.mistore.jp/mitsukoshi/hanahiraku/edu_pro.html

　本プログラムでは、外部講師としてグラフィックデザイナーの
岡本健氏を招き、「包む」ことが持つ意味や「自然の造形美」「デザ
インの力」についての講義を実施。三越伊勢丹の社員による“なな
め包み”のデモンストレーションも行い、慶事・弔事によって包み
分けすることで、相手を慮

おもんぱか

る気持ちを表していることなども学ん
でいただきました。

　また、グループワークでは「華ひらく」モチーフの背景を活かし、
「自分が思う自然の美しいカタチ」をモチーフにオリジナルの包
装紙を制作。思い思いの形に色紙を切り抜き、台紙に貼り付けな
がら、グループごとの「華ひらく」を完成させました。

　小学生の皆さんがデザインしたオリジナルの「華ひらく」は、本
物の「華ひらく」と同じ紙・インクで印刷され、三越の店頭で実際
に品物を包みます。飾られるアートではなく、お客さまの想いを
包むアートを子どもたちとの共創をもって形にし、日本独自の文
化・芸術を未来に引き継いでいきます。

次世代支援・育成

岡本健氏による講義

https://cp.mistore.jp/mitsukoshi/hanahiraku/edu_pro.html
https://cp.mistore.jp/mitsukoshi/hanahiraku/edu_pro.html
https://cp.mistore.jp/mitsukoshi/hanahiraku/edu_pro.html
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INTERVIEW 一流の楽器を手にしたアーティストの
演奏で、世界中のこころを動かす

地域社会との協創 文化・伝統の振興・継承 未来を拓く「人とのつながり」

アンティークバイオリンを通じた、アーティスト支援

　2022年より外商統括部では、お客さまにアンティークバイオ
リンのオーナーになっていただき、次世代のアーティストに楽器
を貸与する取り組みを行っています。

（株）三越伊勢丹
営業本部 外商統括部
個人外商グループ
営業計画部

鵜篭 威行

インターンシップで次世代育成を行う「レオテックス」

　グループ会社の（株）レオテックスでは、75年にわたり自社工
場や百貨店内の補整加工室にて高度な縫製技術を磨くことで、お
客さまからの信頼とご支持をいただいてきました。
　次世代育成にも力を注いでおり、2015年より文化服装学院か
らインターンシップ生を受け入れています。2023年は、2日間の
研修を3回実施し、三越日本橋本店、伊勢丹新宿本店、三越銀座店
の店内と補整加工室の見学、そしてインターンシップを経て入社
した社員の指導のもと、実技研修が行われました。
　参加した学生からは「お客さまのご要望とご期待を超えられる
仕上がりを意識しながら、丁寧に作業することが大切だと実感し
た」「あこがれであるブランドの生地に触れることができて、とて
もうれしかった」とのお声をいただいています。
　また、先輩社員から「日々の仕事を通じて、1対1でテクニック
や知識を学んでいる」「社内のカリキュラムが確立されている」

「スキルを要する難しい仕事にも挑戦できる」など生の声を聞く
ことで、就職した後の自身のキャリアについてイメージを膨らま
せていました。
　このように学生と接する機会は、新たな感性や視点を体感す
るとともに、技術継承における指導方法などの改善につながっ
ています。これまで当社に11人が入社しており、今後もイン
ターンシップを通して、新たな人財の獲得・育成に取り組むとと
もに、学生が自己の職業適性や将来設計について考える機会を
提供していきます。

インターンシップ生研修時の様子

　演奏家と聞き手の双方を魅了するアンティークバイオリン
の音色。しかし、価格は高騰する一方で、演奏家自身による購
入が難しくなっています。そこで、中世ヨーロッパの時代から
欧州で続いている芸術支援の仕組みを参考に、外商のお客さ
まのニーズに合わせた企画を立案しました。新しい資産の保
有方法と社会貢献としてご提案したところ、1年間で2人のお
客さまに楽器のオーナーとなっていただき、これまでに2人の
アーティストに楽器の貸与が行われています。
　2023年6月、外商の限られたお客さまを招待し、トッパン
ホール（東京・文京区）にてバイオリンコンサートを開催しま
した。第1部は、NHK交響楽団で長年コンサートマスターを務
めた徳永二男氏による、ストラディバリウス5挺の聴き比べ体
験。第2部は、日本音楽コンクール優勝者や海外のコンクール

でも優勝の実績を持つ若手アーティストによる演奏会を実施。
アフターパーティでは、お客さま・演奏家・楽器店・三越伊勢丹
の多角的な視点から、クラシック音楽の普及についてや、演奏
家を取り巻く厳しい状況を語り合うなど、文化・芸術支援と
いった一つの目的を持って交流することができました。
　楽器貸与を受けているバイオリニストの荻原緋奈乃氏は「良
い楽器との出合いは、新たな音色との
出合いでもあり、音楽の表現の彩りが
大きく増えるように感じます。クラ
シック音楽は奏者誰もが同じ楽譜を弾
きます。その世界で高みを目指すため
には自分らしい表現が必要だと、日々
実感しています。私は日本を代表する
奏者として世界に羽ばたきたい。その
きっかけをこの楽器は与えてくれていると感じています」と語
られていました。
　また、7月には、名古屋三越栄店内のバンケットルームで
もコンサートを開催しました。愛知県出身のバイオリニスト
を招聘し、演奏家とお客さまの交流の場もご用意しました。
今後さらに、地域店との取り組みを拡大していく予定です。
　音楽はこころを動かします。お客さまに楽器のオーナーと
なっていただくことで、演奏家は一流の楽器を手にすること
ができ、その演奏家が今以上に輝き感動を届けることができ
ます。まさに、企業理念にあるように“こころ動かす、ひとの
力で。”の実践と感じています。

トッパンホールで開催したバイオリンコンサート

荻原緋奈乃氏
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バーチャル展覧会仮想伊勢丹新宿本店

　お客さまのライフスタイルが多様化するなかで、三越伊勢丹グ
ループはお客さまお一人お一人の異なるニーズに対応した独自
のご提案を行っていくことを推進しています。
　食品定期宅配サービス「ISETAN DOOR」や化粧品オンライン
ストア「m

ミ ー コ
eeco」などのデジタルサービスに加え、お客さまの

3D計測データとアプリを連動させお買物の幅を広げる靴選び
サービス「Y

ユ ア フ ィ ッ ト
ourFIT365」や、スタ イ リ ン グ サ ー ビ ス「M

マ ッ チ
atch 

p
パ レ ッ ト
alette by SCANBE」など、オンライン上でのコミュニケー

ションも進化しています。
　ひとの力、デジタルの力、店舗というリアルの接点を最大限に
活用し、お客さまそれぞれにとっての最適な顧客体験の実現に取
り組んでいます。

メタバースを活用したコミュニケーションアプリ
「REV WORLDS」

　「R
レ ヴ
EV W

ワ ー ル ズ
ORLDS」は、当社グループによる、メタバースを活用

した仮想都市コミュニケーションアプリです。
　お客さま（ユーザー）は、アバターを操作して、新宿をイメージ
した仮想都市を散策し、仮想伊勢丹新宿本店や企業ブースで
ショッピングやコンテンツを楽しめます。家族や友人、他のユー
ザーとチャットなどでコミュニケーションを楽しみ、「人とのつ
ながり」を体験しながら、まちや店内で思わぬ商品との出合いや
あたらしいきっかけを感じることができます。
　提供開始してから2年以上が経ち、さまざまな企業・ブランド
の出展やイベントを開催してきました。2023年10月からは三
越創業350周年企画と連動し、アプリ内のバーチャルアート
ギャラリーにて「つつむ 日本の様式美 HANA-HIRAKU」展を開
催しました。全国の子どもたちによる包装紙のデザインや、贈り
物にまつわる展示、クイズなどの参加型企画など、三越の包装紙
の歴史をめぐるバーチャル展覧会です。
　リアルもデジタル上でも、より豊かなライフスタイルを提供
できるよう、自社や他社のコンテンツを取り入れながら、サービ
スを向上させていく予定です。

お客さまのニーズに合わせたリモート接客

　地域店舗では、三越日本橋本店・伊勢丹新宿本店とリモートで
つなぎ、これまで両本店に行かなければ購入できなかった商品を
地域の店舗にいながらショッピングが楽しめるデジタルサービ
スが根づきました。
　高松三越デジタルサロンでは、お客さまを個室サロンにご案内
し、親交の深い担当スタイリスト（販売員）が寄り添いながら、三
越日本橋本店の品揃えをご紹介し、お客さまお一人お一人のニー
ズにお応えしています。
　リモート接客のスタイルはさまざまで、例えば、日本橋にいる
スタイリストがカメラを持って店内を歩き回りながら接客する
ことで、臨場感のあるお買物体験をご提供できます。お客さまの
装いに合わせたジュエリーコーディネイトや、お家のリフォーム
に合わせた家具のコーディネイトなど、イメージを具現化するた
めに何度も接客を重ねる必要がある場合も、リモートであれば、
専門性の高い接客を繰り返しご提供することができます。これま
では、商品のある店舗に来店しなければ不可能でしたが、距離と
時間を超えてつながることができるリモート接客を活用するこ
とで、お客さまのご期待にお応えできることが増えました。今後
も、このような特別なお買物体験を提供できるよう、お客さまの
ニーズに合わせて取り組みを拡大していきます。

リモート接客の様子

新しい顧客体験 「YourFIT365」

新しい顧客体験 「Match palette by SCANBE」

新しい顧客体験

未来を拓く「人とのつながり」
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近年の気候変動に伴う災害リスクやサプライチェーンにおける環境・人権リスクが、私たちの日常生活や事業活動に与える
影響は、年々増大・深刻化しています。当社グループは、「三越伊勢丹グループ環境方針」「同人権方針」「同調達方針」のもと、さま
ざまな社会課題を克服し、次世代に持続可能な社会を引き継ぐため、温室効果ガス排出量削減につながる省エネ・創エネ・再エ
ネへの取り組み、資源循環や廃棄物抑制などの環境負荷の低減、環境や人権に配慮した調達活動を推進していきます。

考え方

2030・2050年目標と現状

主な取り組み

持続可能な社会・時代をつなぐ
当社グループは、2009年に制定した「三越伊勢丹グ

ループ環境方針」のもと、省エネ、省資源、環境に配慮し

たライフスタイルの提案など、環境に関するさまざま

な取り組みを推進してきました。

持続可能な社会を次世代につないでいくため、お取組

先をはじめとするステークホルダーの皆さまと協働し、

脱炭素社会および環境や人権に配慮したサプライ

チェーン構築の実現を目指しています。

重点取り組み

2

脱炭素社会に向けて
● TCFD提言に沿った情報開示
● 温室効果ガス排出量削減の取り組み
● 循環型社会に向けた4Rの取り組み

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて
● サプライチェーン・マネジメント
● 人権デュー・ディリジェンス
● 品質管理

現状 2030年 2050年

脱炭素社会に
向けて

温室効果ガス排出量

▲48.4%
（2013年度比）

※2022年度実績速報値
（第三者検証中）

温室効果ガス排出量

▲50%
（2013年度比）

再生可能エネルギー導入比率

60%
（国内百貨店業の電力に占める割合）
※国内百貨店業の自社物件は100%

温室効果ガス排出量
実質ゼロ

持続可能な
サプライチェーンの
構築に向けて

お取組先行動規範の通知
約6,000社

お取組先との対話
198社

※2023年10月末時点

調達方針
従業員・お取組先への浸透率

100％



251,060
265,504

248,412

213,224
199,691

175,201

18,181

温室効果ガス排出量（マーケット基準）

2022年度

129,578　

t-CO2
※

▲48.4　

%※

温室効果ガス排出量
（SCOPE1、2：マーケット基準）
2022年度

※現在、第三者検証中のため速報値

2013年度比

■温室効果ガス排出量

削減率
（2013年度比）

2013

300,000

250,000

200,000

150,000

0

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（t-CO2）

トン

水使用量
■水使用量

※関連ページ：循環型社会に向けた
　4Rの取り組み
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（千m3）

1,923
2022年度

水使用量

千m3

（年度） （年度）

廃棄物排出量と廃棄物リサイクル率（食品を含む）

廃棄物排出量

■廃棄物排出量（左軸）
●廃棄物リサイクル率（右軸）

32,000

28,000

24,000

20,000

16,000

0

90

85

80

75

70

0

2018 2019 2020 2021

（トン） （%）

（年度）

237,986

140,267 143,245
129,578※

5.8% ▲1.1% ▲5.2%

2022

73.1 72.9 70.7

24,680

16,992
17,792

　三越伊勢丹グループでは、2050年の環境長期目標「温室効果ガス排出量実質ゼロ」に向けて、省エネ・
創エネ・再エネの3つを軸に、気候変動対応に取り組んでいます。2022年度は、これまでの省エネ・創エネ
施策に加えて、再生可能エネルギーの調達を進めたことで、2013年度比48.4％削減※となりました。
　廃棄物排出量、水使用量は、新型コロナウイルス感染症の影響下からの売上や客数の回復に伴い、増加
傾向にあります。廃棄物については、さらなるリサイクルを検討し、最終処分量の削減を進めていきます。
※現在、第三者検証中のため速報値

2,464

26,686

71.3 71.0

1,760 1,802

P.34

2022

1,923

2022

18,181

▲15.1% ▲20.5% ▲30.2% ▲44.,1% ▲42.9% ▲48.4%※

※現在、第三者検証中のため速報値

※上水・工業用水・井水を含みます

2,720
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

ESGデータ集（コーポレートサイト） https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

三越伊勢丹ホールディングスのウェブサイトには、下記以外の非財務情報も掲載しています。脱炭素社会に向けて

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

IPCC 2015年 Representative Concentration Pathway
（代表濃度経路シナリオ）8.5/2.6℃から4.8℃

WEO Stated Policies Scenario（公表政策シナリオ）

IEA Reference Technology Scenario（参照技術シナリオ）

WEO Sustainable Development Scenario（持続可能な開発シナリオ）

IEA Beyond 2℃ Scenario（2℃未満シナリオ）

IPCC 2014年 Representative Concentration Pathway
（代表濃度経路シナリオ）2.6/0.3℃から1.7℃

IEA World Energy Outlook（世界エネルギー展望）

国土交通省 「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言

参照シナリオ

　三越伊勢丹グループは、気候変動対応を企業活動を営んでいく
うえでの重要課題として位置づけています。
　2021年度には気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
提言への賛同を表明し、そのフレームワークに沿った情報開示を
行い、ステークホルダーの方々とのエンゲージメントを強化して
いきます。
　当社グループは、TCFD提言の推奨する4つの項目「ガバナン
ス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」に沿った開示を行います。

ガバナンス

　気候変動を含むサステナビリティに関する重要事項は、執行役
会にて審議・決議を行い、取締役会に報告を行っています。取締役
会は、執行役会の報告を受け、取り組みの進捗を監督しています。
　CEOは、「サステナビリティ推進会議」および「コンプライアン
ス・リスク推進会議」の議長を務めており、リスクと機会を踏まえ
たサステナビリティに関する経営判断の最終責任を担っています。
　「サステナビリティ推進会議」は当社グループのサステナビ
リティ進捗の確認と今後の対応に関する議論、グループ全体で
の推進・浸透を役割としています。「サステナビリティ推進会
議」へは、課題別に設置された6つのワーキンググループから、
報告が行われます。業務統括部管財部と総務統括部サステナビ
リティ推進部によって構成される「環境ワーキンググループ」
が、各事業会社・各店舗総務部と連携し、気候変動への対応を進
めています。 P.17

戦略

　気候変動に関するリスクおよび機会は、中長期にわたり自社の
事業活動に影響を与える可能性があるため、2030年をマイルス
トーンとして、発現すると考えられるリスク・機会を検討しました。
　具体的には、気候変動対策が思うように進んでいない現在の延
長線上の「4℃の世界」、気候変動対策が進みパリ協定の目標が実
現した「2℃未満の世界」を想定しました。シナリオ分析では、国際
エネルギー機関（IEA）や、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
が公表する複数の既存シナリオを参照しています。
　気候変動に関するリスクと機会は、当社グループの事業活動に
大小さまざまな影響を与えることが分かったため、環境中期目標・
長期目標達成に向け、施策を検討、実行しています。具体的な取り
組みは、こちらをご覧ください。 P.32-37

2℃未満の世界 ～脱炭素化が進み、自然災害の激甚化にも歯止め～

4℃の世界 ～現状延長線上の世界で、自然災害はより激甚化～

●炭素価格の導入が進み、コスト上昇の圧力が高まる
●温室効果ガス排出量削減目標達成に向けて、省エネ・再エネ普及政策が高度化

消費者
政府・行政

サプライヤー
自社

●自然災害の激甚化に歯止めがかかり、百貨店店舗などの物理的リスクが減少
●より高度な省エネ対応、温室効果ガス排出量削減対策の実施が必須
●再エネ調達手段が多角化し、コスト低下が進展

●脱炭素・省エネ・環境配慮型商品や
サービスを選択

●企業の環境対策が企業イメージに
直結（環境対策に熱心な企業に共
感を覚える一方、環境対策に無関
心な企業の商品・サービスを拒絶）

●化石燃料から再生可能エネル
ギーへの転換

●脱炭素化を要請する動きが一般化
●炭素価格の影響で製品価格が上昇

●現行の税制や規則継続
●炭素価格などが導入された場合も財務影響は比較的軽微

消費者政府・行政

サプライヤー
自社

●自然災害の激甚化によって、百貨店店舗などの物理的リスクが顕在化
●現行の省エネ対応、温室効果ガス排出量削減対策の推進
●再エネのコスト高が継続し、切り替えが十分に進まない状態
●地球温暖化の進展によって、冬物衣料などの不振の拡大
●頻発する自然災害によって、顧客の消費マインドが停滞し、売上減少

●高まる脱炭素商品に対するニーズ
●高まる省エネ商品に対するニーズ
●高まる環境配慮型サービスに対す
るニーズ

●地球温暖化の進行によって、冬物
衣料などへの需要停滞

●頻発する自然災害によって、停滞す
る消費マインド

●自然災害の激甚化により、操業停
止・製品供給が寸断されるリス
クが顕在化

●化石燃料への依存が継続

TCFD提言に沿った情報開示



●後方照明のLED化
●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●グループ購入電力の
再エネ導入開始、継続的に
計画を見直し

2013年度比
50％削減

排出量

省エネ推進、太陽光発電システム設置の検討、再生可能エネルギーの調達

容器包装等資材の絞り込みや代替素材への転換、お取組先との協業による温室効果ガス排出量削減

●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●グループ購入電力の
再エネ導入拡大

●温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指す

●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●温室効果ガス排出量実質ゼロ

2013 2020 2024 2030 2040 2050

目標

削減

削減

SCOPE1、2

SCOPE3

温室効果ガス
排出量実質ゼロ

（年）
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

リスク管理

　気候変動に関するリスクは、サステナビリティ全般の課題におけるリスクと同様
に、組織全体のリスク管理プロセスで評価、分析し、CEOを議長とする「コンプライ
アンス・リスクマネジメント推進会議」 P.67 にて、議論、検討、モニタリングを
行っています。

リスクの識別・評価のプロセス

1. 当社グループに影響を与えると考えられる、気候変動に関するリスク・機会
を抽出

2. 抽出したリスク・機会をお客さま・お取組先・株主／投資家・地域社会／コミュ
ニティなどのステークホルダーに与える影響度と、リスク・機会発生の可能性
の2軸でプロット

3. プロットされた項目ごとの影響度について、定量面・定性面双方の視点から検
討し、重要度を確定

指標と目標

　気候変動に関するリスク・機会を管理するための指標として、Scope1、2の温室効
果ガス排出量と、再生可能エネルギー導入比率の2つの指標を定めています。

気候変動に関するリスクと機会 事業への影響
財務への影響度

2℃未満 4℃

リスク

物理的
リスク 異常気象の激甚化

● 店舗が被災し損害が発生することによるコスト増

▼▼ ▼▼▼● 台風などにより店舗が営業できないことによる売上減少

● サプライチェーンが寸断し商品調達できないことによる売上減少

移行
リスク

地球温暖化の進展
● 防寒商品の売上減少

▼ ▼▼▼● 気温上昇に伴い消費者の外出が減り来店客が減少することによる
売上減少

炭素価格制度の
導入

● エネルギーコスト増
▼▼▼
約15億円

▼▼
炭素価格は
導入されて

いないと想定

● 温室効果ガス排出量削減に向けた設備投資のコスト増

● 商品調達原価の上昇

機会

消費行動の変化 ● 環境配慮型消費への関心の高まりと対応 △△△ ▼

省エネ化の実現 ● エネルギーコストの削減 △△
約44億円

△
約40億円

企業に対する評価
● 環境対応企業を目指すことによるステークホルダーからの評価、

イメージ向上 △△ △

2030年 温室効果ガス排出量 2013年度比 ▲50％
再生可能エネルギーの導入比率（国内百貨店業の電力に占める割合） 60％

2050年 温室効果ガス排出量 実質ゼロ

▼：事業リスク拡大　△：事業収益機会拡大
※1ドル=110円として算出

　2021年度は新型コロナウイルス感染症の影響から脱却し、売上・客数ともに回復
したことから、温室効果ガス排出量は増加しました。2022年度は、店舗の後方照明
のLED化、長期修繕計画における高効率機器への切り替え、新技術の導入に加えて、
再生可能エネルギーの調達を実施したことにより排出量は48.4％削減※となりまし
た。具体的な取り組みは、P.32-33 をご覧ください。
　なお、2023年度は再生可能エネルギーの調達量減少に伴い一時的には排出量増
加が見込まれますが、現在調達計画の見直しを行い、2030年の中期目標達成に向
けたロードマップの精緻化を進めています。
　また、温室効果ガス排出量はSCOPE1、2にとどまらずサプライチェーン全体で
の削減が必要であるという認識のもと、2018年度より、SCOPE3のCO2排出量の
算定・開示を行っています。 ※現在、第三者検証中のため速報値
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

省エネ ～AIスマート空調の導入～

　伊勢丹新宿本店では、フロア空調の使用エネルギー（電力および
ガス）年間使用量を導入前と比較して50％削減することを目指し
て、AIスマート空調の導入に取り組んでいます。
　AIがフロアの混雑状況、時間帯のデータを蓄積・分析し、それぞ
れのお買場（売場）に適した空調環境を提供していきます。伊勢丹
新宿本店での効果検証を終えた後、店舗を順次拡大し、温室効果
ガス排出量の削減を進める予定です。

省エネ ～LEDへの切り替え～ 

　東日本大震災後の2011年より、百貨店店舗の天井照明を全て
LED化することを目標とし、2022年度までに約91億円を投資し
約53万台の照明器具をLEDに交換しました。蛍光ランプ、 HIDラ
ンプ（水銀灯などの放電管）、および一部残存していたハロゲンラ
ンプをLEDに交換する工事を実施し、2019年度までに当社グルー
プの店舗の天井照明LED化が95％を超えました。2020年度以降
は、店舗の後方照明LED化を進めています。
　LED化を進め、電力削減による温室効果ガス排出量削減の概算
は、累計40,289t-CO2となっています。

創エネ 

　伊勢丹新宿本店、三越銀座店では、太陽光発電による創エネへの
取り組みを実施しています。2023年2月より、新たに三越伊勢丹物
流センター（埼玉県所沢市）の屋上を利用し、太陽光パネルを設置
しました。物流センターで使用する年間電力の１/４を発電予定で、
約230t-CO2の温室効果ガス排出量の削減を見込んでいます。
　これらの施策を通じて、2022年度は148,270kWhを発電し、
店舗・事業所内で使用しました。

空調のイメージ図

三越伊勢丹物流センター屋上の太陽光パネル

三越銀座店屋上の太陽光パネル

（左）環境測定センサーCO2センサー　（右）温室センサー

D お買場B お買場

C お買場A お買場

D 売場B 売場

C 売場

売場ごとに混雑状況が異なるにもかかわらず、
一括制御体制の空調環境

（例）食品フロア
A 売場

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

これまで

AIが混雑状況や時間帯を分析し、
それぞれのお買場に適した空調環境へ

AI

太陽光パネル
太陽光パネル

設置台数
（台）

投資金額
（百万円）

削減量概算
ロケーション基準 

（t-CO2）

2011年度 144,510 1,090 12,056 

2012年度 21,083 409 755 

2013年度 47,631 1,091 4,727 

2014年度 4,805  79 260 

2015年度 5,365 209 641 

2016年度 88,724 2,135 10,496 

2017年度 146,945 2,697 8,203 

2018年度 43,067 828 1,611 

2019年度 1,396 27 109 

2020年度 6,316  117 241 

2021年度 4,042 81 209 

2022年度 16,708  408 981 

累　計 530,592 9,172 40,289 

温室効果ガス排出量削減の取り組み
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

安全・安心で快適な建物環境

　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店は、2016年3月に
「CASBEE不動産評価認証」で最高位のSランクを取得し、その後も
認証を更新取得しています。その後、2021年度に伊勢丹浦和店、
新潟伊勢丹（（株）新潟三越伊勢丹）、2022年度に仙台三越、静岡伊
勢丹も認証取得し、Sランクの評価をいただきました。
　CASBEE不動産評価認証の評価項目は、建物の環境品質や環境
負荷低減などからなり、「耐震化、維持管理、省エネ対策、周辺環境
への配慮に積極的に取り組んでいること、築年数が経過しても良
好なメンテナンスと企業としての環境配慮により高い環境性能を
維持していること」が評価されました。また、同認証は5年ごとの更
新制となっており、有効期限内に登録更新を行っています。

百貨店店舗の屋上緑化 

　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店の屋上では、緑化
工事を進め、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。日
射を遮断し、コンクリートの蓄熱を防ぐことにより建物最上階の
空調負荷が低減され、建物の省エネを実現でき、地球温暖化対策
の一環として注力しています。
　特に、①表面の温度上昇の抑制効果 ②省エネ効果 ③空気の清
浄・ヒーリング効果のほか、周辺緑地をエコロジカルネットワークで
つなぐ効果があり、生物多様性の保全に貢献しつつ、都心の商業施
設にある憩いの場として、お客さまに活用されています。
　伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」、三越日本橋本店「日本橋庭
園」、三越銀座店「銀座テラス」は（公財）都市緑化機構のSEGES

（シージェス）「都市のオアシス」に認定されています。

グループオフィスビルでの屋上養蜂と芋緑化 

　三越日本橋本店、三越銀座店、岩田屋三越では、屋上でミツバチ
を育て、採蜜したハチミツを販売・活用してきました。
　2019年、新宿区障害者福祉事業所等ネットワークが、障がい者
の就労機会の創出と地域の方々との交流を目指し「しんじゅ
Qualityみつばちプロジェクト©」を立ち上げ、伊勢丹新宿本店はこ
のプロジェクトに賛同し参画しました。
　2021年3月、「しんじゅQualityみつばちプロジェクト©×ISETAN」
＜MIEL ISETAN SHINJUKU＞をスタートさせ、当社グループ
オフィスビルの屋上を使った都市養蜂を行い、同年9月に新宿産の
ハチミツを使った商品を伊勢丹新宿本店で販売しました。さら
に、2022年5月から、ミツバチとひとを守る緑のカーテンとして架
台に吊るした「サツマイモ」の栽培をスタート。新宿産の惣菜やス
イーツなどに加工して販売しました。

2016年 伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店

2021年 伊勢丹浦和店、新潟伊勢丹

2022年 仙台三越、静岡伊勢丹

三越日本橋本店「日本橋庭園」 ゆっくり丁寧な作業で採蜜状況を確認していきます

ツマグロヒョウモン（ヒョウの体の模様に似ていることから由来）：
「日本橋庭園」（2022年10月）

サツマイモの葉で屋上緑化し、空調エネルギーの削減を目指しています

CASBEE 不動産評価認証取得



廃棄量計量を通じた
食品ロスの削減

ワンウェイプラスチック
使用量の削減

当社グループにおける資源循環と4R

衣料品回収軟質フィルムの
リサイクル

マイバッグのある
ライフスタイルへ スマートラッピング

二次
流通

廃棄
修理 リフォーム 回収と再利用

買取・引取サービス

手放す

選ぶ

使う

回収する

Reduce

Refuse
Recycle

Reuse

Reuse

つくる

Refuse

Reduce

Reuse

Recycle 4R

Reuse
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　大量生産・大量消費・大量廃棄は、気候変動をはじめとする、
さまざまな負の外部性をもたらしています。それらの課題を克服
し、持続可能な社会を構築するためには、循環型社会への移行は
欠かせません。また、お客さまをはじめとするステークホルダー
の関心も高まっています。
　三越伊勢丹グループでは、循環型社会の実現に向けた取り組み
を通じて、環境負荷の低減を図るとともに、新たなサービス機会
の創出や、コストの削減につなげています。

4Rの取り組み

　百貨店業を中心とする、当社グループらしい4Rに取り組んで
います。

Refuse
ご辞退の提案

目的に合わせた選択肢をお客さまに提示しています。
買物袋ご辞退による包装資材使用量抑制、スマートラッピング、
カードご利用明細のWEB化など

Reduce
減らす

生産や発注を見直し、資源の使用や廃棄量を減らします。
受注販売による適正在庫の実現や、用度品の軽量化によるプラス
チック使用量の削減など

Reuse
再利用する

モノを大切に長く使うライフスタイルの提案をしています。
修理やリフォーム、衣料品などの買い取りと二次流通、ハンガー
の回収と再利用など

Recycle
資源を再生する

焼却廃棄ではなく新たな資源につなげています。
食品残渣（ざんさ）の飼料・肥料・燃料化、軟質フィルムのマテリアル
リサイクルへの参画、お客さまお持ち込みによる衣料品回収、リサ
イクル繊維を使用したオリジナルバッグの販売など

4R=Refuse, Reduce, Reuse, Recycle

循環型社会に向けた4Rの取り組み
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　お客さまの「こころ」を包むラッピングは、百貨店が提供する価
値の中でも大切なものの一つです。私たちは贈り物文化を大切に
しながらも、より環境負荷の低い形をご提案するために、スマー
トラッピングを進めています。特に中元・歳暮の「エコ包装」は、箱
を完全に包まず、表面にフィルムを被せる形をとることで、包装
資材の使用量を削減できる方法です。
　20年以上続けてきたこの活動は、多くのお客さまにご支持い
ただき、2023年の中元ではグループ百貨店全体のうち約67%
の贈り物で「エコ包装」をお選びいただきました。
　環境負荷をさらに抑えるために、三越のれんおよび伊勢丹の
れんでは、サトウキビ由来のバイオマス素材を配合したフィル
ムを採用。2021年の歳暮以降、順次切り替えを行いました。

　国内外で共通した社会課題の一つである食品ロス。食品の製
造過程においては、規格外・原料調達バランス、充填不良など、さ
まざまな理由からロスが起こります。（株）エムアイフードスタ
イルの自社工場では、製造過程における廃棄（フードロス）の削
減に向け、下記の取り組みを行っています。
①作業ラインにてロスが発生した品目・量とその要因を詳細に

記録
②毎週「生産管理担当」が責任者となり、さまざまな角度から、改

善策を検討
③ライン責任者と問題点を共有し、改善と実施検証を繰り返し

実施
④四半期ごとに、商品カテゴリー別に効果検証を実施
　以上の取り組みにより、仕入れた原料を無駄なく活用しフー
ドロスの発生量を着実に抑えるとともに、仕入れコストの無駄
や廃棄コストの削減も実現しています。

中元・歳暮のスマートラッピング 食品製造・加工におけるロス削減

Refuse
ご辞退の提案

グループ百貨店 エムアイフードスタイル

　石油プラスチックの使用量の抑制の一環として、2022年4月
に施行された「プラスチック資源循環促進法」対象品目におい
ても、使用量の削減を進めています。
　グループ百貨店での使用量のうち、最もウエイトが大きいのが
衣類カバーです。三越のれん・伊勢丹のれんのツーリストバッグ
では、不織布の薄肉化により、プラスチック使用量を約30%削減。
環境負荷を抑えるとともに、コストの抑制にもつなげています。

特定プラスチックの削減

Reduce
減らす

グループ百貨店

特定プラスチック使用量（2022年度）

※データの集計範囲はグループ百貨店（一部地域店を除く）
　カトラリー類は、お取組先使用分を含む

12.7t

26.2%

7.3t

28.3%

7.9t

27.9t

カトラリー類

衣類カバー
合計

衣類ハンガー

45.5%

一般社団法人日本有機資源協会
（JORA）認定バイオマスマーク取得

伊勢丹のれんで使用しているツーリストバッグ
（衣類カバー）

（株）エムアイフードスタイル 総和工場
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

Reuse
再利用する

　「捨てない社会」「必要以上につくらない社会」を実現するため、
使われなくなったものをまた新たに活躍できる場所へと送り出
すビジネス「i’m green」。衣料品、バッグ、時計、宝石、骨董・美術
品などをお預かりし、専属の三越伊勢丹のスタイリスト（販売
員）が丁寧にご相談を承りながら、最適な方法をご提案します。
　2021年10月の開始以降、「三越伊勢丹だから安心できる」「こ
んなサービスを待っていた」といった信頼の声を多くいただき、
2021年度には単年度黒字化、2022年度は規模を拡大し、事業を
成長させています。
　具体的には、三越日本橋本店、伊勢丹新宿本店に続き、2023年
4月には伊勢丹浦和店に常設カウンターをオープン。さらに、首
都圏以外のグループ百貨店での期間限定イベント開催や外商と
の連携を強めることで、より多くのお客さまにサービスに触れ
ていただき、目指す社会の実現に向けて事業を拡大しています。

グループ百貨店

　新型コロナウイルス感染症予防策の一環として、店頭やバッ
クオフィスなど、さまざまな場所で使用していたアクリル板。
2023年5月の「5類」移行後にはその多くが撤去され、その処分
やリサイクルの方法は社会的な課題となっています。
　伊勢丹新宿本店では、社内で使用していたアクリル板の一部
をショーウィンドウの装飾として活用。まずは社内で使い道を
見つけ、新たな命を吹き込みました。
　ショーウィンドウでの使用分以外についても、再資源化を行
えるよう、検討を進めています。

アクリル板の再活用
グループ百貨店

衣料品リサイクル

Recycle
資源を再生する

　アパレル産業は、さまざまな産業の中でも環境負荷が高いと
いわれています。カテゴリ別売上の中でもアパレルの比重の高
い百貨店として、役目を終えた衣料品の廃棄量を減らすために、
一部の地域百貨店では衣料品回収の機会も設けています。
　回収後の衣料品は、リサイクルのパートナーであるアミアズ（株）
を通じて、ボード、糸、紙のいずれかに再生されます。

グループ百貨店

　リサイクルフローにおける大きな課題の一つは、機械化が難
しい、素材ごとの仕分けや付属品（ボタン・ファスナーなど）の取
り外し作業です。細かな手作業を含み高度な集中量を要するこ
の工程においては、障がい者が働く事業所と協業して分類や仕
分けを行った後、国内の拠点でリサイクルを行っています。
　2023年度は、静岡伊勢丹および新潟伊勢丹にて回収を実施

（10月末時点実績）。ご持参いただいたお客さまには店舗内でお買
物を楽しんでいただいており、リサイクルをきっかけとした新た
な経済価値にもつながっています。

伊勢丹新宿本店「WATCH COLLECTOR’S WEEK」
開催時のショーウィンドウ

リサイクルされ生まれ変わった後の衣料品の一例
（左から）リサイクルボードを利用した回収ボックス（i'm green）、再生糸、再生紙

2023年9月にリニューアルオープンした
日本橋三越本店「i'm green」



3 7

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

TOPICS
百貨店の取り組み“think good”

　“think good”とは、彩りある豊かな未来に向けて「想像
力を働かせ、真摯に考えることからスタートする」という想
いが込められた合言葉です。2021年4月より、サステナビ
リティ基本方針に基づいて本取り組みをスタートしました。

①生態系を含む地球環境や、関わる人、社会に配慮した品揃え
②4Rの推進
③文化・技術・感性の発信

の3つを考え方の柱とし、本業を通じたサステナビリティ活
動を行っています。
　私たちはこれからも、お客さまやお取組先、地域社会など、
あらゆるステークホルダーの皆さまと共に、多様な価値観
を大切につなぎ、さまざまな選択肢を増やすことで、持続可
能な社会と彩りある豊かな未来の実現を目指していきます。

　当初の“think good”キャンペーンは首都圏5店舗（新宿・日本
橋・銀座・立川・浦和）と三越伊勢丹オンラインストア上のみの開
催でしたが、2022年度秋から首都圏をはじめ、札幌三越・丸井今
井札幌本店、高松三越、福岡三越、岩田屋本店と連携し、グループ
一丸となって取り組みの拡大を図っています。
　4月の“think good”キャンペーンでは「いろいろ、いろ。」を
テーマに、春にぴったりのカラフルなデザインや、一人一人の気
持ちに寄り添ってくれるアイテムまで、個性豊かなラインアップ
を集めてご紹介。「心惹かれるアイテムを手に取ったら、実はサス
テナビリティにつながっていた！」と、気づきになるような素敵
な商品や企画を揃えました。
　10月のキャンペーンは「こんにちは、またね、よろしくね。」が
テーマ。環境に配慮した商品や、リメイクなどで生まれ変わったア
イテムに「こんにちは」。リサイ
クルなど、次の人の手へ受け継
ぐものに「またね」。お手入れや
リペアで再び蘇るものには「よ
ろしくね」というポジティブな
想いを込めました。

　三越伊勢丹では、ファッション業界における循環型社会の実
現にアプローチすべく、“think good”でも4Rにフォーカス。
2023年10月のキャンペーンでは、伊勢丹新宿本店・三越日本橋
本店・三越銀座店・岩田屋三越のメイン企画として、ファッショ
ンを通じて新しい未来を示唆していくプロジェクト「ピース de 

“think good”についての考え方

“think good”の取り組みについて

2023年度 “think good”キャンペーンは、
地域グループ店にも拡大

残反を「ピース」に
“新しい価値”のあるものづくりに活用

　三越伊勢丹グループでは、通年の取り組みのほか、年2回
“think good”を掲げたキャンペーンを各店舗にて開催し、
「三越伊勢丹グループの考えるサステナブル」をご提案して
います。4月は「アースデイ」、9月は「SDGs週間（グローバ
ル・ゴールズ・ウィーク）」といった、世の中の関心の高まり
に合わせて実施しています。取り組みスタートから3年目と
な る2023年 度 は、各 店 の 担 当 が 一 丸 と な っ て“think 
good”を加速させるべく、季節や歳時記ごとのお客さまの
関心に合わせ、積極的に“think good”を軸とした企画を実
施しています。

ミライ」を行いました。2022年3月に開催した「デニム de ミラ
イ」を進化させ、国内外のさまざまなブランドや企業から残反な
どをご紹介いただき、それらの「ピース」を“新しい価値”のある
ものづくりに活用しました。
　「ピース de ミライ」の取り組みのなかで大切にしているのが、
これからのファッション業界を担う世代にも参画を呼びかける
こと。今回は文化服装学院、エスモード東京校、エスモードパリ校、
多摩美術大学の4校に伊勢丹新宿本店のバイヤーが訪れ、大量の
ユーズドストックなどファッション業界が直面している問題や

「ピース de ミライ」で目指すものについてお話しし、作品づくり
に参加いただける学生を募りました。
　ユーズドストックとして山のように積み重なっているデニム
の姿から着想を得たドレスや、使用する糸を削減するため布端の
ほつれを活かしたデザインなど、各々の視点で「ピース de ミラ
イ」が持つ背景を組み込んだ、独創的な作品が仕上がりました。
　学生による作品は、10月11日～10月24日の期間中、伊勢丹新
宿本店のショーウィンドウや店頭にてディスプレイ。お客さまや
お取組先をはじめとするステークホルダーの皆さまから、「ピース 
de ミライ」に多くの反響とご支持をいただきました。
　“think good”キャンペーンは、今後ますます開催店舗を拡大
しながら、持続可能な社会と彩りある豊かな未来を目指していき
ます。

参画いただいた
文化服装学院・
石田凜々花さん（左）と
見奈美秀斗さん（右）の
作品
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

原料調達・
農家・漁業

想定されるリスク

一次お取組先 廃棄・
リサイクル

三越伊勢丹
グループ

ハラスメント

プラスチックごみに
よる環境汚染

食品ロス

衣服ロス安全・安心

CO2排出化学物質

過重労働

森林伐採

強制労働

物流 消費者利用

品質管理の不足

1 法令順守と公正な事業活動
2 品質管理
3 人権への配慮
4 環境への配慮
5 情報の管理
6 地域社会の課題解決への貢献
7 反社会的勢力の排除
8 教育とコミュニケーション

お取組先への依頼項目

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　私たちは企業理念のなかで大切にする思考と行動の一つとし
て、「常に真摯な姿勢で、健全な方法を選択し、社会的責任を果た
す」ことを定めています。企業理念につながるサステナビリティ
の重要な取り組みの一つとして、環境や人権などの社会課題に配
慮した持続可能な調達活動の構築を推進しています。

サプライチェーン・マネジメント

　当社グループのサプライチェーンは長く、それぞれの段階に
はさまざまなリスクが潜在しています。私たちはお取組先の皆
さまと協働してそのリスクを低減し、社会に対する責任を果た
していきます。
　2018年度に「三越伊勢丹グループ人権方針」「同調達方針」を制
定し、2022年1月にはサプライチェーンワーキンググループを発
足させ、サプライチェーン上の社会課題の解決にどのように貢献
するか議論を進めてきました。持続可能な調達活動の実現に向け
て、2023年度は以下のような取り組みを実施しています。
● 各方針類の再整備とお取組先行動規範の制定
● サプライチェーン・マネジメントに関する従業員教育
● お取組先とのコミュニケーション

従業員への教育

　サプライチェーン・マネジメントの重要性や方針類の再整備
について従業員の理解を深めるため、eラーニングによる教育
を実施しました。本教材では、責任ある調達が求められる背景
や従業員が当事者意識を持つことの重要性について解説して
おり、グループ全社で9,000人以上（2023年9月時点）が受講
し、業務での実践に活用しています。
　また、伊勢丹新宿本店と三越日本橋本店のバイヤーを対象に、
お取組先とのコミュニケーションに関する勉強会を開催しまし
た。調達に関わる従業員として正しい知識を持ち、お取組先と適
切・効果的にコミュニケーションをとれるよう、実際の対話を想
定した、より実践的な内容のワークショップを実施しています。

バイヤー向けセミナーの様子

当社グループを取り巻くサプライチェーン構造のイメージ

お取組先行動規範を制定

　2023年4月、「三越伊勢丹グループ人権方針」と「同調達方
針」を改訂しました。これは、国際規範や国内外のガイドライン
をあらためて参照するとともに、社会潮流の変化を踏まえ、当
社グループが取り組むべき社会課題に関する姿勢を示したも
のです。そのうえで2023年6月に「お取組先行動規範」を制定
し、お取組先・調達先にもご理解・実践をお願いしています。

　これらの依頼項目は全て同様に重要であり、今までも当社グ
ループがお取組先と協力して取り組んできた内容です。なかで
も近年、人権や環境への配慮について社会的な要請が高まって
いることを受けて、より一層の留意が必要ということをお示し
しています。
　当社ウェブサイトでは、各項目について詳細な解説を加えた

「解説版」を同時に公表し、本行動規範へのご理解と、お取組先
とその調達先も含めた実践にお役立ていただくよう働きかけ
を行っています。

海外店舗の取り組み
2022年に調達方針を中国語・英語に翻訳し、2ヶ国

（4拠点）のお取組先約1,400社・グループに対して送付しまし
た。2023年に改訂および制定した「人権方針」「調達方針」

「お取組先行動規範」を海外27店舗の従業員に対して配布し、
一人一人の実践を求め、一部店舗では国内の教育教材を翻
訳し現地従業員への研修も実施しています。
　今後は、お取組先の実践状況や課題の把握のため、アン
ケートおよび対話の実施を検討していきます。

TOPICS
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お取組先とのコミュニケーション

　百貨店業を中核とする当社グループのサプライチェーンの大
きな特徴が、非常に多数のそして多様な業態のお取組先に支えら
れているということです。お取組先のご理解とご協力をいただく
ため、以下のステップでコミュニケーションをとっています。

①お取組先行動規範の通知
当社グループの主要事業である百貨店業のお取組先を中心
に、約6,000社に対してお取組先行動規範と解説版を送付し、
お取組先の皆さまのご理解と実践を求めています。

②方針説明会での説明
年に一度、主要なお取組先に向けて説明会を開催し、当社の取
り組みに関するご報告と、当社方
針へのご理解・ご協力をお願いし
ています。2023年度は9月に開催
し、約600社にご参加いただきま
した。

③アンケート調査の実施
当社グループ方針の浸透度とお取組先の状況についてモニタ
リングするため、定期的にアンケート調査を実施しています。
アンケートを通じ、潜在リスクをはじめとするサプライ
チェーン全体の状況把握を行っています。

④お取組先との対話
伊勢丹新宿本店と日本橋三越本店のお取組先を中心に、バイ
ヤーがサプライチェーン上の課題に関する対話を実施し、調達
活動におけるリスクや課題についての情報共有と意見交換を
行っています。2023年10月時点で198社と対話を行いました。

　当社はこのようにお取組先との日頃からのコミュニケーショ
ンを重視し、社会課題に対し協力して取り組む関係性の強化を
図っています。

　お取組先行動規範の制定を受け、お取組先にその内容を
お伝えしていくにあたり、商品の仕入れ・調達を行う担当
者としての責任や求められる視野の広さ・視座の高さを今
まで以上に実感しています。お取組先と一層の発展的な取
り組みができるよう、今後も理解を深めていきたいと思っ
ています。現在、当社方針についてのご理解と各社の取り
組み状況の確認のため、複数のお取組先と対話を実施して
います。日頃の商談は売上施策やプロモーション企画など、
お客さま満足やお互いの売上向上に関わる内容が主でし
たが、今回の対話では、サプライチェーン・マネジメントや
各社の方針についてお話を聞くことができ、お取組先の新
たな一面を垣間見ることができました。
　あるお取組先では、通勤時にマイボトルを持参する方が
8割いらっしゃり、社内の自販機にペットボトル製品が置
かれておらず、日常から環境に配慮した行動が習慣化され
ているというお話を伺いました。また、会社指定の資格を
取得した社員の方に毎月の給与が積み増しされるという
個人の自律的成長を促す制度を運用されているお取組先
もいらっしゃいました。私自身、とても共感し、「当社にも
あったらいいな」と感じる仕組みや制度についてお話を
伺ったことで良い刺激を受けました。
　今後も、対話を通じてお取組先とのより一層の協力関係
を築き、お客さまやステークホルダーに信頼される調達活
動を行っていきます。

　（株）三越伊勢丹プロパティ・デザインの主要事業である建
装・住環境事業では、多数のお取組先との協力により付加価値
の創造につなげています。建設業界では、昨今、サステナビリ
ティについて声高に叫ばれてはいるものの、当社を含め個々の
企業の具体的取り組みはまだまだ進んでいないのが実態で、労
働安全衛生を含む働く環境の整備も課題として捉えています。
　建設業においては、環境や人権リスクの中でも、①労働安全衛
生の確保、②長時間労働の是正、③労働力不足を背景とする外国
人労働者の人権の3点について、特に留意が必要と考えていま
す。人財不足に直面するなかで、サプライチェーンにおいて人権
リスクがどこに潜んでいるのかを適切に把握し、その実態に応
じた施策を展開することで、当社の企業価値向上のみならず、業
界としても魅力を高め活性化させることにつなげてまいります。
　今回、当社では約700社にお取組先行動規範をお送りしまし
た。また、職場での労働災害の撲滅や環境保全活動の推進に努
めることを目的としてお取組先約
100社が参画する「安全衛生協力
会」を発足させており、その年次大
会において社長自ら「お取組先行
動規範」の内容についてご説明し、
お取組先の理解を求めています。
現在、次のステップとして個別のお取組先との対話会を通じて
相互理解を深める活動を続けていますが、お取組先の受け止め
は大変好意的で、当社の投げかけをきっかけとして社会課題解
決に対する機運が業界全体で高まっていることをひしひしと
感じます。

お取組先方針説明会の様子

（株）三越伊勢丹プロパティ・デザイン
技術・調達統括部長

石本 聡

（株）三越伊勢丹
営業本部 第1MDグループ
新宿ライフデザイン商品部
ホームファニシング・
キッチンダイニング バイヤー

木屋 龍太

INTERVIEW INTERVIEW

調達を行う担当者としての責任 業界内に社会課題解決の機運を醸成

安全衛生協力会の様子
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　当社グループでは、人権を尊重する経営を推進するため、人権
デュー・ディリジェンスに取り組んでいます。

　多くのお取組先にご協力いただき、サプライチェーン全体の
状況のモニタリングと潜在するリスクの評価を行っています。
そして、そのリスクを防止・低減するために従業員への啓発を行
うとともに、同様の取り組みをお取組先にも要請しています。
　苦情処理メカニズムについては、店舗で働くお取組先の従業
員までを対象としたホットラインを設置しています。今後は、サ
プライチェーンに開かれた相談窓口の設置について検討し、権
利の侵害を受けた当事者がより声を上げやすく、受け付けた相
談に対して適切な対応ができる体制づくりを目指します。
　人権デュー・ディリジェンスは一度実施して終わりではなく、
繰り返し継続して実施していくことが重要な活動です。今後も、
お取組先の皆さまと連携しながらこれらの取り組みの精度を向
上させ、持続可能なサプライチェーンの実現に向けた取り組み
を推進していきます。

　当社グループの中核である百貨店業は、多様な商品・サー
ビスを提供しており、当社グループと直接取引を行うお取組
先だけでも約2万社に支えられています。2021年に調達に関
するアンケートを実施したところ、お取組先の業種・事業分
野・規模がさまざまであることから、人権課題も一様ではあ
りませんでした。
　そこで、当社グループによる人権デュー・ディリジェンスで
は、「ステークホルダーとのコミュニケーション」を最も重要
なポイントとし、その一環として、2022年度には34社のお取
組先と持続可能なサプライチェーンに関する個別対話を行い、
潜在的なリスクを紐解き、当社グループとしてすべきことを
検討しました。対話では、お取組先の多くが人権や環境配慮の
重要性は認識しているものの、具体的な取り組み手法につい
て苦慮していることが分かり、取り組みの一助にしていただ
きたいという思いで、2023年6月に「お取組先行動規範」とそ
の解説版を公表しています。解説版は、用語解説や参照すべき
行政・業界のガイドラインなどをご紹介し、各社のルールづく
りに役立てていただくことを目的としています。
　私たちの存在意義は、あらゆるステークホルダーの「ここ

（株）三越伊勢丹ホールディングス
総務統括部サステナビリティ推進部

大久保 美侑

ろを動かす」ことにありますが、今般の方針類の整備をきっ
かけに、従業員だけでなく、お取組先行動規範の制定や対話
を通してお取組先・調達先のこころを動かしつつあることを
実感しています。
　百貨店業を中核とする当社グループにおいては、お客さま
に共感いただき、ご安心いただける商品・サービスを提供し続
けることがサステナビリティだと考えます。2013年より毎年
実施しているお客さまアンケートでは、商品の品質や安全性
に関する高い期待が寄せられており、そうした理由からも責
任ある調達に取り組むことは必然であると言えます。今後も
お客さまの期待に応え続けるため、当社グループらしい責任
ある調達に取り組んでいきます。

リスクの特定と評価
お取組先アンケートの
分析によるリスク評価方

針
類
の
整
備

苦
情
処
理
窓
口
の
整
備

ステークホルダーとのコミュニケーション

是正・防止・低減の仕組み

人権デュー・ディリジェンス
のサイクル

従業員教育による社内浸透
お取組先行動規範の周知

モニタリング
お取組先アンケート
や対話による確認

情報開示
ウェブサイトや各種レポート

で開示

1 2

4 3

当社グループが目指す人権を尊重する経営の全体像

人権デュー・ディリジェンス INTERVIEW

お取組先の“こころを動かす”仕事

※経団連会長、日商会頭、連合会長および関係
大臣（内閣府、経済産業省、厚生労働省、農林
水産省、国土交通省）をメンバーとする「未
来を拓くパートナーシップ構築推進会議」
における「パートナーシップ構築宣言」

パートナーシップ構築宣言
当社グループは、お取組先や価値創造を図る事業者の皆さまとの連携・共存共栄を進

めることで、新たなパートナーシップを構築することを宣言する「パートナーシップ構築宣言※」
の趣旨に賛同し、2022年8月に同宣言を公表しました。調達・人権方針に基づいた個別項目を
掲げることで、お取組先や事業者の皆さまとの連携・共存共栄のための取り組みをより明確に
宣言しています。今後も公平・公正な取引を通じ、お取組先との信頼関係を築き、「社会的価値」
と「経済的価値」を両立しながら、持続可能な社会、豊かな未来の実現を目指します。

TOPICS
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各店舗

不適の改善確認を
行い最終報告

店舗の点検を行い
不適の改善を指示

※品質管理にも情報共有

スタッフ部門
（総務等）

食品レストラン
取扱部門 品質管理

STEP 1 STEP 2

三越伊勢丹グループは、お客さまのニーズとともに多様
化する商品やサービスについて、常に安全・安心を最優
先に、お客さまのご満足と信頼に応えられる品質を追求
します
● 関連する法令を順守するとともに、お客さまにご満足

いただける品質をご提供するために必要な自主基準や
ルールを作成し、お取組先を含めた社内関係者全員に
周知いたします

● お客さまへ安全・安心な商品をご提供するために、表
示・外観・衛生などの点検活動を推進し、当社グループ
社員一丸となって実践します

● 品質管理に必要な検査体制を社内に整備し、維持して
いきます

●環境や資源への配慮、適正な商品調達も含め、品質管理
面からのトータルサポートに取り組みます

品質管理への姿勢

「アレルギー強化月間」点検フローイメージ

品質管理基準・ルールの運用

　当社グループが安全・安心な商品をお客さまにご提供するた
めに、法令順守に加え、当社グループ独自の品質管理基準やルー
ルを定めているものがあります。例えば、食品・レストラン、化粧
品、宝石・アクセサリー、衣料品などですが、商品分野に応じて幅
や深さを持たせることで、お客さまのご期待に応えられるよう
にしています。
　また、品質に関連する多くの基準やルールの順守は、お取組先
との連携を欠かすことができません。当社グループ従業員、お取
組先、そして品質管理が一体となって、安全・安心な商品をご提供
するために、基準やルールの適正な運用に日々取り組んでいます。

三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書
～HACCPの考え方を取り入れた食品衛生推進活動～
　2021年6月から制度化されたHACCP※の考え方を取り入れ
た食品衛生管理計画書です。当社グループの独自ルール（食品取
扱基準、デリバリールールなど）も含まれた内容で、お取組先と
共に食の安全を確保するためのマニュアルになっています。
※HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point：ハサップ）：国際的な食品

衛生管理方法の一つ

三越伊勢丹グループ アレルギー情報提供マニュアル
　食物アレルギーは、一歩間違えれば生命の危機につながる重
要なファクターです。正しいアレルギー情報を提供することで、
お客さまに安心して食品を購入し、召し上がっていただけるよ
う、このマニュアルに当社グループのルールをまとめています。

三越伊勢丹グループ 化粧品類・エステ類NGワードルール
　化粧品に関わる表現について、表現可能な効能・効果を示すと
ともに、化粧品類やエステ類にはNGワードを設定し、適正な表
現を推進しています。

社内体制の構築と推進

百貨店の商品点検
　百貨店では日常的に商品点検を行っています。

　いずれも店頭のスタッフを中心に、各店舗が主体的に取り組
んでおり、商品の安全性確保に大きく寄与しています。

自主点検
　 ●食品衛生事故予防点検
　 ●アレルギー強化月間
　それぞれ年2回の自主点検を実施し、事故の未然防止に取り組
んでいます。いずれの点検も、お取組先が自らの課題を把握し、
改善につなげられるよう相互の確認が重要です。

　三越伊勢丹グループは、長い歴史において、常にお客さまに安
全・安心な商品をご提供することを念頭に、品質の確保に取り組
んできました。
　品質管理は持続可能なサプライチェーンの構築において、調
達にも大きく関わる業務であると同時に、お客さまアンケート

P.14 でも常にご期待の上位である「商品の品質・安全の確

保・正確な表示」にも該当しており、社会的責任を果たすべく、
日々の業務に取り組んでいます。

品質管理

　百貨店はさまざまな商品を取り扱っており、その多くは仕入れ
品であることからも、サプライチェーン全体を幅広く見渡すこと
が今の品質管理に求められており、かつ必要だと考えています。

日常点検「お買場商品点検」
　全店全お買場（売場）を対象に、陳列している商品の点検を毎
月、品質管理担当が発信するテーマに基づき実施しています。商
品の点検を行うことで、販売前に不適品を排除できると同時に、
スタイリスト（販売員）のスキルアップにもつながっており、お
客さまに商品をお渡しする前の最終点検として重要な役割を果
たしています。

●会社のディフェンスラインの機能を働かせながら
重点リスクの未然防止策として行っている「自主点検」

●商品の安全性を販売前に確認するための「日常点検」
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

品質知識を習得できる従業員教育の実施

　商品に関連する品質管理の知識は、スタイリスト（販売員）が
お客さまに必要な商品情報をご説明するうえでも、お客さまの
安心とご満足につなげるためにも、とても重要です。また、これ
までの百貨店領域のみならず、新規事業においても、品質管理は
同様に欠かせない知識の一つです。
　品質管理担当が毎年作成しているオリジナル教材「知ってお
こう品管テスト」は、三越伊勢丹グループで働く従業員の誰もが
品質管理知識を習得できる内容となっており、2023年度は、延
べ12,000人以上が受講しました。必要な知識を得られるよう、
教育資料の充実に取り組んでいます。今後も、当社グループで働
く誰もが分け隔てなく品質管理の知識を得られるメニューと
ツールの提供、環境づくりに取り組み、商売の基盤づくりに貢献
していきます。

お取組先との連携

　品質管理は、サプライチェーン・マネジメントにおける課題の
一つです。2023年6月に制定した「お取組先行動規範」をベース
に、お取組先とのさらなる連携を進めています。
　当社グループが販売する商品の品質は、一次生産者や原材料
加工会社などにおける品質がそのまま引き継がれていくため、
販売前に商品点検するだけでなく、川上まで遡って適正に製造
が行われているかを管理することが、とても重要です。ここがま
さにサプライチェーン・マネジメントにおける品質管理の観点
であり、適正な管理を行うことが、お客さまに安全な商品を提供
し続ける責務と考えています。

当社品質管理基準の共有
　お取組先から適正な商品を納品していただくために必要な当
社グループの品質管理基準を共有しています。

「三越伊勢丹グループ 品質管理基準」
　※衣料品・雑貨・リビング製品の総合基準書

「三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書」
「アレルギー情報提供マニュアル（お取組先版）」
「化粧品類・エステ類NGワード集」

　今後も、環境負荷低減のための取り組みや、DX化による商売
のスピード向上など、さまざまな外部環境変化が考えられます。
そういった変化に対応し、お取組先にとっても活用度が高いと
感じていただけるよう、内容のブラッシュアップを続け必要な
基準を追加しながら、商品に関連する課題解決に一緒に取り組
んでいきます。

新規お取組先の確認スキーム
　当社グループでは、お取組先と取引を開始する際に品質管理
体制を確認しています。

①お取組先の品質管理体制の把握
②表示等が各種法令に準じた内容であるかの確認
③商品等の品質が確保されていることをデータなどで確認
④三越伊勢丹グループ品質管理基準の共有

　お取組先の規模はさまざまであるため、まずは正しい商売が
一定レベル以上でスタートできるよう、必要な法令や知識など
を最初にお伝えしています。このスキームは、お取組先の知識向
上を図ることに加えて、取り組みを開始するその時点から、相互
理解を深めるためにも大きな役割を果たしています。

化学物質への対応
　「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規制さ
れている化学物質への対応を百貨店各店舗で行っています。

（１）ホルムアルデヒド
直輸入品やベビー用繊維製品を中心に、規制の対象となる
商品の検査データの確認や、ベビー用品を販売している什
器類を含めた環境測定を実施し、安全性の確保に取り組ん
でいます。

（２）特定芳香族アミンを容易に生成するアゾ染料
当社グループとして、和装や座布団を対象品としています。
また、食品以外のお取組先からは「有害物質不使用宣言書」
などをご提出いただき、安全性の確保に貢献しています。
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

主な取り組み

三越伊勢丹グループでは、経営計画を達成するうえで
最も大切なのは「人」だと考えています。全従業員が同
じ目標に向かって進むために、従業員エンゲージメン
トへとつながる「従業員満足度（働きがい・働きやす
さ）」を最も重要な土台であると位置づけています。

～働きがいと働きやすさの向上を目指して～

企業の成長、社会の成長

“従業員エンゲージメントの向上”
“従業員満足度の向上”

“個”の可能性を引き出す対話文化

“個”を成長させる
生涯CDP

❶ 働きがい
多様な“個”の活躍と
ライフワークバランス

❷ 働きやすさ

多様なひとの力（人的資本）の最大化

ダイバーシティ（多様性）の確保

DE&Iの推進による企業の成長と社会の成長

目標と現状
現 状 2030年度

女性管理職比率 30.6%（2023年4月1日時点） 
※グループ計

38.0%
※グループ計

男性の育児休業取得率 97.4%（2022年度） 
※（株）三越伊勢丹

100% 
※グループ計

障がい者雇用比率 2.83%（2023年6月1日時点）
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

3.50%
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

年間総実労働時間
1,700時間台達成企業の割合

39.1%（2022年度）
※グループ23社対象

100%
※グループ23社対象

従業員エンゲージメント調査回答率 100％（2022年度）
※グループ計

2024年度に100%
※グループ計

従業員満足度の向上
重点取り組み

3

企業理念のミッション“こころ動かす、ひとの力で。”にあるように、三越伊勢丹グループでは従業員一人一人が持つ意欲や能力
こそが、企業の成長や社会の成長につながるイノベーションや、生産性向上につながるアイデアを生み出す最大の源泉である
と考えています。

企業活動の“主役”である、従業員一人一人が持つ意欲や能力を最大限に発揮し、中長期的な成長を遂げることができるよう、
会社は人財への投資を続けていきます。具体的には、多様な一人一人に合った成長機会の提供や、働き方の環境を整えていくこと
で、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）を推進し、企業の成長と社会の成長を実現していきます。

考え方

ダイバーシティ、
エクイティ＆
インクルージョン
の推進

働きがい
～“個”を成長させる
生涯CDP～
● 人財育成
● 自律的なキャリア形成
● キャリアアップ
● 経営人財の育成
● 自律的に学ぶ機会の提供

働きやすさ
～多様な“個”の活躍と
ライフワークバランス～
● 女性活躍
● 両立支援制度
● 障がい者活躍推進
● 総実労働時間の短縮
● ヘルス＆メンタルケア

「安心して働くことの
できる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

従業員への期待と会社・上司の責任

　個（ひと）、組織として目指す姿に対し、従業員、上司、会社における期待と責任を明確にします。
従業員には自律性や他者への尊重、他者との共創を「期待」し、会社や上司はそうした機会や環境を
つくることを「責任」とし、持続的な組織力の向上につなげます。
　あわせて、人財基盤としては、従業員一人一人の心身の健康を維持するために、会社・上司は「安心
して働ける職場環境づくり」を実現していきます。

働きがい向上
の取り組み

働きやすさ向上
の取り組み

三位一体での持続的な従業員エンゲージメントの向上

浸透

経営

理解・共感・信頼

理解・共感・信頼

経営戦略との連動

制度
働く環境
（会社）

浸透

自律的な
行動意欲の向上

企業理念や
 戦略・制度への
理解・信頼・共感

上司
マネジメントを
担う人

生涯CDPなど

ライフワークバランスの
実現など

従業員

企業理念・経営戦略
部門方針

　三越伊勢丹グループの多様な人財が持つ“ひとの力（人的資本）”を最大化するために「個人
や組織として目指す姿」、そして「従業員と会社の関係の在り方」、それぞれの立場での「期待や
責任」を示していきます。土台となる「対話文化」を通じて、会社、上司、そして主役である従業
員が三位一体となった人的資本価値向上への取り組みを進めていきます。

目指す姿

個人や組織として目指す姿

人的資本価値の向上につながる従業員と会社の関係

主役は、従業員一人一人の“個（ひと）”の力

“変化の先の未来”を信じ、勇気を持って、変革と創造に挑戦しつづける一人一人を、
上司と会社は“後押し”します

従業員と会社の関係の在り方

“互いに成長し、互いに高め合う関係”

従業員への期待

● 自律した“個”への進化と変革
● 異なる“個”への尊重と共創
● “個”の力の土台となる心身の健康

上司の責任・会社の責任

● 進化と変革への後押しと、成長実感の
場づくり

● 多様な“個”の組み合わせによる
創造・創発の推進

● こころが弾む組織風土の醸成

“個”の可能性を引き出す対話文化

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進

従業員エンゲージメントの向上に向けた従業員と会社の関係の在り方

　従業員と会社の新たな関係の在り方として、「互いに成長し、互いに高め合う関係」を目指すとい
う考え方のもと、年に一度「従業員エンゲージメント調査」を実施し、結果を活用することにより、
従業員エンゲージメント向上の取り組みを進めています。
　経営や上司は、企業理念や経営戦略、方針について、定期的な対話や発信を通じ、従業員への浸透
を図り続けています。会社は働きがいや働きやすさの実現に向けて、制度や仕組み、働く環境を構
築していきます。従業員一人一人は、自律的で主体的な姿勢を持ち、自己の成長や経営戦略の実現
に共に取り組んでいく、このような“互いに高め合う”双方向での関係性を目指しています。
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

　従業員エンゲージメントへとつながる「従業員満足度の向上」に
向けた全ての取り組みのベースとなるのは“定期的な対話”です。
　社内におけるあらゆる関係性における対話・議論を進め、一体
感を醸成していきます。

トップマネジメント層と従業員との対話 
▶経営方針の浸透

ミドルマネジメント層とメンバーとの対話　 
▶一人一人の心理的安全性向上

労使コミュニケーション　 
▶働き方と人事制度の質の向上

● 社長と（株）三越伊勢丹および（株）三越伊勢丹ホール
ディングスのステージA・B（部長職、課長相当職）との対
話会：計16回開催予定

● 社長と（株）三越伊勢丹および（株）三越伊勢丹ホール
ディングスのステージC-t（若手総合職社員）との対話会：
計3回開催

● 社長とグループ各社のステージA・B（部長職、課長相当
職）との対話会：計20回開催予定

名古屋三越での対話の様子

2023年度実施計画

トップマネジメント層と従業員との対話

　経営方針の浸透と従業員エンゲージメント向上の取り組みの
一環として、トップマネジメント層と従業員との対話を実施して
います。「中長期戦略の進捗および今後のステップ感や取り組む
方向性を理解する」「自組織・自部門における課題や取り組みの方
向性を認識し、自身の行動につなげる」「自組織・自部門のメン
バーに共有し、一人一人の行動意欲の向上につなげる」ことが目
的です。2021年度より実施している本取り組みを、2022年度は
主要グループ会社へと拡大して実施しました。2023年度は引き
続きグループ会社の従業員との対話を実施するとともに、（株）三
越伊勢丹および（株）三越伊勢丹ホールディングスにおいては若
手総合職社員および有志参加者による対話を実施します。

ミドルマネジメント層とメンバーとの対話

　上司と部下が定期的に1対1で対話（1on1ミーティング）を行
うことにより、「個性・感情の理解」や「自律的に考え行動できる
人財の育成」につなげることを目的としています。この対話を通
じて、一人一人の心理的安全性を向上させることで“働きがい”
や“働きやすさ”にもつなげていきます。
　2019年度から、1on1ミーティング実施の目的や意義を正し
く理解し、メンバーの話を聞くスキルを身につけるセミナーを
開催してきました。
　2023年度中に、ステージA（部長職）約240人、ステージB（課
長相当職）約2,300人に教育を実施します。

労使コミュニケーション

　会社は「三越伊勢丹グループ労働組合」を唯一の正当な交渉団
体として承認し、グループ各社の直接雇用従業員は、原則として
組合員でなければならないと定めています。グループ会社26社
と労働組合26支部・分会が労使関係や人事・労働条件を規定する
労働協約を締結しています。
　当社グループにおいては、人事賃金制度や働き方・労働時間制
度などに関する労使協議を、いわゆる春闘などにおいて短期集
中で交渉するのではなく、通年で継続的に行っています。
　また、グループ経営トップと組合本部幹部、あるいは各社トッ
プと組合支部幹部による懇話会も定期的に開催し、情報共有を
行うことで、相互理解と信頼・協力関係のもとに、円滑な事業運
営と働く環境の維持・向上を図っています。労使関係は相互に協
力的で、良好です。

“個”の可能性を引き出す対話文化
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①働きがい ～“個”を成長させる生涯CDP～

　三越伊勢丹グループでは、“従業員一人一人の成長”と
“会社の成長”を両立させる「生涯CDP」の取り組みを進め
ています。
　この取り組みは、従業員と会社、そしてマネジメントを担
う人（上司）が、中長期視点とグループ思考を併せ持ちなが
ら、三位一体で進めていく取り組みとなります。
　上司は、中長期の会社の成長や個人の成長を考えながら
定期的なキャリア対話を通じて、従業員一人一人の成長機
会を公平につくり、グループ思考でのCDPを実現すること
で、従業員の成長実感につなげます。
　従業員は、受け身にならず、自律的な姿勢を持ち“自ら考
え、学び、自ら行動する”姿勢のもと、時代変化と合わせ、持
続的な成長を遂げていきます。
　会社は多様な従業員のキャリアフェーズやライフワーク
バランスに寄り添った制度を構築するとともに、一人一人
が活躍できるよう働く環境を整備していきます。
　この三位一体となった「生涯CDP」の取り組みを常に更
新し続けることにより、個人の成長を起点に、会社や社会の
持続的な成長につなげていきます。

目指す姿

“自律的な姿勢”

“人的資本価値の最大化”

従業員一人一人の力を
最大化するために
キャリアフェーズにあった
「公平な機会」と「環境」を提供

“経営者マインド”

短期視点・縦割り思考にならずに
“中長期視点”と“グループ思考”
を持ち人財育成を進める

生涯CDPの全体像

三越伊勢丹グループ

マネジメントを担う人

私たち

生涯CDP

定期的なキャリア対話
(一人一人の成長への伴走)

成長・成果への公正な評価

成長機会の提供（OJT）

上司が行うこと

育成と成果を両立する
グループ視点の異動配置

会社が行うこと

経営戦略・企業理念の浸透

戦略的な育成のための異動配置

両立支援制度

キャリア情報の提供

キャリア支援制度

自律的な学びの機会の提供

社会の成長

人的資本価値の向上

会社の成長

自らのキャリアビジョンをもとに、
自律的にキャリアを“考え”
準備のために “学び”
“変化”し続ける姿勢を持つ

中長期視点・グループ思考

人財への投資

従業員が行うこと

自律的な学び
(目的地に向けて必要な知見の獲得)

市場価値、経営者マインドへの意識
(広い視座と高い視点)

自律的なキャリア形成意欲
(持続的な成長意識)

マイキャリアビジョンの設定
(目指す目的地の設定)

※CDP（Career Development Program）：従業員のキャリアや能力を開発するための中
長期的な計画
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従業員への期待

従業員一人一人の
キャリアフェーズに
合わせた
公平な機会の提供

自律的な
キャリア形成意欲と
学び続ける姿勢

上司の責任
会社の責任

自律的なキャリア形成意欲

人事制度や機会拡充による支援と後押し

キャリア
設定

フェーズ

キャリア
準備

フェーズ

キャリア
実現

フェーズ

キャリア
育成

フェーズ

ライフワーク
調整

フェーズ

実現機会の提供 選択機会の拡充 戦略的成長
機会の提供

キャリア情報の提供
定期的な対話機会

学習機会の提供

人生100年時代

　「生涯CDP」において、従業員一人一人の成長を実現するには、一人一人の異なるキャリア
フェーズに寄り添う仕組みや環境を整えることが重要という考えのもと、個人のキャリアの設
定・準備・実現フェーズ、そして出産や育児、介護などのライフワークバランスに合わせた仕組み
を整えています。
　あわせて、上司との定期的なキャリア対話により、中長期の成長可能性の把握のもと、戦略的な異動
配置や出向により、個人の持つ可能性を最大限に引き出していく取り組みを進めています。

人財育成のグランドデザイン

　当社グループは、企業の持続的な成長と事業戦略実現に向けて、従業員が自律的に学び、成長し、
キャリアにつなげる環境と機会が整っている状態を目指しています。そのために、人財育成のグラ
ンドデザインである「MANABIの森」を策定し、教育の環境・機会を全従業員に提供しています。
　「MANABIの森」は、①全従業員にとって必要不可欠な教育と、②従業員一人一人が描くキャリア
に合わせて自ら選べる教育 P.51 、の両軸で構成しており、「キャリア教育」「基礎」「専門」「体験

教育制度」の4つの分類に沿って、業務教育と能力開発のコンテンツを用意しています。徹底すべき
ところを押さえつつ、従業員それぞれが描くキャリアに沿って自ら選び学べる機会をeラーニング
含めて展開しています。

人財育成方針生涯CDPを実現する仕組み

人財育成のグランドデザイン「MANABIの森」コンセプト

一人一人のキャリアフェーズに寄り添う
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三越伊勢丹グループでは、継続的な企業成長の実現のために、

「会社が戦略としてやるべきこと」と「従業員がやりたいこと」を
最大限マッチングさせること（＝適所適財）を重要視しています。
適所適財はモチベーションの向上に直結するため、個人のパ
フォーマンス、ひいては組織・企業としての業績にも大きく影響
すると考えます。
　また、不確実性が増していく世の中において、企業も人も常に
変化し続けることが求められているなか、個人の成長において
は会社主導のキャリア開発ではなく、自らの責任でキャリアを
選択していくことが必要であると考えます。
　そのための情報提供の一環として、グループ内の働き方や仕
事内容を把握することができる「会社別・事業別 業務内容紹介」
の取り組みを2022年度より始めました。
　加えて、「意欲ある人財の自律的なキャリア形成を支援する」と
いう考え方のもと、年に一度の「自己申告制度」や、社内での募集
案件に自身の意思で自由に応募できる「社内公募制度」、希望部署
に自ら手を挙げる「チャレンジ申告制度」など、自律的なキャリア
形成を支援する制度を整備しています。
　今後は、今まで以上に個々の従業員の要望・スキルなどを深く
収集するとともに、「パーソナルデータ」「パフォーマンスデー
タ」「キャリアデータ」を一元管理することで、「戦略」と「個々人
の想いやスキル」を有機的にマッチさせた戦略的な人事配置を
効率的に実行していきます。

一人一人のキャリアと向き合う上司と部下との対話

　上司と部下が定期的に行う1対1での対話（1on1ミーティング）
においては、日頃の業務に関する対話だけでなく「キャリア対話」
も重要テーマの一つに位置づけており、従業員本人が自らのキャ
リアについて考えるだけでなく、上司と部下との間でキャリアイ
メージを共有することで、将来につながる業務経験の機会の提供
などにもつなげていきます。

自己申告制度

　当社グループで働くうえでの仕事や進路、異動などの希望や
自己啓発、キャリアプランについての意見や意欲を自由に回答
し、提出する制度です。
　現在の仕事への満足度や、過去のキャリアの振り返り、保有ス
キルなどの情報も収集することで、より本人の要望や適性に合
致した異動配置に活用しています。今後は、従業員個々人の「想
い」や「要望」をより深く抽出することで、人財育成や適所適財を
通した「従業員満足度の向上」につなげ、企業としての戦略実現
につなげます。
　なお、この申告制度は毎年1回、社員、メイト社員（地域限定社
員）、エルダースタッフ、2022年度からはフェロー社員（時給制
契約社員）も対象とし、実施しています。

社内公募制度

　中期経営計画の実現に向け、広く人財公募の必要性が高い案
件の募集に対し、職務遂行に必要な能力や適性を持ち、意欲の
ある人財を公募する求人型の公募制度です。
　なお、この申告制度は社員、メイト社員、エルダースタッフを
対象に実施しています。

チャレンジ申告制度

　希望する役割や業務内容に対して、活かすことのできる自身
の経験・能力を具体的に申告できる求職型の公募制度です。自己
申告制度を一段階進め、ポジティブなキャリアチェンジを希望
する人に人事担当との直接面接を実施します。
　なお、この申告制度は入社7年目以降の社員を対象に実施し
ています。

チャレンジ申告制度の実績
2021年度 2022年度

エントリー人数 37 212

マッチング人数 11 27

会社別・事業別  業務内容紹介
この取り組みでは、会社が三越伊勢丹の各所属、また当社
グループ各社の業務内容や求める人財像などの情報を一
元化し、従業員に対して情報提供を行っています。従業員
はこの情報をもとに、自らのキャリアを考え、各制度を利
用することで個々のキャリア自律を促進していきます。

自律的なキャリア形成

社内公募制度の実績
2021年度 2022年度

公募案件数 17 18

エントリー延べ人数 95 58

マッチング人数 38 21
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自律的なキャリア形成を支援する制度の流れ

従業員

会社

情報提供 機会提供
自らキャリア選択

上司と一緒に自らのキャリアを考える
（1on1ミーティングを活用）

「自己申告制度」で異動希望
「チャレンジ申告制度」に応募
「社内公募制度」に応募

定期人事異動
本人通知

会社別・事業別
業務内容紹介

「チャレンジ申告制度」
「社内公募制度」募集

応募受付 人事面談 マッチング
の検討

人事異動

メイト社員（地域限定社員）の積極的な正社員登用

　（株）三越伊勢丹のメイト社員（地域限定社員）は、全従業員約
8,000人のうち約1,700人を占め、百貨店で最も重要な店頭販
売で大きな役割を担っています。入社4年目以降を無期雇用と
する制度でしたが、2016年4月からは入社初年度より無期雇用
とし、スタイリスト（販売員）の働く環境のさらなる改善を図っ
ています。
　また、メイト社員から正社員への登用は、登用試験受験までの
年数を入社5年目から4年目に短縮した結果、正社員登用者数は
年々増加し、2022年度は約75人、累計で約1,070人が正社員と
なり、うち約55人が管理職に昇格しています。
　また、フェロー社員（時給制契約社員）からメイト社員への転換
者数は、2022年度は約20人、累計で約1,500人となっています。

INTERVIEW

初心に立ち返り、お客さまに寄り添う仕事を

　2023年4月に、チャレンジ申告制度を利用して、個人外商
グループ伊勢丹外商部に異動しました。
　2007年に入社して以来、高松三越への出向を含めて複数
の店舗で店頭業務を経験しました。直近では後方部門のス
タッフとして、店頭とは違った視点を学び、やりがいがあり
ました。ただ、その一方で、店頭やお客さまとの距離を感じる
ようになりました。
　そんな時に、尊敬する先輩の「自分のキャリアは自分で描
くものだ」という言葉を思い出しました。本当に自分が今や
りたいことは何かをあらためて考えたところ、入社の動機で
もあったお客さまの「人生の1ページ」に関わる仕事がしたい、
という気持ちを思い出し、直接お客さまに寄り添うことがで
きる所属として個人外商グループを希望し、チャレンジ申告
制度を利用することに決めました。

（株）三越伊勢丹 
営業本部 外商統括部
個人外商グループ 
伊勢丹外商部 

早川 知宏

　実際に異動してみると、イメージの違いや課題の多さに学
びの連続ですが、お客さまの「ありがとう」の言葉や仲間のサ
ポートに支えられ日々励んでいます。今後も、この環境に身
を置けることに感謝しながら、一つ一つ努力と経験を積み
重ね、お客さまの「人生の1ページ」づくりに貢献していきた
いと思います。

キャリアアップ
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新卒社員教育

　（株）三越伊勢丹に総合職として新卒入社した社員は、最初に百
貨店事業の業務を経験します。まずは、百貨店事業の現場に身を
置き、お客さまと直接接しながら、商売の基本を身につけます。 
　その後は、本人の希望と適性に合わせて、継続して百貨店事業
に携わるほか、百貨店事業以外の事業へも配属されます。 
　入社から6年間は、グループ内企業合同の必修研修を実施し

（2022年度は延べ1,002人が参加）、グループ全体最適の追求や
企業間コミュニケーションの促進を目指しています。 
　その後、昇格試験を経て、最短で7年目にはマネジメント職を
担います。

新卒社員のキャリアパス　

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 7年目～6年目

百貨店事業 全社／全領域 昇格試験

［ 百貨店事業からスタートし年次を追うごとに活躍フィールドが拡大 ］

マネジメント職
全事業

※（株）三越伊勢丹

経営人財育成

　ステージA（部長職）4年目以降の人財を対象に、将来のボードメ
ンバーとなりうる人財プールを形成するための選抜型育成プロ
グラムとして「ビジネスリーダープログラム」を実施しています。
　このプログラムは、2013年度より「企業価値構想力」や「リー
ダーシップ」の養成を目的に開講しました。これまでに累計
150人以上が参加し、その受講者のなかから約30人の役員が
誕生しています。
　また、配置においても、評価、面談、自己申告など多方面から
本人の能力・適性を見定め、経営人財育成視点での戦略的な異
動配置を実施しています。

（株）三越伊勢丹と地域事業会社の人財交流

　当社グループでは、積極的に人財交流を促すことで、グルー
プの一体感の醸成と次世代人財の育成を進めています。例えば、
グループ百貨店の入社3年目以降の定期採用社員（選抜者）を首
都圏の商品統括部や店舗に配属し、1年間の研修を実施してい
ます。これは主に、リアル店舗でのお客さまお一人お一人とつ
ながるCRM※戦略の理解、デジタルリテラシーの向上、お取組
先との関係づくりなど、首都圏ならではの知識やスキル、経験
を習得する学びの機会を提供するものです。帰任後は、それら
を活かし日々の業務に邁進しています。この研修を継続実施す
ることで、グループ全体のレベルアップと将来の優秀なマネジ
メント層の早期育成を目指しています。

知識習得のための外部機関への派遣や制度

　三越伊勢丹グループでは、自己啓発のために一時的に休職で
きる制度やグループ外出向があります。

自己研修休職制度
期間は、最短1ヶ月から最長2年です。2015年から計11人
が本制度を利用しており、取得目的は主に大学院進学です。

グループ外出向
外部企業で一定期間経験を積むことで三越伊勢丹グルー
プ内では獲得できない知見・スキルを身につけ、帰任後
に組織に還元することおよび個人の成長を目的にグルー
プ外出向を実施しています。
異業種企業や団体、官庁などへ、直近3年間で35社88人
が出向しています。

経営人財の育成

※CRM（Customer Relationship Management）：顧客関係管理
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マスターシューカウンセラー エバーグリーンバッジと表彰状

ワインセミナー初級  会場の様子

社内資格制度

　当社グループでは、「高い専門知識をもって、お客さまのご期
待を上回る感動レベルでお応えすることができる人財」の育成
を目指しています。商品領域ごとに求められる専門知識を社内
資格と定め、体系的な知識・技術の習得を推進しています。
　現在は「インテリアスペシャリスト」「パーソナルカラーアナ
リスト」「シューカウンセラー」「マスターシューカウンセラー」

「マタニティ・ベビー・コンシェルジュ」「手話」「モードフィッ
ター」の社内資格を取得したスタイリスト（販売員）がスキルを
活かしながら活躍しています。

パーソナルカラーアナリスト

歌舞伎観劇レクチャー会の様子

※2023年3月時点

社内資格取得者数
資格名 取得者数（人）

インテリアスペシャリスト 35

パーソナルカラーアナリスト 397

シューカウンセラー 236

マスターシューカウンセラー 65

マタニティ・ベビー・コンシェルジュ 48

手話 53

モードフィッター 60

※（株）三越伊勢丹

　従業員が自主的に学ぶ能力開発の機会提供を拡充しています。
　代表例として「MANABIの森eラーニング」 P.47 という、

グループ従業員の誰もが利用できるeラーニングシステムを整備
しています。業務知識やビジネススキルなど、独自に開発したさ
まざまなコンテンツがグループ全社計で500コース以上あり、個
人デバイスなどからもアクセスできるため、時間的・地理的ハー
ドルを解消し、いつでもどこでも学ぶことができます。これらは
グループ外への出向者や育児などによる休職者も学ぶことが可
能です。また、当社店舗内で販売に従事するパートナースタッフ

（お取組先販売員）が受講可能なコンテンツも用意しています。
　そのほか、自主的に参加できる集合研修の実施も拡充しており、
所属部署や企業を超えた交流機会の提供も増えています。

リベラルアーツ

　リベラルアーツ教育の一例として「SNACK（スナック）※」と題
した、当社グループの全従業員が企画・参加できる自律的な学び
合いの場を設けています。
　2023年度は、従業員が企画・運営するセミナーの提供に加え
て、リベラルアーツ教育の強化に取り組み、“高感度上質”戦略
の実現に向けて、グループ全従業員の知識・教養の底上げを目
指します。

表彰制度

　お客さまと接点を持つ全ての従業員のなかから、お客さま・働
く仲間・会社にとってなくてはならない存在として最も優秀な
従業員を「エバーグリーン」として敬意を持って認定・表彰して
います。2011年度に（株）三越伊勢丹でスタートし、翌2012年
度よりグループ全体に拡大、2022年度までの11年間で累計
695人が表彰されています。
　2021年度には、表彰式のスタイルをオンラインへと変更し、
好事例のノウハウ共有もデジタル活用するなど、新たな形に変
更しました。
　2023年度からは、当社グループ企業理念「VALUES（私たち
が大切にする思考と行動）」の体現を選出基準とし、ステークホ
ルダーの“こころ動かす”スタイリストを表彰し、受賞者の取り
組み内容を人財育成につなげながら、従業員の自律性を高めモ
チベーション向上に寄与する表彰制度へと進化しています。

※SNACK：Skill（技術）、Network（ネットワーク）、Attitude（姿勢・立ち居振る舞い）、
Communication（コミュニケーション）、Knowledge（知識）

自律的に学ぶ機会の提供

講義の様子
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②働きやすさ ～多様な“個”の活躍とライフワークバランス～

多様な“個”の活躍

　三越伊勢丹グループでは、“個”を成長させるための生涯
CDPを推進していくにあたって、一人一人のキャリア
フェーズや生活の環境変化などに寄り添った支援制度を拡
充することで、多様な“個”が活躍し、成長し続けられる環
境を整備し、企業としての多様性につなげ、イノベーション
を通じた企業の持続的な成長につなげていきます。
　多様な価値観を尊重し、お互いの違いに価値を認めて、
従業員一人一人が最大限に能力を発揮できる組織と環境
づくりを進めることにより、個人の成長と会社の成長の実
現を共に果たしていきます。

イノベーションによる企業の成長・社会課題の解決

一人一人の挑戦・成長意欲の醸成

多様な“個”の活躍と成長

多様な“個”の活躍こそが企業の成長につながる

組織の活性化

公平・公正性
エクイティ多様性

ダイバーシティ
包括

インクルージョン

多様な“個”の
組み合わせによる
イノベーション他者尊重

多様な“個”の確保 多様な“個”の活躍機会

　当社グループは、従業員の約7割が女性です。
　今後の企業成長（戦略実現、イノベーション推進）においても、
人口動態の変化においても、女性の活躍は不可欠です。今後も、制
度・サポートの充実にとどまらず、組織風土や個々人の意識醸成
を進めることで、さまざまなライフステージの女性が働きがいと
働きやすさを実感しながら活躍できる環境をつくっていきます。

女性活躍

女性管理職在籍人数

社員平均勤続年数 

女性人数 総数 女性構成比

ステージA（部長職） 74 448 16.5%
ステージB（課長相当職） 1,044 3,202 32.6%
合計 1,118 3,650 30.6%

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

女性 21.1 21.2 21.4 22.0 22.1
男性 21.2 21.2 21.6 22.3 23.0

新卒（総合職）採用実績人数
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

女性 20 15 16 15 10
男性 14 17 12 9 10
合計 34 32 28 24 20

※（株）三越伊勢丹

※各年4月時点

※2023年4月1日時点

※グループ計

※（株）三越伊勢丹

新卒採用

　多様な価値観を尊重し、採用基準を設けています。その結果と
して、例年、新卒社員（総合職）の約半数あるいはそれ以上を女性
が占めています。

平均勤続年数・管理職登用

性別にかかわらず活躍できる環境づくりを行うことで、
女性管理職比率は年々増加しています。女性活躍推進の基
盤として、育児関連制度を充実させながら、女性が出産後も
継続して働き続けられる環境整備を進めており、子どもを
持つ女性管理職も多く在籍しています。その結果、女性の平
均勤続年数も年々長くなっています。

女性の活躍に関わる主な外部評価

●経済産業省「ダイバーシティ経営企業100選」（2015年）
●日本生産性本部「女性活躍パワーアップ大賞」
優秀賞受賞（2016年）

●内閣府 女性が輝く先進企業2018
「内閣府特命担当大臣（男女共同参画）表彰」受賞
●えるぼし認定2段階目（2016年）
●えるぼし認定3段階目（2023年）

女性役員在籍人数（2023年度）
取締役 執行役員 代表取締役社長

（株）三越伊勢丹
ホールディングス

3
（うち、社内1） — —

（株）三越伊勢丹 — 2 —
グループ会社 — — 1

役員登用

2014年に初めての女性役員が誕生以降、継続的に社内外
から女性役員を登用しています。現時点では、6人の女性役員
が就任しています。
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INTERVIEWINTERVIEW

感謝の気持ちを大切に、
今度は自分が支える存在に

多様な個性が“こころを動かす”原動力

　産休・育休を経て、育児短時間勤務制度を利用して、2023年に復職し
ました。現在は日本橋食品フロアの計画担当として、中期計画策定や媒
体制作などに携わっています。毎日おいしいものに囲まれて、幸せな気
持ちを感じながら働けていることをうれしく思います。入社した時から、
周りに子育てをしながら生き生きと働いている先輩がたくさんいて復職
後のイメージが持てたので、不安はありませんでした。今は、限られた時間
のなか、周りの方へ感謝の気持ちを伝えることを大切にしながら働いてい
ます。
　夫も同じ社内で働いていますが、子どもが生まれた時に産後パパ育休

（出生時育児休業）を取得しました。新生児の頃は、母親が育児の中心に
なりがちですが、最初から二人で一緒に試行錯誤をしながら自分たちの
育児スタイルをつくっていけたのは、とても良かったと思います。
　入社前から3世代で楽しめる三越伊勢丹が好きで、娘、孫の代までずっ
とこれからも続いてくれたらと願っています。そのために、今後もお店
に関わる仕事をしていきたいです。
　今は、周りの方に支えられながら自分らしく働けていることにとても
感謝しています。誰にでも育児だけでなく介護や病気など、さまざまな
ライフイベントに遭遇する可能性はあります。その時に、キャリアをあ
きらめずに柔軟な働き方ができること、お互いを支え合う風土があるこ
とが大切だと思います。子どもが大きくなった時、今度は自分が支える
存在になっていきたいです。

　今では“化粧品に詳しいひと”と社内で思われている私も、1998年に女性バイヤーとして初めて伊勢丹新
宿本店の化粧品の仕入れを任された当時は、全く知識がありませんでした。慌てて美容雑誌で勉強し、休日
は国内外の百貨店や専門店をめぐり、購入体験を通じて化粧品への理解を深めたものです。その後、化粧品
を使う“顧客心理”から商品展開を考える力がつき、2008年に伊勢丹新宿本店に“女性の好不調を支えるか
かりつけのビューティ薬局”をコンセプトとした「ビューティアポセカリー」を立ち上げるなど、お客さまと
社会のために「実現させたい」と思うことが認められるようになりました。このショップが15年間もお客さ
まに愛され続けていることをうれしく思っています。このように「教えてください」と堂々と言える未経験
分野ほど、多くを吸収し成長できる機会はありません。将来の可能性を踏まえて成長の機会を得られるのが
当社の良いところです。
　2022年4月に、私は（株）仙台三越の社長として着任しました。東北の要の仙台においても女性経営者は少
なく、最初は戸惑いもありましたが、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進に関心をお持ち
の経営者の皆さまが多く、これまでの私の経験を話す機会を与えてくださいました。講演会など1ヶ所で話す
とほかでも話してほしいと依頼があり、参加された女性から個別に話を聴かせてほしいというご要望も多く
なりました。“目に見える存在”はイメージしやすいのだと実感しています。今年、仙台三越では社内の昇格試
験に臨む女性が増えました。昇格後の自分の姿を想起できる身近な存在が、これからもさらに多くなること
を期待しています。
　私は入社3年目で父の看取りで半年間看護のため短時間勤務をし、三越銀座店で営業部長を担っていた際も
母の看取りで仕事を3週間休みました。現在はジェンダーを問わず、さまざまな時間的制約のなかで働く人が
増え、周囲の理解はもちろん、自身もその限られた時間内で成果を出し評価される時代です。今、私の経験を同
じような境遇の部下へのアドバイスに活かしています。経験から生まれる言葉は人の心を動かすことを、かつ
てバイヤーだった時にも、そして現在は仙台三越の社長としても実感しています。
　さまざまな経験をした従業員一人一人の個性が、従業員だけでなく、三越伊勢丹グ
ループを支えてくださる全ての皆さまの“こころを動かす”力になると信じています。

（株）三越伊勢丹 
営業本部 三越日本橋本店
営業統括部　
第1営業部商品担当 

八尋 恵実里

（株）仙台三越 
代表取締役社長 

小宮 仁奈子
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育児と仕事の両立支援

　三越伊勢丹グループでは、性別にかかわらず、妊娠・育児をし
ながら働く従業員を支援するために、法令を上回る制度を設け
ているほか、働きがいを持って仕事し続けられるよう、さまざ
まな制度と環境を整えています。

育児関連制度
　「産前・産後休暇」「育児休業制度」を取得した従業員の出産後
の復職率は約9割であり、2023年8月現在、約450人が「育児勤
務制度」を利用し、家庭と仕事の両立を図っています。
　そのほかにも、フルタイム勤務への早期復帰に向けた支援と
して「育児勤務の一時的勤務時間延長制度」「フルタイム早番固
定勤務制度」「育児勤務のスライド制度」など、勤務形態の拡充
を行っています。
　また、人事統括部内に「育児関連制度相談窓口」を設置してお
り、育児休業中の従業員への情報発信などの支援を行っている
ほか、職場復帰前には「育児休職者セミナー」を、復職後には育児
とキャリアの両立をテーマとした「育児休職からの復職者向け
eラーニング」を実施しています。さらに、フルタイム勤務復帰
を迎える従業員を対象としたeラーニングを実施するなど、ソ
フト面の取り組みにも力を入れています。

育児関連制度利用者数 

育児支援の体系 育児関連制度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

育児休業取得者数

女性 127 126 120 103 124

男性 19 14 13 17 34

合計 146 140 133 120 158

育児休業取得率
女性 99.4% 100% 100% 100% 100%

男性 21.8% 23.3% 21.7% 30.9% 87.2%※

妊娠・育児のための短時間勤務者数

女性 457 475 473 471 455

男性 0 1 0 0 0

合計 457 476 473 471 455

育児休職からの復職者数 103 111 118 89 101

※（株）三越伊勢丹の社員・メイト社員

※育児目的休暇を含めた男性育児休業取得率は、2022年度 97.4%

制度名 内容

産前・産後休暇 産前8週間・産後8週間の取得可能

育児休業制度 子が満4歳に達する月の末日まで利用可能
（最長、1子につき3年に達する月の末日まで）

育児短時間
勤務制度

育児のために勤務時間を短縮する制度。子が小学校3
年生まで利用可能（育児勤務と育児休業の合計は最長
10年。ただし、小学校1年生の9月末までは延長可能）
※2014年度「育児勤務の一時的勤務時間延長制度」を導入
（月10日まで、一時的にフルタイム勤務が可能）

※2018年度「育児勤務のスライド制度」を導入（月10日まで、
時間帯をスライドして勤務することが可能）

フルタイム早番
固定勤務制度

子が小学校4年生まで利用可能（早番固定勤務と育児
勤務と育児休業の合計は最長11年。ただし、小学校2
年生の9月末までは延長可能）

子の看護の
ための休暇

●小学校就学に達するまでの子の看護に対して、子が
1人であれば年間5日、2人以上であれば年間10日
の利用が可能

●時間・半日・1日単位で取得可能

ソフト面の支援

人
事
統
括
部
内
に｢

育
児
関
連
制
度
相
談
窓
口
」を
設
置

●
再
雇
用
制
度

　●
グ
ル
ー
プ
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
転
籍
制
度

制度支援

産前・産後休暇
育児休業

育児短時間
勤務

フルタイム早番
固定勤務

フルタイム勤務

● 休職前：産前面談  
● 休職中：情報発信 
● 復職前：育児
休職者セミナー

● 復職時： 
育児休職からの
復職者向け
eラーニング

● 育児勤務の一時的 
時間延長制度

● 育児勤務の
スライド制度

● フルタイム勤務 
育児支援補助金
制度

● フルタイム勤務
復帰前： 
フルタイム勤務
復帰予定者向け
eラーニング

両立支援制度
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制度を利用した男性従業員数
制度名・内容 2022年度

配偶者が出産した男性従業員数 39
育児休業制度 法定制度 2
出生時育児休業制度　 法定制度 1

育児休業の特例

当社独自の制度。子が1歳に達す
る日以前であり、育児休業期間
が4週間（各人の休日を含む）以
内の場合は、休職とせず、1子に
つき5日間まで有給とする制度

31

育児目的休暇（ストック有給休暇利用） 4
取得者合計　　　　　　　　 38
取得率 97.4％

※（株）三越伊勢丹

男性の育児休業制度利用促進
　性別にかかわらず、希望に応じて育児と仕事を両立できる職
場環境の実現を目指して、「男性の育児休業取得率100％」を目
標※に掲げ、取り組みを進めています。「育児関連制度相談窓口」
の設置に加え、制度面では、法定の育児休業制度のほか、男性の
育児を促進するために独自制度「育児休業の特例」を設けてい
ます。2022年度からは、配偶者の妊娠・出産の申し出をした男
性従業員へ人事から個別周知・意向確認の実施を開始しました。
※（株）三越伊勢丹：2024年度／グループ全体：2030年度

（株）三越伊勢丹
営業本部 第2MDグループ
グループＭＤ部拠点ネットワーク 

八尋 俊彦

INTERVIEW

子育てのスタートとしての出生時育児休業取得、得られた新たな視点

　第一子誕生に伴い、2022年10月から「産後パパ育休（出生
時育児休業）」を取得して約4週間休業しました。 
　子どもを授かったら育児休業を取得したいと以前から考
えていました。また、妻 が当社に同じ職責で勤めていること
もあり、できるだけフラットに育児・家事を分担して協力し
ていくことも話し合っていました。取得時期については少々
悩みましたが、調べていくなかでちょうど出産予定日近くに

「産後パパ育休」が創設されること、そして産後の女性の負担
の大きさについても知りました。親となることの喜びと不安
に一緒に向き合いたいと思い、この時期に取得することを決
めました。
　社会的に「男性育休義務化」と注目を集めていたものの、情
報収集を進めると、インターネット上ではネガティブな話も
多く、正直不安はありました。しかし、上司に相談したところ、

「もしこの時代であれば自分も取りたかった！男性育休経験
者を紹介するから話を聞いてみたら？」と受け止めてくれた
ことで、不安が大きく緩和されました。また、取得をお取組先
を含む周囲の方々に伝えた時の反応も背中を押してくれま
した。性別や年齢はさまざまですが、皆さん好意的に受け止
めてくださり、ご自身の経験や子育てへの思いを教えてくれ
たことが印象に残っています。日本における育児休業や父母
の育児への関わり方の歴史、そしてその変遷を感じる時期で
もありました。
　休職中は産褥期の妻と生後間もない子どもと3人で過ごし、
育児・家事において物理的に不可能なこと以外はできる限り

行っていました。必要な時にいつでも声を掛けてもらえる状
態を心掛け、妻が起きている間は体力が続く限り自分も起き
るなどしていました。合理的でない部分もありましたが、3時
間おきの授乳などで妻だけが睡眠を削られることに罪悪感
があり、少しでも苦労を共有できればと考えていました。一
方で、妻が絶えず労いの言葉を掛けてくれたことが大きな励
みになっていたのを覚えています。感謝を言葉で伝え合うこ
との大切さを強く実感する日々でした。
　育児休業を取得したことで社会に対する解像度が上がり、
現在の仕事においても新たな視点や判断軸が生まれたと感
じています。現在、妻は短時間勤務にて復職していますが、育
児・家事について明確な役割分担はせず、できるほうができ
ることをするスタイルをとっています。今後、子どもが成長
し、お互いにもっと仕事のギアを上げたいタイミングもある
と思います。その際にもどちらかに負担が偏るのではなく、
お互いの気持ちを尊重しながら、夫婦で話し合いながら家族
にとって最適な形を選択していきたいと考えています。
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介護と仕事の両立支援

　家族の介護をしながら働く従業員を支援するために、一定期
間内において休業できる制度や勤務時間を短縮できる制度を
法令以上に設定し、継続して働き続けられる体制を構築してい
ます。また、家族の介護を事由としてストック有給休暇※を取得
することを可能とし、選択肢を広げています。

兼業・副業の支援

　従業員がグループ内で得ることが難しいスキルや経験を獲
得できるだけでなく、従業員の自律性や自主性も促進される
ため、2020年4月より制度を開始しました。
　長時間労働や過重労働による従業員の健康被害が生じない
よう、また、職務専念義務や秘密保持義務に違反することがな
いよう、順守事項を常時掲示しています。
　2022年度には（株）三越伊勢丹ホールディングスおよび

（株）三越伊勢丹で計153人が利用しました。

その他多様性のある働き方を支援する諸制度

　当社グループでは、個人のライフワークバランスを支援する
制度を設けています。

ライフイベント再雇用制度
　結婚、出産、育児、介護または配偶者の転勤などを理由に退職
した場合、退職後12年以内であれば、退職時の雇用形態で優先
的に再雇用する制度。

グループライフイベント転籍制度
　結婚、出産、育児、介護、配偶者の転勤などライフイベントに
応じ、本人希望による転居先地域のグループ会社に転籍を可能
とする制度。

ストック有給休暇制度
　働きやすい仕組みづくりの一環として、法的には失効してし
まう未取得の年次有給休暇を最大230日までストックできる
制度。あらかじめ定めた事由と日数の範囲内であれば、原則本
人が希望する時期に取得が可能。

短時間勤務制度
　個人の生活上の事情と仕事との両立のために、一定期間内に
おいて勤務時間の短縮を可能とする制度として、2022年度よ
り新設。対象となる事由は、介護・兼業・副業・私傷病の療養・修
学・資格取得などで、1日当たりの所定労働時間の短縮や所定労
働日数を低減した勤務が可能。

配偶者転勤休職制度　
　配偶者の転勤などにより転居を必要とする地域で配偶者と
生活を共にするために休職ができる制度を2023年度より導入。
それにより、退職することなく、一定期間生活に専念しつつ
キャリアも継続することが可能。
2023年度実績　4人（（株）三越伊勢丹、2023年9月1日時点）

介護関連制度利用者数
制度名 内容 2022年度

介護・介護準備
休業制度

1対象家族につき、最長1年まで。
分割取得が可能 9

介護・介護準備
勤務制度

1対象家族につき、最長3年利用が可能。
分割取得が可能 4

家族の介護の
ための休暇

●対象家族1人につき年間5日、2人以上
であれば年間10日の利用が可能

●時間・半日・1日単位で取得可能
10

※（株）三越伊勢丹の社員・メイト社員

ストック有給休暇制度の利用実績 
2020年度 2021年度 2022年度

延べ申請者数 申請日数 延べ申請者数 申請日数 延べ申請者数 申請日数

介護 252 628 190 710 309 924

育児 90 376 121 561 150 556

能力開発 1 1 1 1 1 1

ボランティア 0 0 17 19 3 4

災害休暇（災害休暇延長） 0 0 0 0 0 0

看護 93 126 206 270 194 432

慶弔 37 37 48 50 65 70

子の学校行事 131 133 166 170 238 239

不妊治療 1 3 0 0 0 0

グループライフイベント転籍制度利用者数
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

利用者数 11 5 6 3 4

※グループ計

※（株）三越伊勢丹ホールディングスおよび（株）三越伊勢丹

※期限内に取得できなかった年次有給休暇を一定数までストックできる制度
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東京都「心のバリアフリー」サポート企業に登録
　心のバリアフリーに対する社会的機運の醸成を図るため、従
業員に対する意識啓発などに取り組む企業等を東京都が「心の
バリアフリー」サポート企業としています。（株）三越伊勢丹ホー
ルディングスは、2018年度に登録されました。

岩田屋三越と愛生の取り組み

　1991年、鹿児島県・大崎町にて知的障がい者授産施設・社会福
祉法人愛生会を運営していた新平重人氏と（株）岩田屋（現 （株）岩
田屋三越）の社長、中牟田健一（当時）の間で障がい者に就労の場
を提供しようという思いで（株）愛生が設立されました。のち、
1998年には（株）岩田屋の特例子会社に認定され、現在、12人の
障がい者が在籍しています※。
　愛生の主な業務は、岩田屋、福岡三越の各店で使われる用度品
やブランドショップの手つき紙袋の製作と野菜づくりです。愛生
は雇用確保と社会参加促進のために、高付加価値な農業への取り
組みを創業以来続けています。焼酎用のサツマイモのほか、地元
農家の方と協力して育てた野菜の一部を2021年より岩田屋本店
の食品お買場（売場）で販売しています。ここでつくられた野菜は、
安全で高品質な農産品の一貫した生産管理体制が構築できてい
ることを評価され、世界120ヶ国以上で運用される国際標準のグ
ローバルギャップ認証を鹿児島県内の障害福祉サービス事業所
として初めて取得しました。
　また、人の交流もあり、愛生にて年に1回開催される「大運動会」
に（株）岩田屋三越の従業員がサポートとして参加、また夏に開催
される「カブトムシ相撲大会」の応援にも有志で駆けつけています。
このような機会に愛生の方々と直接触れ合うことは、従業員の意
識改革、ダイバーシティの理解が進むきっかけになっています。

※同社は三越と伊勢丹の統合に伴い、2011年3月に（株）三越伊勢丹ソレイユとなり
ました

三越伊勢丹ソレイユで働く従業員

3年ぶりに大運動会が開催されました

障がい者雇用比率
雇用比率

2022年度実績
※2023年6月1日時点 2.83%

2030年度目標 3.50%

※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

※（株）岩田屋三越の障がい者雇用比率は3.35％（2023年6月1日時点）

2017年10月、（株）三越伊勢丹ソレイユは障がい者雇用にお
いて特色ある優れた取り組みが評価され、東京都産業労働局
が主催する「障害者雇用エクセレントカンパニー賞」を受賞
し、東京都知事より表彰
されました。

障害者雇用エクセレントカンパニー賞
障がい者の能力開発や処遇改善を積極的に行う障害者法定雇用率を達成している
都内企業を表彰する東京都独自の制度です。障がい者が職場で活躍できる環境整
備の促進、障がい者雇用に関する周知・啓発を目的にしています。

　三越伊勢丹グループでは、「障がい者も社会経済を構成する
一員として職業生活においてその能力を発揮する機会を与え
られるものとする」という障がい者雇用の理念を引き続き実践
していきます。

障がい者活躍推進

三越伊勢丹ソレイユ

　百貨店店頭での接客には、多くの付帯業務が発生します。ギ
フト用ラッピングの袋づくりや箱の組み立て、リボンシール貼
り、伝票へのショップスタンプの押印など多岐にわたる付帯業
務は、スタイリスト（販売員）が接客に専念する時間を圧迫して
きました。
　そこで、手作業による単純反復作業に高度な能力を発揮する
知的障がい者が主体となって、これらの業務を担う特例子会社

（株）伊勢丹ソレイユ（現 （株）三越伊勢丹ソレイユ）※を2004年
に設立しました。現在、企業就労は難しいといわれている重度知
的障がい者75人を中心に、89人の障がい者が在籍し、店頭では
1ヶ月約5,000時間相当の業務削減となり、大切な販売支援戦力
となっています。
　障がい者の優れた能力を活かして、本業に直結する業務を
ワークシェアリングすることで、業績向上に貢献、かつ障がい者
自身のやりがいが実現し、「企業の一員」としての帰属意識が生
まれています。
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三越伊勢丹ソレイユの作業環境と指導人財の活用

　（株）三越伊勢丹ソレイユ（以下、ソレイユ）は「障害者委託訓練事業※1」の受託機関として、2022年に（公財）
東京しごと財団から認定を受けました。企業就労を目指す方が実際的な知識や技能を短期間で習得することを
目的とした「実践能力取得訓練コース」にエントリーし、2023年10月までに20人の受け入れを行いました。
　ソレイユは、重度の知的障がいのある方の「精緻な手作業が得意」という特性を企業戦力として活用し、三越
や伊勢丹の各店舗で使用するギフト用のリボンやシールの製作など、「百貨店販売における付帯業務」を主業務
としており、訓練でも、従業員と同じ業務に取り組んでいただけるカリキュラムをご提供しています。ソレイユ
が作成する製作物には百貨店品質に見合うレベルの出来上がりが求められ、細やかな技術や高い集中力を必要
とします。訓練生の皆さまにも、当社従業員と同じ工程、同じ難易度で訓練に臨んでいただきます。約2週間の
訓練期間中に面談を2回実施して就労現場視点からのフィードバックを行い、訓練終了後にも書面によるきめ
細かなフィードバックを行うことで、より実践的な訓練となるよう努めています。
　この取り組みは、障がい者従業員の業務遂行を支援・指導するスタッフ（指導員）にとっても、個々の障がい特
性に合わせたコミュニケーションのとり方や作業工程の伝え方、作業精度の向上に必要な治

じ ぐ

具※2の開発などの
指導スキルをブラッシュアップできる、大変貴重な機会となっています。
　また、昨今では希少となりつつある、人の手で行う業務を中心とした訓練カリキュラムを提供できる数少な
い企業として、「多様な職業訓練の実施」を目的としている本事業に大きく貢献しています。

INTERVIEW

工夫と配慮で、障がい者が挑戦できる、
働きがいのある職場に

　ソレイユで働くメンバーの多くには知的障がいがあり、職業重度判定を
受けています。しかし、彼らは卓越した集中力と、単純作業をやり抜く高い
反復力を持ち、健常者では到底かなわない作業性でお客さまのお手元に渡
るギフト用リボンやラッピング資材の加工、製作を行っています。
　彼らが目指すのは一つの業務を極めるスペシャリストではありません。
100種以上ある定型定番業務の全てに対応できるオールラウンダーを目
指し、日々ローテーションをして作業を行っています。一つの仕事を覚え
たら、また次の新しい仕事にチャレンジし、常に新たな目標に向かい努力
し続けます。
　作業ごとにマニュアルが存在しますが、その工程を5手で覚える者もい
れば10手で覚える者もいます。そこで、彼らはオリジナルの「仕事ノート」
を作成し、自分だけの教科書として手順を確認し作業を進めていきます。
新たな仕事にチャレンジするたびに書き足されるページは彼らの努力の
足跡でもあります。「自分はもうこんなに仕事を覚えたのだぞ」と、自身の
成長を同僚らと語り合う姿をとても誇らしくうれしく思います。

（株）三越伊勢丹ソレイユ
代表取締役社長

宮入 渉

TOPICS

※1 公益財団法人東京しごと財団がハローワークと連携して実施する、障がいのある方のための多様な職業訓練です
※2 作業工程で使用する補助具。個々の障がい特性に合わせた治具を開発・使用することで、誰もが等しく高い水準の製作物をつくり上げることができます

作業指導をする様子
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

　メリハリのある働き方を実現することで、従業員の心身の健
康を確保しライフワークバランスの向上につなげるため、継続
的に総実労働時間の短縮に向けて取り組んでいます。単に時間
だけを削減するのではなく、業務の見直しを図ることで、生産性
の向上につなげています。

所定労働時間の短縮

　（株）三越伊勢丹では、2019年度より1日の労働時間を30分
短縮し（変更後の1日当たりの労働時間：7時間25分）、年間所定
労働時間を1,972時間から1,840時間に短縮しました。

業務改善

　（株）三越伊勢丹では、効率的な働き方を進めるため、Office 
365の活用や業務用スマートフォンの貸与、書類のオンライン
化（ペーパーレス）、会議の在り方の見直しなどの業務改善を実
施しています。
　長時間労働抑制のため、PC使用時間を把握するシステムによ
り労働時間を客観的に把握できる仕組みも導入しています。ま
た、勤怠関連の意識・知識浸透に向けて、CHRO（チーフ・ヒュー
マン・リソース・オフィサー）からの従業員への啓発動画発信や、
全従業員へのeラーニングの実施や、毎月、労働組合と協働で時
間管理に関して所属や個人に確認・啓発するなどの取り組みも
行っています。

年次有給休暇

　グループとして年間の取得目標（55%以上消化）を掲げ、取
得推進を図っています。期初に連休取得計画を立案すること
で、有給休暇を取得しやすい環境づくりを推進しています。

現状の取り組み

（1）在宅勤務制度
●2017年度より導入しています。
● 対象者は雇用形態ではなく「自宅で通常業務が自

律的に実施可能か」で判断・実施しています。
●2023年9月時点で（株）三越伊勢丹と（株）三越伊

勢丹ホールディングスの合計で、2,770人（全従業
員の約38％）が実施しています。

（2）社内サテライトオフィス
●2019年度より導入しています。
● 新宿、日本橋、銀座、浦和の店舗または周辺ビルに

て執務可能な共有スペースを設置しています。
● 店舗立ち寄り時や顧客・お取組先訪問後の残務処

理時に活用することで、総実労働時間の短縮にも
貢献しています。

テレワーク

　モバイルPCと通信機器を貸与することで、外出先など通常勤
務先以外での業務遂行を可能にしています。2015年度より、テ
レワークの推進に努めています。

ライフワークバランス

　少子高齢化、生産年齢人口の減少、働き方への価値観の変
化に伴い、働き方の自由度を拡大する「ライフワークバラン
スの実現」が重要視されています。文字どおり「生活と仕事
の調和」を実現させるためには、生産性向上や従業員の健康
も重要な要素となってきます。
　三越伊勢丹グループは、ライフワークバランスの実現に向
けて、従業員が“働きやすさ”を実感できる環境をつくってい
きます。従業員の多様な働き方や健康サポートの促進など、
個々人が柔軟に働くことができるよう取り組みを進めてい
きます。

※「いかなる時も“仕事最優先”ではない」「一人一人の人生や価値観が最大限に尊
重され、それにフィットする企業・職場でありたい」という思いから、当社グ
ループはワークライフバランスではなく、“ライフワークバランス”と表
現しています

総実労働時間の短縮
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

　従業員が心身ともに健康で勤務できるよう、さまざまな取り
組みを進めています。

　健康経営を推進し、従業員一人一人が心身ともに健康で勤務で
きる体制を整えていくことは、従業員満足度の向上にとどまらず、
会社としての質・量両面の生産性向上に寄与すると考えています。
　こちらは、少数精鋭で業績を上げることを目指している当社
グループにとって重要な取り組みであると捉えています。
　そこで現在、人事部門内に担当者を配置し、健康保険組合や
労働組合とも連携しながら、従業員自らが健康への意識を高め、
保持・増進できるようさまざまな施策に取り組んでいます。
　具体的には、以下の取り組みをはじめ、休職者数の定期的な
把握・原因分析に基づいた対策・啓発などを行っています。

健康診断

　従業員が健康に勤務できるよう、年1回、健康診断を実施して
います。法定以外の項目についても定期的に健康診断を行い、
年齢や個人の状況に応じて実施内容を変えており、満40歳に
なる年からは、5年に1回、人間ドックを実施しています。
　診断結果に対して、細やかなフォローを行うことで、従業員
一人一人の健康管理を支援しています。

産業医の配置

　（株）三越伊勢丹では、常勤産業医を伊勢丹新宿本店・三越日
本橋本店に各1人配置しています。非常勤の産業医7人と連携
をとり、従業員の健康診断結果や安全衛生体制を確認していま
す。従業員は自分の健康診断結果に関する質問や、健康に関す
る相談を産業医に申し込むことができます。また、メンタルヘ
ルス専門の産業医もおり、心身の健康管理に対応しています。

ストレスチェック

　組織のストレス状態を捉える機会として、グループ全体でス
トレスチェックを活用しています。本人への結果通知はもとよ
り、管理職には職場の調査結果をフィードバックすることで、組
織における改善活動につなげています。

メンタルケア

　メンタル不調による休職などを未然に防ぐため、社内外に相
談窓口を設置して、早期に相談しやすい環境をつくっています。
また、メンタル不調で休職した方のスムーズな復職を図るため
に、要保護勤務制度（時間外勤務不可）を設定しています。

ハーフタイム

　気軽に体調など健康関連のことを社内の保健スタッフに相談
できる制度です。状況に応じて、産業医との面談や医療機関の紹
介を行っています。

カウンセリングルーム

　健康相談中心のハーフタイムとは異なり、職場問題やハラス
メント関連を産業カウンセラーに相談できるカウンセリング
ルームを設けています。

労働災害防止

　（株）三越伊勢丹では事業所ごとで、労働災害の状況や対策の
実施状況を会社と労働組合の両者で確認しています。また、職
場巡視による労働環境の確認など、産業医とも連携し、労働災
害の未然防止に努めています。
　加えて、年2回、中央安全衛生委員会を開催し、職場を跨いだ
社内の労働災害発生状況の確認や、全社のリスクアセスメント
の分析結果の共有、長時間労働削減施策の好事例の共有などに
より、各取り組みの精度向上を図っています。

ストレスチェック受検率

グループ計 （株）三越伊勢丹

2021年度 97.0% 98.0%

2022年度 99.7% 99.5%

2023年度 99.4% 99.7%

健康診断受診率 
受診率

2020年度 95.6%

2021年度 96.8%

2022年度 94.0%

※グループ計

ハーフタイム利用者数 

利用者数

2022年度 15

※（株）三越伊勢丹

ヘルス＆メンタルケア ～健康経営の推進～
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

ハラスメントかも?と思ったら見過ごさず、
“声を掛ける” “相談する” など、 皆が勇気を持って行動します

会社は、相談や通報には誠実に対応し、
ハラスメントには厳正に対処します

「安心して働くことのできる職場環境づくり」に向けた労使共同宣言

労働時間管理ルールの
遵守と業務改革に取り組みます

いかなるハラスメントも
絶対に行わず、一切許容しません

労働時間の正しい記録を徹底します

始業・終業時間以外の打刻や時間入力、
記録の不正な改変はしません

上司は、部下が労働時間を正しく記録しているかを必ず確認し、
必要に応じて修正を指示・指導します

全員が業務改革に取り組みます

一人ひとりが業務改革の“たね”を見つけて、チームで解決します

業務の『やめる・まとめる・偏りをなくす』を決断・実行します

対話を通じて推進します

業務の進捗や業務の課題を、上司やチームに共有・相談します

部下やチームが持つ課題を十分に把握するために、
『対話の時間』と『対話の風土』 をつくります

共に働く仲間と自分自身の両方を
大切にします

皆が、“相手の異なる意見を受け止める”
“自分の気持ちも素直に伝えられる”

『対等で信頼感のある職場』をつくります

正しい知識と高い意識を
アップデートし続けます

『やってはいけないこと』『言ってはいけないこと』を
正しく理解し、

主体的に「ハラスメント・ゼロ」に向き合います

見て見ぬふりはしません
本人

本人

本人

上司

上司

上司

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 取締役 代表執行役社長 CEO 細谷 敏幸
三越伊勢丹グループ労働組合 本部執行委員長 菊池 史和

「安心して働くことのできる職場環境づくり」に向けた労使共同宣言

目指す姿

　三越伊勢丹グループの存在意義（ミッション）が「こころ
動かす、ひとの力で。」であるとおり、私たちが大切にしてい
るものは“ひと”であり、私たちにとってグループ従業員一
人一人の“ひとの力”こそが財産です。
　この“ひとの力”を最大化し、私たちが目指す姿（ビジョ
ン）を実現するためには、「安心して働くことのできる職場
環境」の実現が不可欠であり、その実現のために、「適正な労
働時間管理」と「ハラスメント・ゼロ」に重点的に取り組んで
います。
　これらの取り組みを一層推進していくため、2022年6
月に、会社とグループ労働組合が共同で宣言を発信しまし
た。この労使共同宣言では、「適正な労働時間管理」と「ハラ
スメント・ゼロ」それぞれに関する具体的な行動指針を示
しています。
　また、労使共同宣言発信のほかにも、「適正な労働時間管
理」の啓発ポスターの掲出や、全役員、全従業員を対象にし
たeラーニング（全3回）の実施などにも取り組み、「安心し
て働くことのできる職場環境づくり」を目指しています。



6 2

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進 ❶ 働きがい　
～“個”を成長させる生涯CDP～

❷ 働きやすさ　
～多様な"個"の活躍とライフワークバランス～

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言 支援制度と取り組み

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進

多様性の実現 障がい者活躍 
（特例子会社）

エルダー制度 
（定年後再雇用）

グループ外人財の
受け入れ ハラスメント撲滅 外国人活躍

働きがい ～“個”を成長させる生涯CDP～

人財育成 MANABIの森 
（人財育成のグランドデザイン） 新卒社員教育 グループ内外への出向 経営人財育成

適所適財 職場情報の公開 キャリア情報の提供 キャリア面談 
（総合職1年目、メイト社員1・2年目） 自己申告制度 社内公募制度 

（求人型）
チャレンジ申告制度 

（求職型）
グループ内出向者転籍制度 

（グループ会社への転籍）
適性判定 

（直属上司による適性診断）

その他 表彰制度 
（エバーグリーン等）

社内資格制度 
（全7資格）

自己研修休職制度 
（1ヶ月～2年）

正社員登用 メイト社員転換 リベラルアーツ教育 
（SNACK）

ライフキャリア
プランセミナー

働きやすさ ～多様な“個”の活躍とライフワークバランス～

妊娠・
出産・
育児

休暇・休職 産前育児休業 
（必要日数・無給）

産前・産後休暇 
（産前8週・産後8週・無給）

育児休業 
（子が満4歳に達するまで・無給）

育児休業の特例 
（1子につき5日まで・有給）

ストック有給休暇 
（育児）（上限：連続230日）

ストック有給休暇 
（不妊治療）（上限：連続45日）

ストック有給休暇 
（子の学校行事）（上限：1日）

子の看護のための休暇 
（1人につき年5日･無給、上限は10日･法定どおり）

勤務制度
産前育児勤務 

（短時間勤務）
（必要日数）

母性保護のための
労働時間等制限 

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

育児勤務 
（短時間勤務）

（子が小学校3年生まで・
最長10年）

育児時間 
（1日につき30分×

2回・有給）

育児勤務の
スライド制度 
（月10日まで）

育児勤務の 
一時的勤務時間延長 

（月10日まで）

育児のための
労働時間等制限 

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

早番固定勤務
（フルタイム勤務）

（子が小学校4年生まで・
最長11年）

費用補助 育児補助金 
（フルタイム勤務者）

月極保育補助金 一時保育補助金 不妊治療給付 出産手当金 出産育児一時金

介護

休暇・休職
介護休業

（1対象家族につき
最長1年・無給）

ストック有給休暇
（介護）

（上限：連続230日）

家族の介護のための休暇 
（1人につき年5日･無給、
　上限は10日･法定どおり）

勤務制度
介護勤務 

（1対象家族につき
最長3年）

介護のための
労働時間等制限

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

費用補助 介護費用援助

休暇

ストック
有給休暇

傷病 
（上限：連続230日）

能力開発 
（上限：連続20日）

災害休暇の延長 
（上限：連続120日）

ボランティア 
（上限：連続60日）

看護 
（上限：連続20日）

慶弔休暇の延長 
（上限：1日）

その他休暇 慶弔災害休暇 
（有給）

転勤に伴う引越休暇 
（最大4日・有給）

生理休暇 
（必要日数・無給）

勤務制度・その他
総実労働時間の短縮

有期社員の無期雇用化 
（2021年10月、全雇用形態の

原則無期化完了）

ライフイベント
再雇用制度 

（退職後12年以内）

グループライフイベント
転籍制度 兼業・副業 フレックスタイム制度 有給休暇の半日取得 配偶者転勤休職制度

業務改善・効率化 
（デジタル化・労働時間管理）

業務用スマホの配布 
（社員・メイト社員全員対象）

フリーアドレス制 テレワーク 
（在宅・サテライトオフィス）

ヘルス＆メンタルケア 傷病手当金 短時間勤務制度

※（株）三越伊勢丹

三越伊勢丹健康保険組合からの拠出
三越伊勢丹グループ共済会からの拠出

健

健

健

健

共

共

共 共 共 共

支援制度と取り組み
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

コーポレート・ガバナンス 内部統制

コーポレートガバナンス・ガイドライン  https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_guideline.pdf?230620

選任・解任

選任・解任

会計監査監督

内部監査

指示

評価報告

報告選任（選定）・解任（解職） 連携

執行

監督

代表執行役

執行役
執行役会

各部門（コーポレート）

報告

指名委員会

報酬委員会

監査委員会 会計監査人
取締役会

株主総会

内部監査室

事業会社

当社グループは、企業活動の透明性を確保し、経営の意思決定の迅速化、経営監督機能の強化､ 内部統制システムの充実な
どに継続的に取り組むことで、コーポレート・ガバナンス改革を推進しています。また、機関設計として指名委員会等設置会
社を採用しています。
お客さま、お取組先、株主・投資家、従業員、地域社会・コミュニティといったステークホルダーとの良好な関係を構築するた
め、コーポレート・ガバナンスの在り方の検証を行い、適宜、必要な改善を図っています。
また、当社グループは、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組み、および運営方針を定めた「コーポレート
ガバナンス・ガイドライン」を制定・開示しています。 

考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

グループガバナンス
三越伊勢丹グループでは、安全性の高い企業運営を目指

すために、企業内部の統制をとり、管理体制を構築する

ことによりガバナンスを強化しています。それにより、

不正行為や情報漏洩などの企業リスクを減らし、労働

環境の改善、企業価値の向上、収益力の向上を図ってい

きます。

ガバナンスを強化するうえで大切なものに対話があり

ます。そのため、三越伊勢丹グループでは、「グループ

ガバナンス」と「コミュニケーション」をサステナビリ

ティにおける3つの重点取り組み（マテリアリティ）の

土台として据えています。

企業の社会的価値の向上は株主やステークホルダーの

利益を守り、企業の成長の足元を固めていきます。各ス

テークホルダーの要望を引き出し、それらにスピー

ディーにお応えすることで市場価値を高めていきます。

コーポレート・ガバナンス

https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_guideline.pdf?230620
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

コーポレート・ガバナンス 内部統制

取締役会、法定3委員会について

取締役会の責務
　取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、グ
ループの大局的な方向づけと業務執行に対する監督・モニタリ
ングに特化することを通じて、当社グループの持続的な成長と
中長期的な企業価値向上を目指します。
　経営のモニタリングに適した体制とするため、取締役会の構
成は社外取締役を過半数とし、2021年4月より社外取締役を議
長としています。

2023年度 取締役の所属委員会およびスキル・マトリクス

取締役会、法定３委員会の2022年度の活動状況

★：委員長　○：知識・経験・能力を有する分野　●：社外取締役が知識・経験・能力において貢献、期待される分野　

法定3委員会の役割
〈指名委員会〉
社長CEOの再任可否の判断や後継者計画（サクセッションプ
ラン）の審議、株主総会に提出する取締役の選解任議案の決定、
取締役会で決議する法定3委員会の委員案や執行役などの役員
人事案の審議を行っています。

〈報酬委員会〉
企業価値向上に向けた役員のインセンティブの在り方など、役
員報酬制度について課題と方向性を審議し、個別報酬額などの
決定を行っています。

〈監査委員会〉
執行役および取締役の職務執行の監査、内部統制システムの状
況の監査、および会計監査人の選解任等に関する株主総会提出
議案の内容の決定などを行い、監査を通じて取締役会の監督機
能を担っています。また、会計監査人、内部監査部門およびグ
ループ各社の監査役と連携して、グループ全体の監査体制を構
築します。

所属する委員会 スキル

取締役氏名 指名
委員会

報酬
委員会

監査
委員会 企業経営 流通・

マーケティング グローバル DX・IT・
セキュリティ

ファイナンス・
会計

法務・リスク
ガバナンス

人事・人財
マネジメント

細谷 敏幸 再任 ○ ○ ○

石塚 由紀 再任 非執行 ★ ○ ○ ○

牧野 欣功 新任 ○ ○ ○

橋本 副孝 再任 社外・非執行・独立役員 ★ ● ● ●

土井 美和子 再任 社外・非執行・独立役員 ★ ● ● ●

古川 英俊 再任 社外・非執行・独立役員 ● ● ●

安藤 知子 再任 社外・非執行・独立役員 ● ● ●

越智 仁 新任 社外・非執行・独立役員 ● ● ●

岩本 敏男 新任 社外・非執行・独立役員 ● ● ●

※上記は各氏の経験などを踏まえて、特に活躍を期待できる領域・分野を示しており、有する全ての知見を表すものではありません

取締役会と取締役について
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132

社外取締役メッセージ
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/
imhds_report2022_jp_A3-15.pdf

人数と構成 　　 　　 開催回数と出席率 主な議題

取締役会 12回 ●会社法、定款などで定められた決議・報告事項
●グループ企業理念の再構築の議論
●中期経営計画や重要な業務執行のモニタリング
●内部統制システムのモニタリング

役割 ：
グループの大局的な方向付け、
業務執行に対する監督・モニタリング

指名委員会 10回 ●社長CEOの再任可否および後継者計画審議
●取締役候補者の決定
●委員会委員・執行役などの役員人事案審議

役割 ：
役員の「指名」に関する審議や意思決定

報酬委員会 8回 ●役員の報酬に関する審議や意思決定
●業績連動報酬・非金銭報酬などの
  インセンティブ制度についての検討および決定役割 ：

役員の「報酬」に関する審議や意思決定

監査委員会 17回 ●監査方針および監査計画の策定
●リスクマネジメントに関する報告
●内部監査室からの報告
●会計監査人からの報告
●執行部門に対する業務執行状況のヒアリング

役割 ：
執行役および取締役の職務執行の監査、
内部統制システムの状況の監査、
会計監査人の選解任等に関する
株主総会提出議案の内容の決定

うち、社外取締役
6人（60％）

うち、社外取締役
4人（80％）

全員社外取締役
（100％）

うち、社外取締役
3人（60％）

100％10人

100％5人

100％3人

100％5人

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

コーポレート・ガバナンス 内部統制

　当社は、取締役の自己評価「アンケート」や「インタ
ビュー」などにより、取締役会の実効性に関する分析・評価
を継続的に実施しています。当該分析・評価をもとに、役員
間で複数回にわたり討議し、アクションプランの策定・実行
を通じて、取締役会のさらなる実効性の向上を図っていま

役員の指名に関する方針

　当社では、「役員在任年齢上限規程」にて、在任の上限年齢と上限任期を役
位ごとに定め、適切なローテーションを促しています。そのうえで、代表執行
役および役付執行役を含む執行役の選任、および委任契約期間満了後の再任
可否については、委任契約期間における定量的な成果、および第三者機関に
よる経営人財評価などの客観的データを適切に評価し、社外取締役のみで構
成される指名委員会にて判断しています。また、当社は、役員の選解任基準に
ついて定めた「三越伊勢丹グループ役員ポリシー」を策定しています。

CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画
（サクセッションプラン）
　CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画（サクセッションプラン）に
ついては、指名委員会における最重要事項の一つとして、透明性・公正性を確
保しつつ取り組んでおり、その在り方を同委員会で積極的に審議し、同委員
会の審議過程において指名委員会委員以外の全ての社外取締役からも意見
聴取するなど、この取り組みのさらなる高度化を図っています。
　具体的には、CEO就任初年度に在任期間中のビジョンを指名委員会で審議
したうえで、毎期経営計画に対する進捗状況や今後の見通し、解決すべき課
題などを同委員会にて説明・共有し、再任可否について指名委員会委員であ
る社外取締役が主体的に判断できる体制を整えています。また、CEO後継者
情報については、候補者の外部経営人財評価機関によるスクリーニング結果
や育成計画、経験させるべき分野への異動配置案などのあらゆる情報を徹底
して指名委員会に共有します。
　なお、緊急時のCEO候補（CEO代行者）については、毎期初に指名委員会に
て審議・確認しています。

取締役候補者の指名を行うにあたっての方針
　取締役会の構成については、高い倫理観とともに、幅広くかつ専門性の高
い知識や特定事業領域における知見、外部企業経験などに基づくスキルを有
した多様なメンバーで構成されるよう考慮しています。そのうえで、取締役
候補者の選任にあたっては、上記の考え方と、5つの選任基準（次ページ）を
もとに、指名委員会にて決議し、株主総会に上程しています。

● 前年度評価結果
● 本年度方針および計画

● 次年度計画の最終報告
● 評価結果・次年度方針（案）立案
● 社内外取締役、執行役間での討議

● アンケート、個別インタビュー
結果報告・課題整理

● 社外取締役間での討議
● 取締役・執行役間での討議

● 計画の進捗確認
● 本年度の進め方確認

取締役・執行役全員への
● アンケート
● 個別インタビュー

10月 12月末～2月上旬

2月末3月 2月中旬

● 多くの設問項目で「十分できている」または「おおむねできている」との回答が一定割合以上を占
め、全設問の平均評点は、前年度から改善しました。取締役会および指名・報酬・監査委員会の実
効性が十分に確保されていることを確認しました。

● 特に「取締役会の運営・議論」の評点において大きな改善が見られ、議事の内容や開催頻度の改善、
自由闊達で建設的な議論の実現などについて、一定の評価と満足度が得られました。

● 一方で「取締役会の役割・責務」の評価については、「当社グループが百貨店の再生フェーズから
展開フェーズ、結実フェーズへとよりチャレンジングな方向に進むなかで、中期経営計画のモニ
タリング視点を進化させ、長期目線で議論を活性化させることが必要」との意見が出されました。

1  取締役会の役割・責務
2  取締役会の規模・構成
3  取締役会の運営・議論
4  取締役会の議題設定
5  社外取締役ミーティング　
6  ステークホルダーとの建設的な対話
7  社外取締役に対するサポート体制
8  指名・報酬・監査委員会の実効性

評価結果を受け、社外取締役間、社内取締役・執行役間、取締役会での
討議を通じ、次年度の運営方針とアクションプランを以下のとおりと
しました。

運営方針
● 取締役会のモニタリングをさらに進化させ、執行による適切なリ

スクテイクを支える環境を整える
● 当社の将来に関する長期目線の議論を行うことを通じて、次期中

期経営計画の方向づけを実現する

評価結果評価項目

取締役会実効性評価のプロセス

2023年度 運営方針とアクションプラン
アクションプラン
1 グループの大局的な方向づけ（長期目線での議論）
2 業務執行に対する監督・モニタリング（モニタリングポイントの明確化）
3 指名・報酬・監査委員会の実効性向上（取締役会と各委員会の連携）
4 運営やサポートの継続的な改善（社外取締役サポートの充実）

す。取締役会の実効性を検討する際には、株主に対する受託
者責任・説明責任を踏まえ、社外取締役である取締役会議長
主導のもと、そのプロセスを設計しています。
　なお、2022年度の実効性評価のプロセスおよび評価
結果などは以下のとおりです。

取締役会実効性評価
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

コーポレート・ガバナンス 内部統制

役員報酬

役員報酬に関する基本原則
　当社は執行役等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する
方針として「役員報酬に関する基本原則」を定めており、その概
要は以下のとおりです。
　以下の4点を基本原則とすることで、健全な企業家精神の発揮
に資するインセンティブづけをしています。

1 株主と役員の利害一致の促進
2 業績や株主価値の向上に向けたインセンティブ効果の拡大
3（目標達成時における）産業界全般における比較において

遜色のない水準の提供
4 評価方法や報酬決定方法の客観性・透明性の確保

　上記「役員報酬に関する基本原則」に基づき、社外取締役のみで
構成される法定の報酬委員会において、報酬に関する方針の決定
や個別報酬額を審議し、決定します。同委員会においては、役員報
酬制度が当社グループの持続的な成長に向けた健全なインセン
ティブとして、より一層機能するよう検討を継続しています。

賞与
　執行役においては、報酬原則を反映し、目標達成を強く動
機づけるために、下記の業績連動型賞与体系を導入してい
ます。

【1】賞与支給額算出式
執行役：基準賞与額（月額報酬（5ヶ月）×全社業績支給率×全社
ESG指標）

【2】全社業績支給率
当社として目指すべき営業利益目標額を達成した場合の支給率
を1.00（100％）とし、達成度に応じて支給率は下限0.00（０％）
～上限なしで比例配分となるように設計しています。

【3】全社ESG指標
中長期のサステナビリティ推進目標の実現に向けた動機づけと
して、本年度より役員賞与への評価にESG指標を導入していま
す。指標KPIについては毎期判断し決定することとしており、基準
賞与額×全社業績支給率で算定された賞与に対し±5％の変動幅
で達成度合いが反映されるように設計しています。

株式報酬
　株主価値の向上に対する意識を高めることを目的として、
一定期間の譲渡制限を付した自社株を付与し、株主と役員の
利害一致を図る「譲渡制限付株式報酬制度」を導入しています。

取締役候補者の選任基準
1 当社経営に有意な知見・経験を有し、経営の諸課題に精通し

ていること
2 世界の動向、市場や顧客の変化を的確に洞察し、把握できて

いること
3 新しい知識を積極的に学ぶ姿勢を持ち、それをベースに新し

い経営の見方、方向性を導き出せること
4 人格・見識に優れ、心身ともに健康であること
5 順法精神や倫理観に富み、取締役としてふさわしい価値観・

人柄を有すること

　また、社外取締役については、その客観的な視点からの幅広い
意見を積極的に取り入れ、バランスのとれた経営を行うために、
実業界で経営・執行経験を十分に積んだ方をはじめとして、異な
る分野・業界から招聘するとともに、取締役会の多様性確保に十
分に留意した人選を行うこととしています。
　なお、経営陣幹部である執行役については指名委員会にて審
議のうえ、取締役会で決議しています。

独立性基準
　当社は、社外取締役を独立役員として指定するにあたって、そ
の独立性を判断するため、「三越伊勢丹ホールディングス社外役
員の独立性に関する基準」を独自に定めており、下記のいずれに
も該当しない社外役員を独立役員として指定しています。

1 当社グループの業務執行者
2 当社グループを主要な取引先とする者またはその業務執行取

締役、執行役、支配人
3 当社グループの主要な取引先またはその業務執行取締役、執

行役、支配人その他の使用人である者
4 当社グループの主要な借入先の業務執行者
5 当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭その

他の財産上の利益を受けているコンサルタント、会計専門家、
法律専門家など

6 当社の発行済総株式数の5%以上の株式を保有している株主
またはその業務執行者

7 過去3年間において上記 1 から 5 に該当していた者
8 上記 1 から 5 の配偶者または二親等以内の親族

報酬構成

譲渡制限付株式報酬制度

※ 2 3 の「主要な取引先」とは「当社グループと当該取引先の連結ベースの年間取引額
が、過去3年間において一度でも両者いずれかの連結ベースの年間総取引額の1%を超
える取引があった取引先」

※ 4 の「主要な借入先」とは、「当社グループの借入金残高が、事業年度末において当社の
連結総資産の2％を超える借入先」

※ 5 の「一定額」とは「過去3年間のいずれかの年度において1千万円以上」

※1 基準株価：割当決議日の前取引日（当該日に株価がつかない場合はその前取引日）の
東京証券取引所における当社株式の終値

※2 任期満了もしくは当社取締役会が正当と認める理由による譲渡制限期間中に退任
の場合は譲渡制限を解除

金銭報酬債権額 執行役（取締役兼務者を含む）：月額基本報酬×4ヶ月分
非業務執行取締役：月額基本報酬1ヶ月分

割当株数の算出 個別金銭報酬債権÷基準株価※1

（100株未満切り捨て）

譲渡制限期間 30年間※2執行役
基本報酬
×12ヶ月

基本報酬
×12ヶ月

賞与
基本報酬×5ヶ月分

（支給率1.00の場合）

株式報酬
基本報酬×1ヶ月分

株式報酬

×4ヶ月分

※取締役兼務者を含む

非業務執行取締役 ※社外取締役を含む

基本報酬
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従業員満足度の向上
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コーポレート・ガバナンス 内部統制

　三越伊勢丹グループでは、健全かつ透明性の高いグループ経
営と企業価値の最大化を図るべく、2008年の取締役会にて内部
統制システム基本方針を制定しました。以降、時代や環境の変化
により継続的に見直しを行い、より適正かつ効率的な体制の構
築に向けて改善を図っています。
　以下は、当社グループの「内部統制システム構築の基本方針」
における各項目です。

リスクマネジメント推進体制

　当社グループは、執行役社長を議長とするコンプライアンス・
リスクマネジメント推進会議にて、リスクマネジメント体制・取
り組み方針を周知徹底し、3つの部会（リスク対策部会・コンプラ
イアンス推進部会・サイバーリスク対策プロジェクト）を通じて、
実効性の高い対策を講じています。
　また、当社グループのリスクマネジメント体制は、3つのディ
フェンスラインと5つのレイヤーで構成されています。各グルー
プ会社を第1線、HDSリスク管理部門を第2線、HDS内部監査室を
第3線とする3つのディフェンスをベースとして、より具体的に
役割を明確化した5つのレイヤー（ 1 グループ事業会社現業部門、

2 グループ事業会社管理部門、3 HDS統括部門、4 HDSリスクマ
ネジメント室、5 HDS内部監査室）に区分することで、リスクマ
ネジメント体制の強化を図っています。

内部統制システムの基本方針 リスクマネジメント

　当社グループでは、年度終了後、上記項目に沿って構築状況お
よび運用状況について、自主点検ならびに執行役会等において
確認を行っています。また、その結果については、監査委員会や
取締役会に報告し、内部統制システムの体制強化や次年度の運
用の改善につなげています。

1  コンプライアンス体制
2  リスクマネジメント体制
3  財務報告に係る内部統制体制
4  情報保存管理体制
5  効率的職務執行体制
6  グループ会社管理体制
7  監査委員会スタッフに関する事項
8  監査委員会への報告に関する事項
9  監査費用の処理方針
10  監査委員会監査の実効性確保に関する体制

リスクマネジメントの実効性を向上させるための各組織
　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議で選定した
重点リスクについて、より具体的な対策の立案と推進、検証の
PDCAサイクルを回すために、下記の部会を通して、実効性のあ
る未然防止対策を講じています。なお、重点リスクの選定方法に
ついては、「リスクの捉え方」 P.68 の項をご覧ください。

1 リスク対策部会
自然災害・火災をはじめとするさまざまなリスクの低減・未然防
止につなげるための対策やBCPの策定とあわせ、訓練および点検
を徹底することで、リスク対策の実効性向上に努めています。

2 コンプライアンス推進部会
時代に即応した倫理観と急速な環境変化に正しく対応するた
め、経営層が認識すべき法令知識・行政動向などの理解促進と
公正取引遵守実務の連動を図り、企業文化としてのコンプライ
アンスマインドの醸成に取り組んでいます。

3 サイバーリスク対策プロジェクト
セキュリティ動向を常に把握し、グループセキュリティの技術
的な最適化を図るとともに、日々のモニタリング体制を整備し、
未然防止や迅速なインシデント対応、従業員教育に取り組んで
います。

連携・報告・要請

指名委員会 報酬委員会

リスク対策部会

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク
対策プロジェクト

監査委員会

株主総会

報告・監督

議長：社長 CEO
副議長：CRO

HDS

コンプライアンス・
リスクマネジメント推進会議

３線ディフェンスと５つのレイヤー

第5レイヤー

第4レイヤー

第3レイヤー

第2レイヤー

第1レイヤー

HDS
内部監査室

HDS
リスクマネジメント室

HDS
各統括部門

事業会社
管理部門

事業会社
現業部門

取締役会

HDSリスクマネジメント室

該当部門5つのレイヤー3線

HDS統括部門

グループ事業会社  管理部門

グループ事業会社  現業部門

3
線

2
線

1
線

監査

執行役会

リスクマネジメント体制図

5

4

3

2

1

代表執行役 CEO HDS内部監査室

※「HDS」はホールディングスを表しています

内部統制
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重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
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コーポレート・ガバナンス 内部統制

Plan

Check

Act Do

各部会推進会議

対応策の実施対応策の改善

モニタリングと評価

リスク対応方針の
策定と徹底 

重点リスク対応策の
策定と周知徹底 

リスクの捉え方

　当社グループでは、リスクを捉えるにあたり、日々変化する外
部環境とグループの事業特性・事業戦略を考慮し、多角的な視点
からリスクの把握に努めています。
　グループ全体の事業を取り巻くリスクを5つのカテゴリー（❶

リスクマネジメントのPDCAサイクル

　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議にて示され
た基本方針をもとに、各部会を通じて具体的な重点リスク対応
策の策定と周知徹底を行っています。
　対応策の実行のために、グループ各社における訓練や自主点
検活動などを実施。モニタリングと評価を経て、さらなる対応
策の改善につなげるというPDCAサイクルに基づいたリスク
管理を実行しています。

リスクマップ

　リスクが顕在化した際には、物的損害、人的損害、財務・経営戦
略遂行の阻害、レピュテーション毀損などの損害を被るものと
捉え、発生頻度や事業への影響をもとにリスクマップを作成し、
そのなかから重点リスクを選定、早期に対策を講じています。

リスクの一例
区分 リスク項目 物的損害 人的損害 財務、経営戦略遂行の阻害 レピュテーション毀損

1  経営戦略上のリスク

サステナビリティ経営の推進に関するリスク ● ● ●

デジタル社会への対応に関するリスク ● ● ●

新たなビジネスモデル構築に関するリスク ● ●

海外情勢への対応に関するリスク ● ● ● ●
2  財務に関するリスク 資金調達に関するリスク ●
3  人事・労務に関するリスク 人財確保に関するリスク ● ● ●

4  災害等のリスク
災害等の対応に関するリスク ● ● ● ●

情報セキュリティに関するリスク ● ● ●

5  オペレーショナルリスク
商品取引上のリスク ● ● ●

個人情報漏洩に関するリスク ● ●

リスクマップ

小／低

大

高

High

Middle

Low
1 2 3

重点リスク

発生頻度

発
生
時
の
影
響

経営戦略上のリスク、❷財務に関するリスク、❸人事・労務に関
するリスク、❹災害等のリスク、❺オペレーショナルリスク）に
分類し、さらに、各々におけるリスクを細分化したうえで定期的
な評価を行い、対策の進捗を確認するフローを確立しています。
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コーポレート・ガバナンス 内部統制

リスク低減に向けた具体的な取り組み

自然災害に関するリスクへの対応　

　昨今、世界各地において気候変動を背景にした自然災害が頻
発・甚大化し、さまざまな環境課題が顕在化しています。
　三越伊勢丹グループは、百貨店事業を中心とした店舗による
事業展開を行っています。そのため、地震、台風、水害、火山噴火
といった自然災害により、店舗の営業継続に大きな支障をきた
す可能性があります。
　特に、首都直下地震や南海トラフ地震が発生した場合、当社グ
ループのお客さま、従業員および建物などに甚大な損害を受け
る恐れがあります。あわせて、電力の使用制限や消費の自粛、放
射能による食料品汚染など、大規模災害が営業活動に影響を及
ぼすことが予想されます。
　また、台風や集中豪雨といった水害などの甚大化による洪水や
浸水、強風による被害は、お客さま、従業員および建物のみならず、
商品供給や物流にも大きな影響を及ぼす可能性があります。
　そして、仮に富士山噴火が起こった場合には、首都圏を中心
に広い地域に火山灰が飛来することで、システム、物流などに
大きな影響を及ぼし、営業活動などに支障が生じることが予想
されます。

防災・減災のために

　当社グループでは、大規模災害の発災時に備え、防災・減災対
策と災害発生時の初動・復旧・復興に向けた行動計画の策定や、
実効性向上のための定期的な訓練、安否確認の徹底、ITツールを
活用した情報共有などに加え、グループ従業員の防災意識向上
のための施策など、さまざまな取り組みを行っています。

1 グループ総合対策本部 大地震発生時初動訓練　
　当社グループでは、各社・各店舗所在地のいずれかの場所で
震度6弱以上の地震が観測された場合、または事務局長が必要
と判断した場合に、「グループ総合対策本部」が設置されます。
グループ総合対策本部は、各社・各店からの被害情報を収集・分
析し、グループとしての判断が必要な事項についての対応や指
示を行い、お客さまや従業員などの安全を最優先に、中核となる
事業の継続あるいは早期復旧に向けた活動を組織的に行います。
　2021年度からは年2回、各社・各店の災害対策本部とグルー
プ総合対策本部メンバーを対象とした、大地震発生時の初動連
携訓練をリモートで行っています。2023年9月の訓練では首都
直下地震を想定し、被災拠点となる首都圏5店舗の災害対策本
部とグループ総合対策本部間において、適切かつ迅速な情報連携
を図ることを目的に実施しました。当日は、被害の最小化に向け
た人命救助や応急対応、広域にわたる支援（要員・救援物資・資金
手配など）、早期復旧に向けたグループ間のリソース配分と計画
立案のため、被災拠点からの災害時の情報収集からグループ総
合対策本部での意思決定までの流れを確認しました。

2 事業継続マネジメント（BCM）　

　当社グループでは平常時から、事業継続計画（BCP）の改定を
はじめ、システムやツールの改良、文書体系の整備を実施して
います。さらに、教育・訓練を通じて、BCPの実効性向上と危機
管理意識の醸成までを含めBCMとして実行しており、グルー
プの中核となる事業の継続能力を維持・改善していくための活
動を実施しています。
　その活動のなかで抽出された課題については、コンプライア
ンス・リスクマネジメント推進会議をはじめとする会議などを
通じグループ全体で共有しながら、改善のために不断の努力を
継続しており、このような一連の取り組みを通じたPDCAサイ
クルの実行が、さらなる当社グループのBCMの実効性の向上と
レジリエンス強化へとつながっています。
　また、自然災害やパンデミックなどが発生した場合、当社グ
ループの店舗ならびに事業継続に支障をきたす可能性があり
ます。そのため、リスクが顕在化し「グループ経営の危機」に遭
遇した際に、お客さま・従業員・事業資産などへの被害を最小限
にとどめ、被災拠点と事業の早期復旧および事業継続を図るた
めに、グループ各社におけるBCPなどを策定しています。BCP
では、発動基準のほか、グループ全体の意思決定や組織体制、行
動計画、目標復旧時間のほか、平常時におけるリスクへの事前
対策などについて定めています。

訓練時のグループ総合対策本部

伊勢丹立川店での訓練の様子
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ESGデータ集（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

3 レジリエンス認証の取得

　2016年には、（一社）レジリエンスジャ
パン推進協議会により、レジリエンス認証
を取得しました。これは、（株）三越伊勢丹
の事業継続計画の取り組みが評価された
もので、百貨店として初の取得となります。
さらに、2018年には「事業継続」に加え、
店頭での募金活動や従業員のボランティア活動を支援する仕組
みなどが評価され、「社会貢献」においても同認証を取得してい
ます。なお、レジリエンス認証とは、国内初の事業継続マネジメ
ント（BCM）に関わる組織認証制度で、内閣官房国土強靭化推進
室が規定の認証組織の要件に適合していることを確認し、（一
社）レジリエンスジャパン推進協議会が事業継続への取り組み
を積極的に行っている企業や自治体、学校、病院などの団体を認
証する制度です。

4 災害への備え ～内閣府との取り組み～　　

　2023年度は、関東大震災から100年を迎える節目の年であ
り、今後想定される首都直下地震や南海トラフ地震などの巨大
災害に対する備えを一層強化するうえでの重要な機会です。内
閣府では、国民・家庭・事業所レベルでの防災意識を高め、日常生
活における「災害への備え」を促進するため、民間企業とのコラ
ボレーション事業を行っており、三越伊勢丹グループもこの取
り組みに賛同し、グループ従業員の防災意識向上を目指し、さま
ざまな活動に取り組んでいます。

5 従業員の防災意識向上のための取り組み　

　全国で頻発する自然災害から命を守るためには、一人一人が
日頃からの備えを自主的に行うことが何よりも重要です。その
ため、三越伊勢丹グループでは、グループ従業員の防災意識向
上を目指し、WEB社内報に「自助」に関した関連記事を掲載し
ています。その時期に応じて発生しやすい自然災害をテーマに、
日頃の備えと災害発生時の行動について、従業員が自分事とし
て捉えられるよう定期的に発信することで、防災・減災につな
げています。

情報セキュリティに関するリスクへの対応　　

　当社グループでは、多岐にわたる事業活動やサービス提
供のなかで、お客さま、お取組先から日々お預かりするさま
ざまな情報を厳格に管理しています。あわせて、オンライン
購買の伸長や各種デジタルツールが普及し、多くのシステ
ムを日々の営業活動において活用しています。昨今、日本企
業が国内外からのサイバー攻撃を受ける事例が増加してお
り、当社グループでも情報セキュリティガバナンスのさら
なる強化に努めています。サイバー攻撃などによるシステ
ムの破壊や停止、そして不正アクセス犯罪などによる個人
情報や機密情報の漏洩が発生した場合、対応と復旧に時間
を要し、広範な業務に支障をきたすリスクがあることから、
当社グループでは情報セキュリティを維持するため、さま
ざまな対応策を実施しています。
　まず、組織的な対策として、情報セキュリティ体制の強化、
専門部署を中心とした「サイバーリスク対策プロジェクト」
を設置し、対応策の策定と実行を図っており、平常時のサイ
バーリスク予防と有事におけるセキュリティインシデント
対応を実施しています。

　技術的な対策としては、サイバー攻撃などを受けた際の
リスクを低減するため、リスクを把握して事前に対処する
ための「防御」、侵入を早期発見・早期対処するための「検
知」を実施するべく、各種セキュリティツール、システムの
導入・運用を図り、対策を強化しています。
　人的な対策では、情報セキュリティに関する従業員のリ
テラシー向上策として、当社グループのシステム部門にお
ける専門人財の育成の推進や、従業員への教育プログラム
実施のほか、各拠点において標的型メール訓練を定期的に
実施しています。そして、日常的に情報セキュリティに係る
事例の発生状況をイントラネットを通して共有することで
危機意識の醸成を図っています。
　さらに、インシデントが発生した際に適切に対応するた
めに、行政・専門機関といった外部への報告および連携を
図り、迅速な対応を可能とするための組織であるCSIRT

（Computer Security Incident Response Team）を設置
しています。
　また、当社グループでは、外部認証の取得として、国内関
係会社4社で「プライバシーマーク」を、当社グループの情
報サービスの管理運用を担う（株）三越伊勢丹システム・ソ
リューションズで、情報セキュリティマネジメントシステム

（ISMS）に関する国際規格の「ISO 20000」「ISO 27001」を
取得しています。

※2022年度認証取得数はウェブサイトのESGデータ集に記載

内閣府ウェブサイト「防災情報のページ」
https://www.bousai.go.jp/kantou100/sonae.html

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://www.bousai.go.jp/kantou100/sonae.html
https://www.bousai.go.jp/kantou100/sonae.html
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

コーポレート・ガバナンス 内部統制

コンプライアンスに関する考え方

　三越伊勢丹グループは、グループで働く従業員が、法令をは
じめ倫理や社会規範などを順守していくために、コンプライア
ンスを価値観や意識・行動まで根づかせ実践することが重要で
あると考えています。
　そのために、役員および従業員の行動規範とする、「三越伊勢
丹グループ企業倫理行動基準」を制定し、全社に浸透を図るとと
もに、コンプライアンス体制の維持・向上に取り組み、社会的信
頼の確保に努めています。また、お客さま・お取組先や従業員と
の関係性において順守すべき法令や倫理行動の指針をまとめた

「コンプライアンス・ガイドブック」を社内イントラネットに掲
示し、日々の業務における法令順守の周知徹底を図っています。

コンプライアンス推進部会

　「コンプライアンス推進部会」は経営層を対象とし、実務者対象
の会議体と区分した会議体として、法令・倫理・社会規範やソフト
ローにまで幅を広げ、取り組みを進めています。
　一方で、実務者対象の会議体では、個人情報管理・食品衛生事
故防止と、「営業上のコンプライアンスの具体的項目」としての
独禁法（カルテル談合）・下請法・景品表示法を取り上げ、実務
チェック・予防の実践的活動を行っており、コンプライアンス
推進部会においてその活動状況も共有しています。

ステークホルダーに対するコンプライアンス強化ポイント

①お客さま：個人情報保護の取り組み
お客さまからお預かりする個人情報を適切に管理し、正しく利
用するために、「プライバシーポリシー」と「Cookieポリシー」
を制定・公開し、お客さまの信頼とご期待にお応えしています。
また、「個人情報取扱規程」を定め、適切な利用と厳重な保護管
理を行っています。

②株主／投資家：IRポリシーの制定
IR活動において、株主・投資家の方々の信頼と共感を得られる
企業を目指し、「IRポリシー」を制定・公開して、公平な情報開
示やコミュニケーションの充実を図っています。

③地域社会：反社会的勢力対応
「内部統制システム構築の基本方針」および「三越伊勢丹グルー
プ調達方針」において反社会的勢力との関係遮断、不当要求の
拒絶、被害の防止を掲げています。

④お取組先：公正取引を推進するための体制構築と運用
「公正取引に関する指針」を定め、公正かつ自由な競争を堅持し、
広く社会に貢献し続ける企業であるための体制構築と運用を
推進しています。

⑤従業員：内部通報窓口の設置と運営
グループ内で不当行為が発生した場合にその事実を速やか
に認識し改善していくために「グループホットライン規程」
を定めています。それに基づく「グループホットライン」を設
置、通報者保護の観点から社外専門会社・弁護士事務所が通
報を受ける体制を整えています。

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクトリスク対策部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独占禁止
法や個人情報保護法）について経済情勢や社会的要
請の変遷も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新などによりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に即した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について
共有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 など

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 など

株主／投資家

会社法

金融商品取引法
（インサイダー取引規制）など

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 など従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）など

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクトリスク対策部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独占禁止
法や個人情報保護法）について経済情勢や社会的要
請の変遷も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新などによりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に即した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について
共有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 など

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 など

株主／投資家

会社法

金融商品取引法
（インサイダー取引規制）など

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 など従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）など

コンプライアンス




